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第 4 章 社会活動団体の形態・機能と参加のきっかけ 
 
                       健康科学大学准教授 富樫 ひとみ 


Ⅰ．要旨 


高齢者の社会参加にはさまざまな効果が期待されているが、本章は、高齢者が参加しや


すい社会活動とはどのようなものなのか、社会活動団体の形態や機能、社会参加のきっか


けに着目して考察することを目的とする。 
高齢者の社会参加には、2 つの側面がある。１つは社会貢献としての社会が利益を受け


る側面であり、もう一つは、活動を行う高齢者本人へ効果をもたらすという側面である。


高齢者がこれまで培ってきた能力をボランティアとして社会に向かって発揮することは、


社会にとっては実質的な利益になるだろうし、高齢者本人にとっては生きがいや充実感を


もたらすだろう。 
このようにさまざまな効果が期待される社会参加であるが、社会参加を促進するために


は、参加しやすい環境整備が必要である。筆者は社会参加のしやすさへ影響を与えるのは、


社会活動団体の形態と機能、参加へのきっかけであると考え、これらの分析を行った。分


析方法は、現在社会参加をしている高齢者と不参加高齢者を分類し、社会活動団体の形態


及び活動内容、参加理由、参加して得られたものや関心があったもの、また参加経験のあ


る高齢者を対象に参加のきっかけを尋ね、得られた回答について、χ2 検定やコクラン Q
検定、マクネマー検定などの統計的検定を用いて、質問カテゴリーの順位傾向などを分析


した。 
分析の結果、社会活動団体の形態・機能では、①「町内会・自治会」や「老人クラブ」への


参加が多い、②「町内会・自治会」や「老人クラブ」は多様な活動を行っており、さらに活動


内容等を参加者の希望に対応させることによって、一層の参加促進が望める、③現在社会参加


している高齢者の活動内容は、「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」や「趣味・


スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」が極めて多いが、今後は個人それぞれの関


心に応ずべく、活動の多様性が求められる、④活動の内容は、高齢者本人の生活に関係してい


る活動が参加されやすい、⑤社会参加を通して、高齢者は精神的充実感や人間関係の満足感を


得ている、⑥情報の発信者や社会活動団体の信頼性が重視されている、ということが明らかに


なった。社会参加のきっかけについては、①身近な友人などからのタイミングのよい誘いが参


加を促進する有力な方法である、②情報は楽に入手できる配布的な提供方法が好まれる、とい


うことが明らかになった。参加する側の高齢者が社会参加活動で求めることは、社会や他者へ


の貢献だけでなく、自分にとってもプラスになることであり、特に、精神的な充実感や人間関


係への満足感である、ということが明らかになった。 
今回の調査で高齢者が社会参加しやすくなるための要素を考察してきたが、今後は社会参加


を進めるにあたって、これらの要素をどのように取り入れていくかが課題となろう。特に、社


会活動団体の信頼性確認については、確認手段の制度的な方策が望まれる。 
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Ⅱ．はじめに 


 高齢者の社会参加にはさまざまな効果が期待されているが、本章は、高齢者が参加しや


すい社会活動とはどのようなものなのか、社会活動団体の形態や機能、社会参加のきっか


けに着目して考察することを目的とする。 
 高齢者の社会参加には、2 つの側面がある。１つは社会貢献としての社会が利益を受け


る側面である。わが国の人口高齢化は、団塊の世代が高齢者の仲間入りをする 2010 年ご


ろから、さらに進むことが予想され、その影響の１つに社会の負担の増大が挙げられてい


る（直井・2008）。この様な状況の中、高齢者は積極的な社会参加で、社会に貢献するこ


とが求められるようになってきた（前田・2003）。高齢者がこれまで培ってきた能力をボ


ランティアとして社会に向かって発揮することは、人口高齢化の影響を緩和する効果をも


たらし、さらには社会の利益となる。また、制度としては個々人に対応しきれない行政に


代わって、制度の枠にはまらないボランティアとしてなされる支援活動も、社会がボラン


ティア活動に求めることの 1 つであろう。実際においても、日常生活に影響のある 65 歳


以上の高齢者の割合は、高齢者人口 1000 人当たり約 250 人（内閣府・2006）で、高齢者


の 7 割以上は日常生活に影響のない身体状態にあり、社会活動を行い得る。したがって、


高齢者は、社会活動の担い手としての役割がますます期待されるだろう。 
社会参加のもう一つの側面は、活動を行う高齢者本人への効果である。生産活動から退


いた高齢者は社会との繋がりが希薄になりがちだが、社会参加は高齢者と社会をつなぐ手


段でもある。高齢者がその能力を発揮できる場を持つことも生活に充実感や生きがいをも


たらしたりする。さらに近年広まりつつある、アクティブ・エイジングの考え方をまさに


実践するものであろう。本調査においても、生活の満足度と社会参加の関係について、弱


い相関関係が認められている（カテゴリカル回帰分析①：β＝0.174、1％水準で統計的に


有意であった）。 
このようにさまざまな効果が期待される社会参加であるが、社会参加を促進するために


は、参加しやすい環境整備が必要である。社会参加のしやすさへ影響を与えると考えられ


るものに、社会活動団体の形態と機能、参加へのきっかけがある。社会参加はたいていの


場合、どこかの活動団体に所属して行われる。したがって、所属団体の影響を受けること


になる。その団体が参加高齢者にとって、居心地の悪い団体であれば、団体に入る高齢者


は少なくなり、また退団する高齢者も増えるだろう。その結果社会参加は進まないことに


なる。このように社会参加は所属する団体の影響を少なからず受けると考えられる。また、


社会参加は活動団体の側にのみ影響を受けるのではなく、参加者本人の社会参加に対する


態度や社会参加をするに至ったきっかけも社会参加のしやすさに影響があると思われる。


したがってその実態を知ることは、参加しやすい環境整備に役立つだろう。さらに、社会


参加を行うに際しては、活動団体についての情報入手が欠かせない。その情報入手の仕方


                                                  
① 変数に、数値尺度や順序尺度、名義尺度を使うことができる。順序尺度や名義尺度のカテゴ


リカルデータを数量化することによって、重相関係数等を導き出す。 
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も社会参加のしやすさへ影響を与えると考えられる。高齢者がいくら意欲を持っていたと


しても、情報が手に入らなければ社会参加にはつながらないからである。したがって、情


報入手の方法の実態を知ることも、社会参加のしやすい方策を考える上では欠かせない。 
本章では、このような観点から社会活動団体の形態や機能、社会参加のきっかけに着目


して分析を行う。 
 


Ⅲ．社会参加しやすい社会活動団体の形態 


本調査においては、高齢者の 64.8％が現在社会参加を行っており、35.2％が不参加とい


う結果であった。これら高齢者の社会参加の有無に着目して、高齢者が社会参加をしやす


い団体の形態とはどのような形態かを探る。最初に、現在社会参加している高齢者はどの


ような形態の団体に所属しているか、その傾向を明かにする。次に、現在参加していない


高齢者はどのような形態の団体に関心を持っているのか、その傾向を明らかにする。最後


に、現在社会参加している高齢者と不参加高齢者それぞれのグループの参加傾向あるいは


関心傾向を比較し、その齟齬を考察する。 
 
１．社会参加高齢者における所属団体の形態 


 社会参加についての質問は、「定期的に参加している」「ときどき参加している」「以前


に参加したことがある」「参加していない」である。これを現在参加しているかどうかの


基準で、「定期的に参加している」と「ときどき参加している」を「現在参加群」とし、「以


前に参加したことがある」と「参加していない」を「不参加群」として分類した。この分


類に従って「現在参加群」は、どのような形態の団体に所属しているかをみていく。 
 所属団体の形態についての質問カテゴリーは、「町内会・自治会」「老人クラブ」「市町


村の学習教室など」「公営施設・機関のボランティア団体」「民営施設・機関のボランテ


ィア団体」「ＮＰＯ法人」「当事者団体」「行政関連の役割」である。「現在参加群」全


体の順位をみると（図表１）、「町内会・自治会」が最も多く 35.9％、次いで「老人クラブ」


が 21.4％で多かった（複数回答）。この２つの団体形態で全体の 5 割以上を占めており、


第 3 位と大きな差をあけていた。この順位の傾向について、「県庁所在地」及び「市区（県


庁所在地以外）」、「町村郡」の３つの地域別でみたところ（図表２）、これら地域別で順位


の傾向に違いはなく（χ2検定、χ2＝9.191、df＝14、p＞0.05）、全体の順位と同様に「町


内会・自治会」と「老人クラブ」で 5 割以上を占めていた。 
次に「性別」による違いがあるかをみたところ、男女ともに「町内会・自治会」と「老


人クラブ」が 5 割以上を占めていた。しかし、第 3 位以下の順位が異なっており、性差が


認められた（χ2検定、χ2＝29.493、df＝7、p＜0.01）。男女それぞれの特徴を、残差分析


で調べたところ、図表１及び図表２でわかるように、男性は女性よりもより多く「当事者


団体」に、女性は男性よりもより多く「市町村の学習教室など」及び「公営施設・機関の


ボランティア団体」に参加していた。 
さらに、男女それぞれのグループ内での団体形態の順位傾向をみると、その順位には有 
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       図表１ 高齢者の社会参加団体の男女別形態（表） 


 


 町 内
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会など 


 


老 人 ク


ラブ 


公 営 施 設


等 の ボ ラ


ンティア 


 


当 事 者


団体 


市 町 村


の 学 習


教 室 な


ど 


民営施設


等のボラ


ンティア


行 政 関


連 の 役


割 


Ｎ Ｐ


Ｏ 法


人 


 


合計 


男 


（％） 


601 


(36.7) 


358 


(21.9) 


148 


(9.0) 


161 


(9.8)


118 


(7.2)


121 


(7.4)


92 


(5.6) 


37 


(2.3) 


1636 


(100.0)


 女 


（％） 


113 


(32.2) 


68 


(19.4) 


47 


(13.4) 


18 


(5.1) 


47 


(13.4) 


31 


(8.8) 


18 


(5.1) 


9 


(2.6) 


351 


(100.0)


 


回 


 


答 


 


数 
全体 


（％） 


   714 


(35.9) 


  426 


(21.4) 


  195 


(9.8) 


  179 


(9.0) 


  165 


(8.3) 


  152 


(7.6) 


  110 


(5.5) 


  46 


(2.3) 


 1987 


(100.0)


注：男性は 898 人、女性は 187、合計 1085 人。 


 
 
 


         図表２ 高齢者の社会参加団体の地域別形態 


 


    % 
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     図表３ 高齢者の社会参加団体の男女別形態（グラフ） 


 
意差があり、偶然に出現したのではなく相当の必然性が見られた（コクランＱ検定②、男


性：Q＝1429.512、df＝7、p＜0.01、女性： Q＝228.769、df＝7、p＜0.01）。 
 その順位の必然性について、マクネマー検定③による多重比較（ライアン法④）を行った


ところ、男性では、1 位の「町内会・自治会」と 2 位の「老人クラブ」は相当に必然的な


順位であるが、3 位から 6 位までの「当事者団体」と「公営施設・機関のボランティア団


体」、「民営施設・機関のボランティア団体」、「市町村の学習教室など」の間には順位


の必然性がなかった。7 位の「行政関連の役割」はやや必然的であり、8 位の「ＮＰＯ法


人」は相当な程度必然的であった。順位を整理すると、 
 


第１位「町内会・自治会」 
第２位「老人クラブ」 
第３位「当事者団体」、「公営施設・機関のボランティア団体」、「民営施設・機関


のボランティア団体」、「市町村の学習教室など」 
第７位「行政関連の役割」 
第８位「ＮＰＯ法人」 


                                                  
② 名義尺度における比率差を調べるための検定。対応がある 3 条件以上の比率比較を行う場合


に用いられる。 
③ 名義尺度における比率差を調べるための検定。対応がある 2 条件間の比率比較を行う場


合に用いられる。 
④ 2 カテゴリー間で比率比較を行っていく際、そのステップ数に応じて、それぞれのステ


ップ段階の有意水準を直接変化させて多重比較を行っていく方法。 
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となった。女性の団体形態の順位傾向につても同様にみてみると、 
 
  第１位「町内会・自治会」 
 第２位「老人クラブ」、「公営施設・機関のボランティア団体」、「市町村の学習教


室など」 
 第５位「民営施設・機関のボランティア団体」、「当事者団体」 
 第７位「行政関連の役割」「ＮＰＯ法人」 


 
となった。 


以上から、参加団体の形態順位の傾向は男女とも「町内会・自治会」への参加が多く、


「老人クラブ」への参加はやや多い、また、「ＮＰＯ法人」への参加はやや少ないことが


うかがわれる。「当事者団体」においては性差が見られ、女性よりも男性の方が参加が多


いが、男性群内では特別に参加が多いというわけではない。また「市町村の学習教室など」


でも性差がみられ、男性よりも女性の方が参加が多いが、女性群内では特別に参加率が高


いというわけではない。 
 


２．不参加高齢者における団体の形態別関心度 


高齢者の社会参加「不参加群」が関心を示す団体形態は、男性及び全体では「現在参加


群」と同様に「町内会・自治会」と「老人クラブ」が多く、５割以上であった。女性群で


はそれと異なる結果がでて、「市町村の学習教室など」の関心が一番高く、「市町村の学 
 
        図表４ 不参加高齢者が関心をもつ団体形態（表） 
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ボ ラ ン


ティア 


民 営 施


設 等 の


ボ ラ ン


ティア 


 


行 政 関


連 の 役


割 


 


 


当 事 者


団体 


 


Ｎ Ｐ


Ｏ 法


人 


 


 


合計 


男


(％) 


194 


(35.9) 


107 


(19.8) 


67 


(12.4)


51 


(9.4) 


39 


(7.2) 


28 


(5.2) 


31 


(5.7) 


23 


(4.3) 


 540 


(100.0)


女


(％) 


38 


(24.8) 


33 


(21.6) 


42 


(27.5) 


19 


(12.4) 


12 


(7.8) 


7 


(4.6) 


0 


(0.0) 


2 


(1.3) 


153 


(100.0)


 


回 


 


答 


 


数 
全体


(％) 


   232 


(33.5) 


  140 


(20.2) 


  109 


(15.7)


  70 


(10.1) 


  51 


(7.4) 


  35 


(5.1) 


  31 


(4.5) 


  25 


(3.6) 


  693 


(100.0)


注：男性 354 人、女性 109 人、合計 463 人。 
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図表５ 不参加高齢者が関心をもつ団体形態（グラフ） 


   % 


 
習教室など」と「町内会・自治会」が全体の５割以上を占めた（図表４）。性別による順


位傾向の違いについて「現在参加群」と同様にχ2 検定をおこなったところ、有意差があ


り、相当の程度で性差が認められた（χ2＝24.744、df＝6、p＜0.01⑤）。男性と女性では


団体形態についての関心の傾向が異なるのである。その特徴は、男性は女性に比べ「町内


会・自治会」及び「当事者団体」が多い傾向にあり、女性は男性に比べ「市町村の学習教


室など」が多い傾向にあった（図表５）。特に女性の「市町村の学習教室など」への関心


の高さが顕著である（調整済み残差値＝4.5）。 
 「現在参加群」と同様、男女それぞれのグループ内での団体形態の順位には有意差があ


り、相当の必然性が見られた（コクランＱ検定、男性：Q＝400.097、df＝7、p＜0.01、女


性： Q＝112.635、df＝7、p＜0.01）。その順位の必然性について、マクネマー検定によ


る多重比較を行ったところ、男性では、 
 


第１位「町内会・自治会」 
第２位「老人クラブ」 
第３位「市町村の学習教室など」、「公営施設・機関のボランティア団体」、「民営


施設・機関のボランティア団体」 
第６位「当事者団体」「行政関連の役割」「ＮＰＯ法人」 
 


となった。女性の団体形態の順位傾向につても同様にみてみると、 


                                                  
⑤ 「当事者団体」における女性の回答数が「0」のため、これを除いて検定を行った。 
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  第１位「市町村の学習教室など」、「町内会・自治会」、「老人クラブ」 
 第４位「公営施設・機関のボランティア団体」、「民営施設・機関のボランティア団


体」「行政関連の役割」 
  第７位「ＮＰＯ法人」「当事者団体」 
 
となった。 
 これらから、男女とも「町内会・自治会」及び「老人クラブ」への関心は高いが、女性


では「市町村の学習教室など」への関心も高い、男女とも「ＮＰＯ法人」や「当事者団体」


への関心は低い、といえるだろう。また、関心ある団体の運営主体の性質を公的な主体と


私的な主体に分類した場合、「町内会・自治会」、「老人クラブ」はその中間となるが、女


性は公的な性質の運営主体の団体への関心が高いことがうかがえる。 
 
３．参加団体と関心のあり団体における形態の比較 


 これまで「現在参加群」及び「不参加群」における男女別の団体形態の順位傾向をみて


きた。ここでは、男女別に「現在参加群」が所属している団体形態と「不参加群」が関心


をもっている団体形態についてみていく。 
最初に、男性群における「現在参加群」と「不参加群」について団体形態の傾向に違い


があるかどうかをみたところ（図表６）、団体形態の傾向に違いみられた（χ2検定、χ2


＝27.612、df＝7、p＜0.01）。それぞれの特徴を残差分析でみると、「現在参加群」は「不


参加群」に比べ「当事者団体」が多く、「不参加群」では「市町村の学習教室など」及び


「ＮＰＯ法人」に多い傾向があった。特に「市町村の学習教室など」は、順位上、実際の


参加率と不参加高齢者の関心度はともに第３位であるが、実際の参加率と不参加高齢者の


関心度に大きな齟齬があり（調整済み残差＝3.8）、この分野での潜在的社会参加は多いと


見込まれる。 
 次に、実際の参加率と不参加高齢者の関心度に齟齬がみられた「ＮＰＯ法人」について


みると、参加率も関心度もともに低いものの、実際の参加率よりも関心度の方が高く、「Ｎ


ＰＯ法人」への潜在的な参加希望者がいると思われる。「当事者団体」は「ＮＰＯ法人」


とは逆に参加率が高く関心度が低かった。これは「当事者団体」の性質によるものと思わ


れる。すなわち、当事者団体とは、例えば障害者団体等、何か困難なことを抱えている本


人がそれを解決するための１つの手段として形成されるものであるが、その困難なことに


直面するまでは、あまり問題意識を持っていなくても不思議ではない。そのため、現在社


会参加していない高齢者の関心度が低いのかもしれない。 
 次に、女性群における参加率と不参加群高齢者の関心度についてみていく（図表７）。


団体形態の傾向に違いがあるかどうかについてχ2乗検定を行ったところ、団体形態の傾向


に違いが見られた（χ2＝14.561、df＝6、p＜0.05⑥）。それぞれの特徴について、男性群


と同様に残差分析をおこなったところ、参加率は不参加群高齢者の関心度に比べ「町内


                                                  
⑥ 「当事者団体」における女性の回答数が「0」のため、これを除いて検定を行った。 
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会・自治会」が多く（調整済み残差＝2.0）、不参加群高齢者の関心度は参加率に比べ「市町


村の学習教室など」が多い（調整済み残差＝3.5）という結果が得られた。 
 
 


図表 ６ 男性における参加度と関心度 


   % 


 
図表７ 女性における参加度と関心度 


    ％ 
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「町内会・自治会」は女性において傾向に違いがみられるだけでなく、順位についても


異なっている。不参加高齢者の関心度が第３位、実際の参加順位で第１位である。しかも、


実際の参加においては突出しての第１である。それに比べ関心度は「市町村の学習教室な


ど」及び「老人クラブ」と並列した１位である。これは、参加率と関心度はともに高いも


のの、高さの程度に齟齬があることが示唆され、「町内会・自治会」への関心が薄れてき


ているのではないかと思われる。 
 以上から男女別団体形態について考察すると、①現在参加している団体については、男


女とも「町内会・自治会」への参加率は高く、「老人クラブ」への参加率はやや高い傾向


にあり、「ＮＰＯ法人」への参加率はやや低い傾向にある、②男性は「当事者団体」や「Ｎ


ＰＯ法人」など創造的な団体にも関心があるが、女性は「市町村の学習教室など」や「公


営施設・機関のボランティア団体」など運営主体の顔の見える団体に関心がある、③「市


町村の学習教室など」は男女とも関心があり、この分野への参加増大が望める、④参加率


が高い「町内会・自治会」について、女性群での関心度は減少傾向にあるのではないかと


推測される、とまとめることができる。しかし「町内会・自治会」については依然参加率


及び関心度が高い。また、もっとも身近な社会参加のできる団体であるため、活動内容等


を参加者の希望に対応させることによって、この形態での一層の参加促進が望めると思わ


れる。 
 


Ⅳ．社会参加しやすい団体の機能１ ― 活動内容の分析 ― 


前節では高齢者における参加団体の形態及び不参加高齢者が関心をもつ団体形態につ


いてみた。本節では、それぞれの団体形態における活動内容をみる。 
 


１．活動内容の概観 


(1)  現在参加高齢者の活動内容 


活動内容についての質問カテゴリーは、「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活


動」「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」「自然保護や環境保全の


活動」「障害者・老人の手助け・ファミリーサポートなどの社会活動」「行政の委員、民


生委員、保護司、人権擁護委員等の活動」「児童や青少年活動の世話役としての活動」「国


際交流に関する活動」「その他」「興味・関心のあるものがない」である。これら質問は


社会参加している高齢者に対して問うているため、カテゴリー「興味・関心のあるものが


ない」を除外して全体の順位をみると、「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」


が最も多く、２位が「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」であった


（図表８、図表９）。この「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」と「趣味・


スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」で全体の５割以上を占めており、３位


の「自然保護や環境保全の活動」と大きな差をあけていた。「県庁所在地」及び「市区（県


庁所在地以外）」、「町村郡」の３つの地域別での活動内容をχ2検定でみたところ、それぞ 
 







11 
 


れの地域は同様の順位傾向を示していた（χ2＝9.072、df＝14、p＞0.05⑦）。 
次に「性別」による参加団体の活動内容の順位傾向に違いがあるかをみたところ、男性


女性ともに「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」と「趣味・スポーツや学習


グループのリーダーとしての活動」が 5 割以上を占めていた。しかし、第 3 位以下の順位


が異なっており、性差が認められた（χ2検定、χ2＝42.014、df＝7、p＜0.01⑧）。それぞ


れの特徴を残差分析で調べたところ、「障害者・老人の手助け・ファミリーサポートなど


の社会活動」で、女性の方が男性に比べてより顕著に多く、「自然保護や環境保全の活動」


ではその逆で、男性が女性により多い傾向がみられた。 
 
 
       図表８ 社会参加高齢者における活動内容（表） 


 
活    動    内     容  


性別 地域の 


生活環境 


趣味等のリ


ーダー 


自然保護 


や環境保全


障害者老 


人の手助け


行政の 


委員 


児童等の


世話役 


国 際 交


流 


 


その他 


 
合計 


男性 
(％) 
(％) 


  528 


(30.1) 


(58.7) 


411 


(23.4) 


(45.7) 


230 


(13.1)


(25.6)


175 


(10.0) 


(19.5) 


162 


( 9.2)


(18.0)


127 


( 7.2)


(14.1)


13 


(0.7)


(1.4)


111 


( 6.3) 


(12.3) 


1757 


(100.0) 


(195 .3) 


女性 
(％) 
(％) 


115 


(32.6) 


(62.5 ) 


77 


(21.8) 


(41.8 ) 


31 


( 8.8) 


(16.8)


68 
(19.2)


(37.0)


22 
( 6.2)


(12.0)


26 


( 7.4)


(14.1)


6 
( 1.7)


( 3.3)


8 
( 2.3) 
( 4.3) 


353 
(100.0) 


(191.8) 


合計 
(％) 
(％) 


643 
(30.5) 
(59.4) 


488 
(23.1 ) 
(45.1) 


261 
(12.4 ) 


(24.1) 


243 
(11.5 )


(22.4 )


184 
( 8.7)


(17.0)


153 
  (7.3) 
(14.1) 


19 
(0 .9)


(1.8) 


119 
(5.6) 


(11.0) 


2110 
(100.0) 


(194.9) 


注 1 性別欄の上段は度数、中断は回答数の％、下段は回答者数の％。 


注 2 男性の回答者数は 899 人、女性の回答者数は 184 人、合計 1083 人。 


 
 
男女それぞれのグループ内での活動内容の順位には有意差があり、相当の必然性が見ら


れた（コクランＱ検定：男性：Q＝1167.052、df＝7、p＜0.01、女性： Q＝298.558、df
＝7、p＜0.01）。その順位の必然性について、マクネマー検定・ライアン法による多重比


較を行ったところ、男性では、 
 
 


                                                  
⑦ 「県庁所在地」及び「町村郡」における「国際交流」の期待値が５未満のため、「国際交流」


を除外してχ2検定を行ったが、同様の結果であった。 
⑧ 「女性」における「国際交流」の期待値が５未満のため、「国際交流」を除外してχ2検定を行っ


たが、同様の結果であった。 
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       図表９ 社会参加高齢者における活動内容（グラフ） 
    % 


  
 


第１位「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」 
第２位「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」 
第３位「自然保護や環境保全の活動」 
第４位「障害者・老人の手助け・ファミリーサポートなどの社会活動」、「行政の委


員、民生委員、保護司、人権擁護委員等の活動」 
第６位「児童や青少年活動の世話役としての活動」、「その他」 
第８位「国際交流に関する活動」 


 
となった。女性の活動内容の順位傾向につても同様にみてみると、 
  
  第１位「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」 
  第２位「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」 


第３位「障害者・老人の手助け・ファミリーサポートなどの社会活動」 
  第４位「自然保護や環境保全の活動」、「児童や青少年活動の世話役としての活動」、


「行政の委員、民生委員、保護司、人権擁護委員等の活動」 
  第７位「その他」 


第８位「国際交流に関する活動」 
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となった。男女とも「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」及び「趣味・スポ


ーツや学習グループのリーダーとしての活動」が多く、「国際交流に関する活動」は極端


に少なかった。 
 
(2) 不参加高齢者における活動内容別関心度 


高齢者の社会参加「不参加群」が関心を示す活動内容は、男性群及び全体では「地域の


生活環境を守ったりイベントなどの活動」が最も多く、２位が「自然保護や環境保全の活


動」３位「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」であった（図表10、
図表11）。女性群では１位は同じものの２位と３位が異なり、２位は「障害者・老人の手


助け・ファミリーサポートなどの社会活動」、３位は「自然保護や環境保全の活動」であ


った。この男女別の傾向の違いはχ2検定でも確かめられた（χ2＝32.588、df＝8、p＜0.01⑨）。


それぞれの傾向の特徴を残差分析でみてみると、最も大きな違いが見られたのが「障害


者・老人の手助け・ファミリーサポートなどの社会活動」で、男性に比べ女性の関心の高


さが顕著だった（調整済み残差値＝4.2）。その他に「自然保護や環境保全の活動」及び「趣


味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」、「行政の委員、民生委員、保護


司、人権擁護委員等の活動」でも違いが見られ、これは女性に比べ男性が多かった。 
 
 
    図表 10 不参加高齢者における関心のある活動内容（表） 


 
活    動    内     容  


性別 地域の 


生活環境 


自然保護 


や環境保全 


趣味等の


リ－ダー 


障害者・老


人の手助け


行政の


委員 


児童等の


世話役 


国際


交流


その他 興味・関


心なし 


 
合計 


男性 
(％) 
(％) 


 128 


(21.7) 


(32.2) 


120 


(20.3) 


(30.2) 


91 


(15.4) 


(22.9) 


47 


(8.0) 


(11.8) 


53 


(9.0)


(13.3)


34


( 5.8)


( 8.5)


  9 


(0.7)


(2.3)


21 


(3.6) 


(5.3) 


 88 


(14.9) 


(22.1) 


 591 


(100.0)


(148 .6)


女性 
(％) 
(％) 


40 


(23.1) 


(31.3 ) 


22 


(12.7) 


(17.2 ) 


16 


( 9.2) 


(12.5) 


33 


(19.1) 


(25.8) 


6 
( 3.5)


( 4.7)


9 


(5.2)


( 7.0)


3 


(1.7)


(2.3)


10 


(5.8) 


(7.8) 


  34 


(19.7) 


(26.6) 


173 


(100.0)


(135.2)


合計 
(％) 
(％) 


168 


(22.0) 
(31.9) 


142 
(18.6 ) 
(27.0) 


107 
(14.0 ) 


(20.3) 


80 
(10.5) 
(15.2) 


59 


( 7.7 )


(11.2 )


43 
( 5.6) 
( 8.2) 


12 
(1. 6)


(2.3)


31 


(4.1) 
(5.9) 


122 


(16.0) 


(23.2) 


764 


(100.0)


(142.2)


注 1 性別欄の上段は度数、中断は回答数の％、下段は回答者数の％。 


注 2 男性の回答者数は 398 人、女性の回答者数は 126 人、合計 524 人。 


 


                                                  
⑨ 「国際交流」と「女性」の期待値が５未満のため「国際交流」を除外してχ2検定を行って


も同様の結果が得られた。 
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図表 11 不参加高齢者における関心のある活動内容（グラフ） 


 ％ 


 
男女それぞれのグループ内での関心ある活動内容の順位には有意差があり、相当の必然


性が見られた（コクランＱ検定、男性：Q＝252.292、df＝８、p＜0.01、女性： Q＝84.889、
df＝８、p＜0.01）。この順位の必然性について、マクネマー検定・ライアン法による多重


比較を行ったところ、男性では、 
 


第１位「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」、「自然保護や環境保全の 
   活動」、「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」、「興味・


関心のあるものがない」 
第５位「行政の委員、民生委員、保護司、人権擁護委員等の活動」、「障害者・老人の


手助け・ファミリーサポートなどの社会活動」、「児童や青少年活動の世話役


としての活動」 
第８位「国際交流に関する活動」 


 
となった。女性の団体形態の順位傾向につても同様にみてみると、 
  
  第１位「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」、「興味・関心のあるもの


がない」、「障害者・老人の手助け・ファミリーサポートなどの社会活動」、「自


然保護や環境保全の活動」 
 第５位「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」、「児童や青少年


活動の世話役としての活動」、「行政の委員、民生委員、保護司、人権擁護委員


等の活動」、「国際交流に関する活動」 
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となった。男女とも「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」への関心が高い一


方で「興味・関心のあるものがない」も高かった。また女性では「障害者・老人の手助け・


ファミリーサポートなどの社会活動」への関心も高く、福祉的な活動への関心が高いとい


えるだろう。 
 「参加なし群」における「興味・関心のあるものがない」は、男性で14.9％、女性で19.7％
である。この「興味・関心のあるものがない」高齢者の生きがいを調べると、男性では「趣


味」が最も多く17.8％、２位が「自分自身の健康づくり」と「ひとりで気ままにすごすこ


と」で各15.6％、この上位３つで約５割を占めていた（質問「活動内容」は複数回答のた


め、「興味・関心のあるものがない」のみを選択した高齢者を抽出して質問「生きがい」


（複数回答）で回答されているカテゴリーをみた）。女性では「子ども・孫・親などの家


族・家庭」が最も多く19.4％、２位が男性と同様「自分自身の健康づくり」と「ひとりで


気ままにすごすこと」で各13.4％、この上位３つで約45％を占めていた。この「ひとりで


気ままにすごすこと」は、「参加なし群」における「生きがい」では、男女ともに６位（男


性7.1%、女性7.4%）である。他者との交流よりも一人を好む傾向がより出現している「興


味・関心のあるものがない」高齢者は、他者との交流が必然的に生じる社会参加を期待で


きない可能性が高い。 
 
(3) 実際に行われている活動内容と「参加なし群」が関心を持つ活動内容の比較 


 これまで、社会参加で実際に行われている活動内容及び不参加高齢者が関心を持ってい


る活動内容をみてきた。ここでは実際に行われている活動内容及び不参加高齢者が関心を


持っている活動内容は、男女それぞれでどのような相違があるかをみていく。 
 最初に、男性が実際に行っている活動内容と不参加高齢者が興味・関心を持っている活


動内容の順位傾向について、違いがあるかをχ2 乗検定によってみてみた。その結果、違


いがみられた（χ2＝45.553、df＝７、p＜0.01：ただし、参加なし高齢者の「国際交流」


の期待値は 4.9（6.3％）である）。最も大きな相違がみられたのは「自然保護や環境保全


の活動」（調整済み残差＝5.9）で、実際の参加率よりも不参加高齢者の興味・関心度の方


が顕著に高かった。その他、「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」及び「趣


味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」は、不参加高齢者の関心度よりも


実際の参加の方が多かった（調整済み残差＝2.0、2.5）。現在、地球温暖化が叫ばれ、それ


が原因の 1 つかもしれないと思われる異常気象が次々起こっているが、そのような気象現


象が自然についての問題意識を高め、「自然保護や環境保全の活動」への参加意欲を高め


ているかもしれない。この分野の活動には、潜在的な参加希望者が存在しそうである。ま


た、「国際交流に関する活動」は、実際の参加よりも不参加高齢者の関心度の方が高かっ


た（調整済み残差＝2.1）。国際化が進み、外国人留学生や労働者の受け入れが拡大してい


る昨今、この分野での外国人支援の必要性も高まるため、ボランティア支援するための高


齢者の能力が生かせる社会参加の場の開発が望まれる。 
次に、女性が実際に行っている活動内容と不参加高齢者が興味・関心を持っている活動


内容の傾向について、違いがあるかをχ2 検定によってみてみたところ、違いがみられた
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（χ2＝19.115、df＝７、p＜0.01：ただし、参加なし高齢者の「国際交流」の期待値は 2.5
（6.3％）である）。それぞれの傾向の特徴をみると、「趣味・スポーツや学習グループのリー


ダーとしての活動」で、不参加高齢者の興味・関心度よりも実際の参加の方が多い傾向がみら


れた（調整済み残差＝2.6）。また、「自然保護や環境保全の活動」は、男性群と同様、実際の


参加率よりも不参加高齢者の興味・関心度の方が高い傾向がみられた（調整済み残差＝2.3）。
この分野の活動では、女性群においても潜在的な参加希望者が存在しそうである。 
実際に行われている活動内容と不参加高齢者が興味・関心を持っている活動との比較を通し


て、これからは一層の多様化した価値観に基づいた活動内容が求められていると思われる。「現


在参加群」が行っている活動内容では、「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」や


「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」が群を抜いて多い。しかし、不参


加高齢者の興味・関心では、「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」や「趣味・ス


ポーツや学習グループのリーダーとしての活動」は上位を占めるが、それは必ずしも 1 位や 2
位の地位が確定しているわけではない。その他の「自然保護や環境保全の活動」や「障害者・


老人の手助け・ファミリーサポートなどの社会活動」と並列しての１位である。このことから、


皆が同じことを行うのではなく、それぞれが自分の関心に応じて活動を行うことができる活動


内容の多様性が求められているように思われる。 
 
２．活動が行われる団体形態 


 現在、それぞれの活動はどのような活動団体の形態で行われているのか、その関係性を


知ることは社会参加しやすい環境を整備するために重要なことである。「現在参加群」を


対象に、男女で上位を占めた「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」及び「趣


味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」、「自然保護や環境保全の活動」、「障


害者・老人の手助け・ファミリーサポートなどの社会活動」について、活動が行われてい


る場をみる（図表 12）。 
 最初に「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」が行われる団体の形態をみる。


ただし、この活動内容を問う質問は複数回答のため、「地域の生活環境を守ったりイベン


トなどの活動」の１つのみを選択した高齢者を抽出して、彼らがどのような団体に所属し


ているのかを調べた。その結果、「町内会・自治会など」が最も多く、男性では 57.9％、


女性では 46.9％の高齢者がここで活動していた。続く活動の場は「老人クラブ」であり、


「町内会・自治会など」と「老人クラブ」を合わせると約８割を占めていた。 
 次に「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」が行われる団体の形態


をみる。これについても複数回答のため、「趣味・スポーツや学習グループのリーダーと


しての活動」の１つのみを選択した高齢者を抽出して、彼らがどのような団体に所属して


いるのかを調べた。その結果、男性では 32.9％の高齢者が「老人クラブ」で活動しており、


これが最も多かった。次いで「町内会・自治会など」が２位で 27.4％の高齢者が活動して


いた。女性では「町内会・自治会など」と「老人クラブ」が同率で 25.0％の高齢者が活躍


していた。 
 次に「自然保護や環境保全の活動」をみる。これについても複数回答のため、「自然保
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護や環境保全の活動」の１つのみを選択した高齢者を抽出して、彼らがどのような団体に


所属しているのかを調べた。その結果、男性では 28.6％が「町内会・自治会など」を活動


の場としており、次いで「老人クラブ」「公営施設・機関のボランティア団体」を活動の


場としていた（22.9％ずつ）。女性は２人のみの回答であったが、１人ずつ（50.0％ずつ）


が「町内会・自治会など」と「当事者団体」で活躍していた。 
最後に「障害者・老人の手助け・ファミリーサポートなどの社会活動」をみる。これについ 


 
図表 12 活動が行われている団体の形態 
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ても複数回答のため「障害者・老人の手助け・ファミリーサポートなどの社会活動」の１


つのみを選択した高齢者を抽出して、彼らがどのような団体に所属しているのかを調べた。


その結果、男性では「町内会・自治会など」は 26.8％で最も多く、次いで多いのが「公営


施設・機関のボランティア団体」と「民営施設・機関のボランティア団体」で 22.0％ずつ


だった。女性では、「町内会・自治会など」及び「老人クラブ」、「民営施設・機関のボラ


ンティア団体」が同率でそれぞれ 25.0％ずつを占めていた。 
 これらの結果からそれぞれの活動はどのような形態の団体で行われているかを概観す


ると、活動の内容に応じた形態があることがわかる。たとえば、地域の活動では「町内会・


自治会など」の地域に根差した団体で行われていることが多いし、障害者や高齢者へのサ


ポートは「町内会・自治会など」など地域の他に、実際に障害者や高齢者が多く存在する


と思われる施設や機関で行われていることがうかがえる。また趣味などの娯楽のリーダー


は「老人クラブ」や、特に女性で「市町村の学習教室など」が多い。自然の保護活動では


「公営施設・機関のボランティア団体」が多かったが、これは公営機関が、その業務に関


連する活動を行うためのボランティアを組織しているのではないかと推察される。意外だ


ったのは、趣味などの娯楽のリーダーに「当事者団体」が「町内会・自治会など」「老人


クラブ」に次いで多かったことである。「当事者団体」は何らかの困難を抱えている本人


たちが集まって何らかの活動をする団体であることから、筆者は困難を解決するための活


動を行っていると考えていた。しかし、よく考えてみると、家族の介護など困難が続く状


況にあるからこそ、リフレッシュするためにも趣味などの娯楽が必要なのかもしれない。 
 その一方で、「町内会・自治会など」「老人クラブ」はどの活動でも上位であり、多彩な


活動を行っていることがわかる。これら団体の性質を考えると、多彩な活動を行い得る柔


軟性があり、創造性の高い団体である。またこれらは非常に身近な存在である。特に町内


会や自治会は歩いて行ける距離にあるため参加しやすい環境が整っている。これら町内


会・自治会や老人クラブは更に多くの社会参加が望める可能性を持っていると思われる。 
 以上から、①現在の社会参加の活動内容は、「地域の生活環境を守ったりイベントなど


の活動」や「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」が極めて多いが、


今後は個人それぞれの関心に応ずべく、活動の多様性が求められる、②高齢者は概ね既存


の団体での社会参加を行っており、ボランティア団体を一から作り上げるよりも既存の機


関に付随した団体への参加がなされやすい、③社会活動団体では、町内会・自治会や老人


クラブへの一層の参加が望める、といえるだろう。 
 


Ⅴ．社会参加しやすい団体の機能 ２ 


 ― 社会参加の理由と活動して良かったこと ― 


社会参加で行われるボランティア活動は、その活動が社会へ貢献する活動となり、非常


に尊い行動である。一方で参加する側に目を転じると、活動を強いられているのではなく、


自発的に行っているのである。ここでは、社会参加のどのような機能が自発性を促すのか
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について、参加理由と参加して得られたものの分析を通して考察する。 
 
１ 社会参加の理由 


(1)  現在参加高齢者における参加理由 


参加理由についての質問カテゴリーは、「地域や社会に貢献したい」「友人や仲間を増


やしたい」「生活に張りあいを持たせたい」「社会貢献をするのは人として当然と思った」


「自分の知識や経験を活かしたい」「以前に地域や社会にお世話になった」「社会や関心


事への見聞を広げたい」「身近な人に誘われて断れなかった」「将来に備えて」「その他」


「わからない」である（複数回答）。これら質問は社会参加している高齢者に対して参加


理由を問うているため、カテゴリー「わからない」を除外して全体の順位をみた。その結


果、「地域や社会に貢献したい」が最も多く約 20％、次いで「友人や仲間を増やしたい」


が多く約 18％だった。「県庁所在地」及び「市区（県庁所在地以外）」、「町村郡」の３つの


地域別での順位傾向をχ2 検定でみたところ、それぞれの地域は同様の順位傾向を示して


いた（χ2＝8.068、df＝18、p＞0.05⑩）。 
次に「性別」による参加理由の順位傾向に違いがあるかをχ2検定でみたところ、性差 


 
 
        図表 13 参加高齢者の男女別参加理由 


    ％ 


 


                                                  
⑩ 「町村郡」における「その他」の期待値が５未満のため、「その他」を除外してχ2検定を行


ったが、同様の結果であった。 
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が認められた（χ2＝39.205、df＝9、p＜0.01⑪）。男女ともに「地域や社会に貢献したい」


と「友人や仲間を増やしたい」が約４割を占めているが（図表 13）、男性は女性より、「お


返し」がより多く（調整済み残差＝3.6）、女性は男性より、「断れなかった」及び「将来


に備えて」、「経験の活用」がより多い傾向にあった（調整済み残差＝3.0、2.4、2.0）。 
これら理由を誰のために社会参加したいかという視点で分類すると、他者への支援の


「地域や社会に貢献したい」と「社会貢献をするのは人として当然と思った」で 34.0％、


自分の生活にも役立たせたいという思いの「友人や仲間を増やしたい」と「生活に張りあ


いを持たせたい」で 31.4％となっており、両者は拮抗している。社会参加はもちろん社会


や他者へ貢献する活動ではあるが、自分への利益還元も期待されている活動であるという


側面が明らかになった。 
 
(2) 不参加高齢者における参加理由 


 現在、社会参加していない高齢者に対して、もし社会参加するとしたらどのようなこと


が理由となるかを、参加高齢者と同じ質問カテゴリーで尋ねた（複数回答、図表 14）。そ


の結果、「友人や仲間を増やしたい」が最も多く約 20％、次いで「生活に張りあいを持た


せたい」が多く約 19％であった。この順位傾向も性別による参加理由の傾向に違いが認め


られた（χ2 検定、χ2＝18.731、df＝8、p＜0.05：ただし「女性」における「将来に備え


て」の期待値は 4.5(5.6%)であった）。それぞれの特徴をみると、男女とも「地域や社会に 
 


図表 14 不参加高齢者の男女別参加理由 


    ％ 


 
                                                  
⑪ 「女性」における「その他」の期待値が５未満のため、「その他」を除外してχ2検定を行っ


たが、同様の結果であった。 
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貢献したい」及び「友人や仲間を増やしたい」が上位を占め、これらを合わせると約４割


を占めるが、女性は男性より、より「生活に張りあいを持たせたい」と思っている傾向が


うかがえた（調整済み残差＝2.2）。 
 
(3) 参加理由の比較 


 現在参加高齢者と不参加高齢者の参加理由について、比較を行うことで不参加高齢者が


社会参加に求めていることが浮かび上がると考え、男女別に比較を行った。それぞれの参


加理由は図表 15、図表 16 の通りである。男性群において、参加理由の順位をχ2 検定で


みたところ、この傾向に違いが認められた（χ2＝53.356、df＝9、p＜0.05）。現在参加高 
 
 


図表 15 男性群における参加理由 


    ％ 


 


齢者と不参加高齢者でともに「地域や社会に貢献したい」及び「友人や仲間を増やしたい」


が上位を占めるが、「人として当然」「断れなかった」「お返し」で、現在参加高齢者が


不参加高齢者に比べ多い傾向にあり（調整済み残差＝3.6、3.4、2.5）、不参加高齢者では


「張り合いを持たせたい」と「経験の活用」が参加高齢者に比べ多い傾向にあった（調整


済み残差＝4.3、3.0）。女性群でもχ2 検定で違いが認められた（χ2＝17.594、df＝9、p
＜0.05）。「人として当然」で、現在参加高齢者が不参加高齢者に比べ多い傾向にあり（調


整済み残差＝2.0）、不参加高齢者では「張り合いを持たせたい」が参加高齢者に比べ多い


傾向にあった（調整済み残差＝3.1）。 
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図表 16 女性群における参加理由 


    ％ 


 


 これら理由を誰のために社会参加したいかという視点で分類すると、現在参加高齢者は


概ね人の役に立ちたいという理由と自分の生活にも役立たせたいという思いが拮抗して


いるが、不参加高齢者では自分の生活にも役立たせたいという思いの方が強いことがうか


がえる。 
 
(4) 参加理由と活動内容 


 それぞれの参加理由を持っている現在参加高齢者は、それぞれの理由別にどのような活


動を行っているか、理由の上位を占めた「地域や社会に貢献したい」及び「友人や仲間を


増やしたい」について、以下で考察する。 
 
① 「地域や社会に貢献したい」という理由の活動内容 


 現在社会参加している高齢者で「地域や社会に貢献したい」という理由を持っている高


齢者の活動内容は、図表 17 で示した通りである。なお、この参加理由を問う質問は複数


回答のため、「地域や社会に貢献したい」の１つのみを選択した高齢者を抽出して、彼ら


がどのような活動を行っているかを調べた。その結果、男女とも「地域の生活環境を守っ


たりイベントなどの活動」が最も多かった。自分の目的に合った活動内容を行っていると


いえるだろう。次に多かったのが男性で「行政の委員、民生委員、保護司、人権擁護委員


等の活動」、女性で「障害者・老人の手助け・ファミリーサポートなどの社会活動」であ


った。女性のデータ数が少ないため一概に言うことはできないが、「障害者・老人の手助


け・ファミリーサポートなどの社会活動」で女性が男性よりも多かったことから、実際的・
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具体的な支援を行っているのはそれらの経験がより豊富と思われる女性なのかもしれな


い。 
以上の結果から、高齢者は社会参加を行う理由に応じて活動内容を選択していることがうか


がえる。 
 


図表 17 「地域や社会に貢献したい」高齢者の活動内容 


活    動    内     容  
性別 地域の 


生活環境 


趣味などの


リーダー 


行政の 


委員 


自然保護 


や環境保全 


児 童 等 の


世話役 


障害者老人


の手助け 


 


その他 


 
合計 


男性 
(％) 
(％) 


   20 


(36.4) 


(50.0) 


8 


(14.5) 


(20.0) 


9 


(16.4) 


(22.5) 


8 


(14.5) 


(20.0) 


6 


( 10.9)


(15.0) 


2 


( 3.6) 


( 5.0) 


2 


( 3.6) 


( 5.0) 


55 


(100.0)


(137.5)


女性 
(％) 
(％) 


6 


(46.2) 


(75.0 ) 


2 


(15.4) 


(25.0 ) 


1 


( 7.7) 


(12.5) 


1 
( 7.7) 


(12.5) 


0 
( 0.0) 


(0.0) 


3 


(23.1) 


(37.5) 


0 
( 0.0) 


( 0.0) 


13 


(100.0)


(162.5)


合計 
(％) 
(％) 


26 


(38.2) 


(54.2) 


10 
(14.7 ) 


(20.8) 


10 


(14.7 ) 


(20.8) 


9 
(13.2 ) 


(18.8 ) 


6 
(8.8) 


(12.5) 


5 


  (7.4) 


(10.4) 


2 
(2.9) 


(4.2) 


68 
(100.0)


(141.7)


注 1 性別欄の上段は度数、中断は回答数の％、下段は回答者数の％。 


注 2 男性の回答者数は 40 人、女性の回答者数は 8 人、合計 48 人。 


 
図表 18 「友人や仲間を増やしたい」高齢者の活動内容 


活    動    内     容  
性別 趣味などのリ


ーダー 


地域の 


生活環境 


障害者老人の


手助け 


自然保護 


や環境保全 


児童や青少


年育成 


 


その他 


 
合計 


男性 
(％) 
(％) 


    14 


(56.0) 


(60.9) 


6 


(24.0) 


(26.1) 


   2 
( 8.0) 


(8.7)) 


1 


( 4.0) 


( 4.3) 


0 


( 0.0) 


( 0.0) 


2 


( 8.0) 


( 8.7) 


25 


(100.0)


(108.7)


女性 
(％) 
(％) 


0 
( 0.0) 


( 0.0) 


1 


(25.0) 


(25.0 ) 


  2 
(50.0) 


(50.0) 


0 
( 0.0) 


( 0.0) 


1 


(25.0) 


(25.0 ) 


0 
( 0.0) 


( 0.0) 


4 
(100.0)


(162.5)


合計 
(％) 
(％) 


 14 
(48.3) 


(51.9) 


7 


(24.1) 


(25.9) 


  4 
(13.8) 


(14.8) 


1 
( 3.4 ) 


( 3.7 ) 


1 
( 3.4 ) 


( 3.7 ) 


2 


  ( 6.9) 


( 7.4) 


29 
(100.0)


(107.4)


注 1 性別欄の上段は度数、中断は回答数の％、下段は回答者数の％。 


注 2 男性の回答者数は 23 人、女性の回答者数は 4 人、全体 27 人。 
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② 「友人や仲間を増やしたい」という理由の活動内容 


 現在社会参加している高齢者で「友人や仲間を増やしたい」という理由を持っている高


齢者の活動内容は、図表 18 で示した通りである。これについても複数回答のため、「友人


や仲間を増やしたい」の１つのみを選択した高齢者を抽出して、彼らがどのような活動を


行っているかを調べた。その結果、全体で「趣味・スポーツや学習グループのリーダーと


しての活動」が最も多く、約５割を占めていた。友人や仲間を増やすには趣味や娯楽にか


かわる社会参加が効率的だと思われているようである。 
 
２．社会参加を通して得られたもの 


(1)  現在参加高齢者における「参加して良かったこと」 


社会参加を通して得られたものについての質問カテゴリーは、「友人や仲間を増やした


り交流を深められる」「人の役に立っているとの実感」「自分の健康にプラス」「生活に


張りあいができる」「社会や関心事への見聞を広げられる」「自分の知識や経験を活かせ


る」「多少とも収入を得られる」「その他」である。現在社会参加をしている高齢者を対


象に、どの様なことが良かったと認識されているのか、その回答をみると、「友人や仲間


を増やしたり交流を深められる」が最も多く 22.6％、次いで多いのが「人の役に立ってい


るとの実感」で 20.3％であった（図表 19、図表 20）。「友人や仲間を増やしたり交流を


深められる」が多い理由は、他者や社会とのかかわりを大切に考えているのではないかと


いうことが推察される。高齢者は仕事を退職すると、これまで築いた仕事中心の人間関係


を失うことに直面する。その人間関係の減少を補うために新たな人間関係を作る必要を感


じていることが、「友人や仲間を増やしたり交流を深められる」を重要視させているので


はないだろうか。それを確認するために、「友人や仲間を増やしたり交流を深められる」


のみを選択した社会参加している高齢者を抽出して、彼らの就業の有無比率を全体の就業


の有無比率と比較してみた。その結果、「友人や仲間を増やしたり交流を深められる」の


みを選択した社会参加している高齢者では、就業している高齢者が有意に少なかった（χ


2検定：χ2＝3.906、df＝1、p＜0.05）。 
なお、地域別での順位の傾向及びを男女別の順位傾向についてχ2 検定でみたところ、


有意差は認めらなかった（地域別：χ2＝10.747、df＝14、p＞0.05⑫、男女別：χ2＝5.468、
df＝7、p＞0.05⑬）。 


 
 
 
 
 


                                                  
⑫ 「その他」における「県庁所在地」と「町村郡」の期待値が５未満のため、「その他」を除


外してχ2検定を行ったが、同様の結果であった。 
⑬ 「女性」における「その他」の期待値が５未満のため、「その他」を除外してχ2検定を行っ


たが、同様の結果であった。 
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図表 19 社会参加高齢者における参加して良かったこと（表） 


 
        良  か  っ  た  こ  と  


回答数 友人の増


加など 


人の役に立


っている 


健康にプ


ラス 


生活に張り


合いできる


社 会 等 へ


の見聞 


経 験 を 生


かせる 


収入の 


増加 


 


その他 


 
合計 


総計 
(％) 
(％) 


  811 


(22.6) 


(72.9) 


728 


(20.3) 


(65.5) 


566 


(15.8) 


(50.9) 


535 


(14.9) 


(48.1) 


441 


( 12.3) 


(39.7) 


433 


( 12.1)


(38.9)


62 


(1.7) 


(5.6) 


13 


( 0.4) 


( 1.2) 


3589


(100.0)


(322 .8)


注１ 上段は度数、中断は回答数の％、下段は回答者数の％。 


注２ 回答者数は 1112 人。 


 
 
 
       図表 20 社会参加高齢者における参加して良かったこと（グラフ） 


 
 
(2) 社会参加で得られたものと活動内容 


高齢者が社会参加をする場合、人の役に立ちたいという思いと自分の生活にも役立たせ


たいという思いがあること、そして実際にも参加者本人にも得るものがあることが確認で


きた。では、これら得られるものの内容は活動内容とどのような関係があるだろうか。以


下で分析する。 
 最初に、社会参加して良かったことで最も多かった「友人や仲間を増やしたり交流を深


められる」という結果が得られる活動内容は何かを見る。この質問は複数回答のため「友
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人や仲間を増やしたり交流を深められる」のみを選択した参加高齢者を抽出し、その順位


の必然性についてコクランＱ検定を行った。その結果は、順位に有意差があり、必然的な


差が認められた（Ｑ＝52.920、df＝7、p＜0.01）。現在社会参加高齢者が対象のため、「そ


の他」及び「関心なし」を除外してマクネマー検定によるライアン法で多重比較を行った


ところ、活動内容の順位は、 
 


第１位「地域の生活環境」、「趣味・スポーツ」 
第３位「自然保護や環境保全」、「障害者・老人の手助け」、「行政の委員」 
第６位「児童や青少年」 


   （「国際交流」は回答がゼロ） 
 


となった。２番目に多かった「人の役に立っているとの実感」という結果が得られる活動


内容について、同じ方法で見てみたところ、有意差があり、順位に必然的な差が認められ


た（コクランＱ検定、Ｑ＝74.667、df＝7、p＜0.01）。多重比較についても同様に行った


ところ、 
 


  第１位「地域の生活環境」 
第２位「趣味・スポーツ」、「障害者・老人の手助け」、「自然保護や環境保全」、


「行政の委員」 
第６位「児童や青少年」 


（「国際交流」は回答がゼロ） 
 


という順位となった。日常生活に直接的な効果をもたらす「自分の健康にプラス」及び「生


活に張りあいができる」という結果が得られる活動内容についても、同じ方法でみてみた


ところ、有意差が認められ、順位に必然的な差が認められた（コクランＱ検定、Ｑ＝11.503、


df＝7、p＜0.05）。多重比較についても同様に行ったところ、 
 


  第１位「地域の生活環境」、「趣味・スポーツ」、「自然保護や環境保全」 
第４位、「行政の委員」、「児童や青少年」、「国際交流」 
（「障害者・老人の手助け」は回答がゼロ） 


 
という順位となった。個人の内面の充実が得られる「社会や関心事への見聞を広げられる」


及び「自分の知識や経験を活かせる」という結果が得られる活動内容についても、同じ方


法でみてみたところ、有意差は認められず、順位に必然的な差は認められなかった（コク


ランＱ検定、Ｑ＝96.020、df＝7、p＞0.01）。したがって、「地域の生活環境」及び「障


害者・老人の手助け」、「趣味・スポーツ」、「児童や青少年」、「行政の委員」、「自


然保護や環境保全」は特に順位があるわけではない（「国際交流」はゼロ回答）、という


ことがいえるだろう。 
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 以上から、社会参加を通して得られるものは、必ずしも活動内容の影響を受けていると


はいえない。言い換えれば、多くの参加高齢者が良かったこととして挙げている「友人や


仲間を増やしたり交流を深められる」や「人の役に立っているとの実感」は、どのような


活動内容であっても得られる可能性がある。したがって、社会参加をしやすくするために


は、これら充実感や人間関係についての満足感が得られやいように活動団体内の環境整備


をすることが求められていると思われる。 
 
３ 社会参加を行う理由と社会参加を通して得られたもの 


 社会参加を行う理由の約４割を占める「地域や社会に貢献したい」及び「友人や仲間を


増やしたい」は、そのまま社会参加をして得られたもの「友人や仲間を増やしたり交流を


深められる」及び「人の役に立っているとの実感」（両者を合計すると約４割）へと関連


している。この両者は高齢者が社会参加をする上で非常に重視している要素であると思わ


れる。参加理由は、たとえば「友人や仲間を増やしたい」、「趣味・スポーツや学習グル


ープのリーダーとしての活動」が多いなど、参加理由に応じて活動内容が選択されるよう


な関連性があることが推察されるが、参加を通して得られるものと活動内容は必ずしも連


動していない。活動内容にかかわらず、多くの高齢者が得ているものである。社会参加が


しやすい活動団体として、社会や他者への貢献だけではなく高齢者本人の精神的充実感や


人間関係の満足感を満たせるような機能を持つことが必要だと思われる。 
 


Ⅵ．社会参加へのきっかけ 


 これまで、社会参加活動団体に焦点を当て、団体の形態と機能をみてきた。しかし、社


会参加を促す要件は団体の性質だけではない。参加する個人の状態や団体と個人をつなぐ


ものも社会参加に影響を与える要素である。ここでは高齢者と団体をつなぐきっかけにつ


いて、どのようなきっかけが有効なのかをみていく。 
 
１ 個人に内在する積極度 


 社会参加を決意するとき、個人はどの程度の積極性をもって参加を決めるのであろうか。


社会参加経験を持つ高齢者を対象⑭に、参加のきっかけとなった直接的な行為を分析した。 
 
(1) きっかけとなった直接的行為 


 社会参加へのきっかけとなった直接的な行為についての質問カテゴリーは、「ボランテ


ィア等の社会参加を始める気持ちになれば参加したい」「既に所属している組織や団体か


らの新たな参加の誘い」「家族、学生時代や元会社の同僚である友人からの誘い」「町内


会など地域のつながりからの誘い」「社会福祉協議会など団体からの誘い」「地域活動や 
 
                                                  
⑭ 社会参加の有無を問う質問で、「定期的に参加している」「ときどき参加している」「以前に


参加したことがある」と回答した高齢者を抽出した。 







28 
 


図表 21  社会参加を促す直接的行為 


回  答    


き  っ  か  け 回答数  ％ 


回答者数の


割合（％）


町内会など地域のつながりからの誘い 904 26.9 69.6 


既に所属している組織や団体からの新たな参加の誘い 467 13.9 36.0 


地域活動やボランティアからの誘い 388 11.5 29.9 


社会参加の大切さを認識して 313 9.3 24.1 


ボランティア等の社会参加を始める気持ちになれば参


加したい 


309 9.2 23.8 


社会福祉協議会など団体からの誘い 289 8.6 22.2 


家族、学生時代や元会社の同僚である友人からの誘い 268 8.0 20.6 


自治体（行政）の広報等から情報を入手して 210 6.2 16.2 


地域活動やボランティアに関する情報を入手して 122 3.6 9.4 


マスメディア等の情報から社会参加の意義等に共感し


て 


37 1.1 2.8 


その他 31 0.9 2.4 


わからない 27 0.8 2.1 


合計 3365 100.0 259.0 


注：回答者数は1299人。 
 
ボランティアからの誘い」「地域活動やボランティアに関する情報を入手して」「自治体


（行政）の広報等から情報を入手して」「マスメディア等の情報から社会参加の意義等に


共感して」「社会参加の大切さを認識して」「その他」「わからない」である（複数回答）。


どのようなきっかけが多いのか、その回答をみると、「町内会など地域のつながりからの


誘い」が最も多く、約 27％を占めていた。次いで多かったのが「既に所属している組織や


団体からの新たな参加の誘い」で約 13％だった（図表 21）。 


 なお、地域別及び性別での順位傾向をχ2検定でみたところ、それぞれの地域は同様の順


位傾向を示していた（地域別：χ2＝19.212、df＝22、p＞0.05⑮、性別：χ2＝14.593、df
＝11、p＜0.01⑯）。 


 
                                                  
⑮ 「町村郡」における「マスメディア等の情報から社会参加の意義等に共感して」及び「その


他」、「わからない」の３セル(8.3%)は期待値が５未満だった。 
⑯ 「女性」における「わからない」の１セル(4.2%)の期待値が５未満だった。 
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(2) 積極性と社会参加 


 社会参加を決意させる直接的な行為についての質問カテゴリーを、個人の積極性に焦点


をあて、「積極的態度」及び「受動的態度」、「抽象的な意欲段階」の３段階に分類する。


「積極的態度」とは、高齢者自らが社会活動団体を探したり活動団体に働きかけたりする


能動的な態度である。「受動的態度」とは、他者からの誘いを受けて社会参加を決意する


受動的な態度である。「抽象的な意欲段階」とは、社会参加に何らかの意義は感じている


ものの、まだ参加を決意するまでには至っていない段階で、この精神状態は「積極的態度」


に発展したり他者からの誘いがあったりすれば参加を決意する可能性がある。このような


基準で、「その他」及び「わからない」を除外して質問カテゴリーを分類すると、 
 
  「積極的態度」＝「地域活動やボランティアに関する情報を入手して」、「自治体（行


政）の広報等から情報を入手して」 
「受動的態度」＝「既に所属している組織や団体からの新たな参加の誘い」、「家族、


学生時代や元会社の同僚である友人からの誘い」、「町内会など地


域のつながりからの誘い」、「社会福祉協議会など団体からの誘い」、


「地域活動やボランティアからの誘い」 
「抽象的な意欲段階」＝「ボランティア等の社会参加を始める気持ちになれば参加し


たい」、「マスメディア等の情報から社会参加の意義等に共


感して」、「社会参加の大切さを認識して」 
 
となる。分析にあたっては、社会参加を決意させる直接的な行為についての質問が複数回


答のため、積極性についての３つの態度を再編して「積極的態度のみ」「受動的態度のみ」


「抽象的な意欲段階のみ」「積極的態度のみ」＋「抽象的な意欲段階のみ」「受動的態度


のみ」＋「抽象的な意欲段階のみ」「積極的態度のみ」＋「受動的態度のみ」「積極的態


度のみ」＋「受動的態度のみ」＋「抽象的な意欲段階態度のみ」の７つの態度の単数回答


とした。 
 この分類での回答をみると、「受動的態度のみ」が際立って多く、この態度だけで約 44％
を占めている（図表 22、図表 23）。さらに、社会参加への抽象的な意欲が高まっている


段階と参加への誘いが合わさった「受動的態度のみ」＋「抽象的な意欲段階のみ」を合算


すると約 70％となり、社会参加へのきっかけは非常に多くの場合、タイミングのよい他者


からの働きかけであることが推察される。この結果は非常に示唆的であり、社会参加を促


進する有効な方法は、一人一人への手間をかけた誘いかけであるといえるだろう。 
 


(3) 積極性への影響要素 


 個人が社会参加を決める時、個人の精神的態度の１つである積極性の影響は大きい。こ


の精神的態度は、個人に内在する特性による影響があるのではないかと考え、積極性に着


目して、積極性と個人の属性の「世帯構成」及び「居住年数」、「学歴」、「年齢層」と 
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図表 22 社会参加に対する積極度（表） 


 


回  答  者  


態     度 回答数 ％ 


受動的態度のみ 707 43.8 


受動的態度と抽象的意欲 441 27.3 


積極的態度と受動的態度 164 10.1 


積極的態度と受動的態度と抽象的意欲 155 9.6 


抽象的意欲のみ 102 6.3 


積極的態度のみ 24 1.5 


積極的態度と抽象的意欲 23 1.4 


合計 1616 100.0 


 
 
 


 
図表 23 社会参加に対する積極度（グラフ） 


   ％ 
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の関係を探る。なお「居住地」及び「性別」については、カテゴリー再編前の詳細なきっ


かけカテゴリーでの順位傾向に差が認められなかったので、ここでは行わない。 
 最初に、各世帯構成で精神的態度の順位傾向に差があるかをχ2検定によって調べた。「世


帯構成」は「ひとり暮らし」「自分たち夫婦だけ」「自分たち夫婦（または自分）と未婚


の子」「自分たち夫婦（または自分）と子ども夫婦（ほかに孫や未婚の子がいる場合）」


「自分たち夫婦（または自分）と親（ほかに子や孫がいる場合を含む）」「その他」であ


る。検定の結果、15 セル (35.7%)の期待値が５未満だった。検定結果が不正確になるの


を防ぐため、世帯構成の「その他」と「自分たち夫婦（または自分）と親等」を、態度の


「積極的のみ」と「積極的と抽象的意欲」を合算して再度χ2 検定を行った。その結果、


世帯構成による個人の精神的態度の順位傾向の違いは認められなかった（χ2＝12.139、
df＝20、p＞0.05：ただし 4 セル (13.3%) は期待度数が 5 未満）。このことから、「世帯


構成」は個人の精神的態度に影響を与えるとはいえない。 
 次に、各居住年数で精神的態度の順位傾向に差があるかをχ2検定によって調べた。「居


住年数」は、「5年未満」の回答数が少ないため「5年以上10年未満」を合算した「10年未


満」「10年以上20年未満」「20年以上30年未満」「30年以上」の５カテゴリーである。


また期待値が５未満のセルを減らすため、態度における「積極的態度のみ」及び「抽象的


意欲のみ」「積極的態度のみと抽象的意欲のみ」を合算した。検定の結果、居住年数によ


る個人の精神的態度の順位傾向の違いは認められなかった（χ2＝7.302、df＝11、p＞0.05：
ただし、4 セル (20.0%) は期待度数が 5 未満）。このことから、「居住年数」について


も個人の精神的態度に影響を与えるとはいえない。 


 次に、各学歴で精神的態度の順位傾向に差があるかをχ2検定によって調べた。「学歴」


は、「小学校・高等小学校・新制中学校」「旧制中学・旧制高等女学校・旧制実業学校・


新制高等学校」「旧制高等学校・高等師範学校・新制短大」「旧制専門学校・大学・大学


院」「専門学校・専修学校」「その他」である。検定の結果、18 セル (42.9%) の期待値


が５未満だったため、学歴の「専門学校・専修学校」と「その他」及び態度の「積極的の


み」と「積極的と抽象的意欲」を合算して再度χ2検定を行った。その結果、学歴による個


人の精神的態度の順位傾向の違いは認められなかった（χ2＝28.477、df＝20、p＞0.05 ：


ただし6 セル (20.0%)は期待値が５未満）。このことから、学歴も個人の精神的態度に影


響を与えるとはいえない。 


 最後に、各年齢層で精神的態度の順位傾向に差があるかをχ2検定によって調べた。「年


齢層」は、「60歳代以下」「70歳代」「80歳代以上」である。期待値が５未満のセルを減


らすため、態度における「積極的態度のみ」及び「積極的態度のみと抽象的意欲のみ」を


合算した。検定の結果、年齢層による個人の精神的態度の順位傾向の違いは認められなか


った（χ2＝15.566、df＝10、p＞0.05 ：ただし1 セル (5.6%) は期待度数が 5 未満）。


このことから、年齢層も個人の精神的態度に影響を与えるとはいえない。 
 以上、積極性と個人の属性の関係の有無をみてきたが、関係は認められなかった。すな
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わち、属性にかかわらず、多くの人にとってはタイミングのよい他者からの個別的な働き


かけが社会参加を促す非常に有効な手段だといえるだろう。 
 


２．知識型情報源 


個人が社会参加をする際、社会活動団体と個人をつなぐきっかけの１つに活動内容や社


会活動団体についての情報の入手がある。この情報源には紙媒体やメディア映像などの知


識に働きかけるものと参加体験を通して体感に働きかけるものに大別できる。ここでは個


人と社会活動団体をつなぐきっかけとして、どのような知識型情報源が有効なのかをみて


いく。 
 知識型情報源についての質問カテゴリーは、「新聞」「テレビ」「ラジオ」「インター


ネット」「携帯電話」「友人・仲間」「配偶者・家族」「近隣の人々」「回覧板や町内会・


自治会の広報誌」「地方自治体の広報誌」「社会福祉協議会の広報誌」「会社のＯＢ会か


らの連絡」「地元のタウン誌」「マリオン、サンケイリビング等」「役場や社会福祉会館


等のチラシや掲示板」「その他」である。社会参加経験のある高齢者を対象に、これらの


情報源のどれを利用したかを複数回答で尋ねた。全体的な結果は、突出して多いものはな


く、ばらついていた。最も多かったのが「友人・仲間」で 17.7％、次いで多かったのが「回


覧板や町内会・自治会の広報誌」で 15.6％だった（図表 24、図表 25）。 
 情報の提供方法やその有効性は地域により差があることが考えられるため、地域別での


順位傾向に違いがあるかをχ2 検定でみたところ、違いが認められた（χ2＝63.302、df＝
30、p＜0.01⑰）。それぞれの特徴をみると、「県庁所在地」では、「ラジオ」と「新聞」、


「テレビ」、「マリオン等」が他の地域より多い傾向があり（調整済み残差＝3.7、2.9、
2.7、2.5）、「市区（県庁所在地以外）」では、「社会福祉協議会の広報誌」が多く（調整


済み残差＝2.0）、「ラジオ」が少ない傾向（調整済み残差＝－3.2）にあった。 
居住地別のそれぞれの順位の必然性について、コクランＱ検定を行ったところ、順位に


必然的な差が認められた（県庁所在地：Ｑ＝1115.317、df＝15、p＜0.01、市区：Ｑ＝3401.484、
df＝15、p＜0.01、町村郡：Ｑ＝434.097、df＝15、p＜0.01）。参加経験がある高齢者が


対象のため、「その他」を除外してマクネマー検定によるライアン法で多重比較を行った


ところ、「県庁所在地」の知識型情報源の順位は、 
 


第１位「友人・仲間」、「回覧板や町内会・自治会の広報誌」、「新聞」 
第４位「地方自治体の広報誌」、「テレビ」、「近隣の人々」 


第７位「配偶者・家族」、「社会福祉協議会の広報誌」、「役場や社会福祉会館等のチラ


シや掲示板」、「ラジオ」、「会社のＯＢ会からの連絡」、「インターネット」


「地元のタウン誌」 


第 14 位「携帯電話」 


     （「マリオン、サンケイリビング等」は回答がゼロ） 
                                                  
⑰ ただし情報源における「マリオン等」とそれぞれの地域及び地域別における「携帯電話」と


「その他」の５セル（10.4%）の期待値は５未満であった。 
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図表 24  居住地別知識型情報源（表） 


 


      居住地  


知識型情報源  


県庁所在地 
市区（県庁所在 


地以外） 
 


町  村  郡 


 
合  計 


友人・仲間 191  (16.1) ( 62.4) 597  (18.0) ( 69.3) 76  (20.5) ( 76.8) 864  (17.7) (68.2)


回覧板や町内会・自


治会の広報誌 


184  (15.5) ( 60.1) 518  (15.6) (60.2) 59 (15.9) ( 59.6) 761 (15.6) (60.1)


新聞 163  13.8) ( 53.3) 364 (11.0) ( 42.3) 31  (8.4)  ( 31.3) 558  (11.4) (44.1)


地方自治体の広報誌 117  (9.9) ( 38.2) 390  (11.7) ( 45.3) 38  (10.2) ( 38.4) 545  (11.2) (43.0)


近隣の人々 107  (9.0) ( 35.0) 353 (10.6) ( 41.0) 43  (11.6) ( 43.4) 503 (10.3) (39.7)


テレビ 116  (9.8) ( 37.9) 247  (7.4) ( 28.7) 25  (6.7) ( 25.3) 388  (8.0) (30.6)


社会福祉協議会の広


報誌 


54  (4.6) ( 17.6) 210  (6.3) ( 24.4) 22  (5.9) ( 22.2) 286  (5.9) (22.6)


配偶者・家族 56  (4.7) ( 18.3) 151  (4.5) ( 17.5) 16  (4.3) ( 16.2) 223  (4.6) (17.6)


役場や社会福祉会館


等のチラシや掲示板 


49  (4.1) ( 16.0) 138  (4.2) ( 16.0) 22  (5.9) ( 22.2) 209  (4.3) (16.5)


会社のＯＢ会からの


連絡 


31  (2.6) ( 10.1) 90  (2.7) ( 10.5) 13  (3.5) ( 13.1) 134  (2.7) ( 10.6)


地元のタウン誌 24  (2.0)  ( 7.8) 98  (3.0) ( 11.4) 8   (2.2)  (8.1) 130  (2.2) (10.3)


ラジオ 47  (4.0) ( 15.4) 67   (2.0) ( 7.8) 8  (2.2)  ( 8.1) 122  (2.5) ( 9.6)


インターネット 27   (2.3) ( 8.8) 57  (1.7) ( 6.6) 3  (0.8)  ( 3.0) 87 (1.8) ( 6.9)


携帯電話 12   (1.0) ( 3.9) 26  (0.8) ( 3.0) 3  (0.8)  ( 3.0) 41  (0.8) (3.2)


マリオン、サンケイ


リビング等 


2   (0.0) ( 0.7) 0  (0.0) ( 0.0) 0  (0.0)  ( 0.0) 2  (0.0) (0.2)


その他 5   (0.4) ( 1.6) 16  (0.5) ( 1.9) 4  (1.1) ( 4.0) 25  (0.5) (2.0)


合計 1185 (100.0) (387.1) 3322 (100.0)(385.9) 371 (100.0)(374.7) 4878 (100.0)(385.2)


注1 前列は度数、中列は回答数の％、後列は回答者数の％。 


注2 県庁所在地は306人、市区（県庁所在地以外）は861人、町村郡は99人、合計1266人。 
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図表25   居住地別知識型情報源（グラフ） 


   % 


 


 


となった。「市区（県庁所在地以外）」では、 
 


第１位「友人・仲間」 


第２位「回覧板や町内会・自治会の広報誌」 


第３位「地方自治体の広報誌」、「新聞」、「近隣の人々」 


第６位「テレビ」、「社会福祉協議会の広報誌」 


第８位「配偶者・家族」、「役場や社会福祉会館等のチラシや掲示板」 


第１０位「地元のタウン誌」、「会社のＯＢ会からの連絡」、「ラジオ」 


第１３位「インターネット」 


第１４位「携帯電話」 


第１５位「マリオン、サンケイリビング等」 


 


となった。「町村郡」での順位は 
 


第１位「友人・仲間」、「回覧板や町内会・自治会の広報誌」 
第３位「近隣の人々」、「地方自治体の広報誌」、「新聞」、「テレビ」、「社会福


祉協議会の広報誌」、「役場や社会福祉会館等のチラシや掲示板」 
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第９位「配偶者・家族」、「会社のＯＢ会からの連絡」、「ラジオ」、「地元のタウ


ン誌」、「インターネット」、「携帯電話」、 
   （「マリオン、サンケイリビング等」は回答がゼロ） 
 


となった。 
 居住地ごとの情報源は、どの居住地でも「友人や仲間」、そして「回覧板や町内会・自


治会の広報誌」が最も多かった。このことから、これらが最も有効な情報源であるといえ


るだろう。友人や仲間及び近隣の人々から得られる情報、いわゆる口コミの重要性が浮か


び上がったのであるが、これを利用するには社会活動団体の活動内容や居心地の良さを充


実させることが有力な方策の１つだと思われる。友人など顔の見える身近な人の評価を通


した情報であるからこそ、社会活動団体への興味が生まれたり、信頼が持てたりするので


はないだろうか。「回覧板や町内会・自治会の広報誌」での呼びかけが上位にあるのは、


身近なところで、しかも個人の生活にかかわるような活動であり、呼びかけの主体者の顔


がみえる、自ら積極的に働きかけなくても受動的に情報が入手できるということなどが理


由と考えられる。呼びかけの主体者が信用できることや受動的に情報が入手できる点につ


いては、「地方自治体の広報誌」や「新聞」もその要件を満たしており、これらは紙媒体


の情報源としては「回覧板や町内会・自治会の広報誌」に次いで上位にある。 
 社会参加を促す有力な知識型情報源の特性をまとめると、①身近な人からの情報である


こと、②活動内容が、本人の生活に関係していること、③情報の発信者が信頼できること、


④情報の入手が受動的な態度でできること、といえるだろう。 
 


３．参加型情報源 


 個人と社会活動団体をつなぐきっかけとしての情報源を、筆者は知識に働きかける知識


型情報源と体感に働きかける参加型情報源に分けた。ここでは、どのような参加型情報源


が有効なのかをみていく。 
参加型情報源についての質問カテゴリーは、「ボランティア団体やＮＰＯの合同交流会」


「ボランティア団体やＮＰＯの体験イベント」「ボランティア団体やＮＰＯのホームペー


ジ」「ボランティア等に関するセミナー等」「その他」である。社会参加経験のある高齢


者を対象に、これらの情報源のどれを利用したかを複数回答で尋ねた。全体的な結果は、


突出して多いものはなかったが、「ボランティア団体やＮＰＯのホームページ」が極端に


少なかった。最も多かったのが「ボランティア等に関するセミナー等」で 35.1％、次いで


多かったのが「ボランティア団体やＮＰＯの体験イベント」で約 31.6％だった。質問内で


のばらつきは少なかったが、知識型情報源と参加型情報源を合計した中での参加型情報源


が占める割合は、25％と少なかった。 
 参加型情報源の順位傾向について、「居住地」及び「性別」で違いがあるかをχ2検定で


みたところ、性別のみで違いが認められた（χ2＝15.967、df＝4、p＜0.05）。それぞれの


グループの特徴をみると、「ボランティア団体やＮＰＯのホームページ」において、男性


が女性よりも多く活用しているという特徴がみられた（調整済み残差＝2.9）。ただ、順位 
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図表 26  男女別参加型情報源（表） 


 


参  加  型  情  報  源   
 
性別 


ボランティア


等に関するセ


ミナー等 


ボランティア団


体やＮＰＯの体


験イベント 


ボランティア


団体やＮＰＯ


の合同交流会 


ボランティア団


体やＮＰＯのホ


ームページ 


その他 
 


 


合計 


男性 
（％） 
（％） 


463 


(35.1) 


(55.6) 


416 


(31.6) 


(50.0%) 


310 


(23.5) 


(37.3) 


65 


(4.9) 


(7.8) 


64 


(4.9) 


(7.7) 


1318 


(100.0) 


(158.4) 
女性 
（％） 
（％） 


108 


(38.6) 


(58.7) 


92 


(32.9) 


(50.0) 


73 


(26.1) 


(39.7)  


4 


(1.4) 


(2.2) 


3 


(1.1) 


(1.6) 


280 


(100.0) 


(152.2) 
合計 
（％） 
（％） 


571 
(35.7) 
(56.2) 


508 


(31.8) 


(50.0) 


383 
(24.0) 
(37.7) 


69 


(4.3) 


(6.8) 


67 


(4.2) 


(6.6) 


1598 


(100.0) 


(157.3) 
注 1 性別欄の上段は度数、中断は回答数の％、下段は回答者数の％。 


注 2 男性の回答者数は 832 人、女性の回答者数は 184 人、全体 1016 人。 


 
 
 
 


図表 27  男女別参加型情報源（グラフ） 
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については男女とも全体の順位と同じで、「ボランティア等に関するセミナー等」が最も


多かった。男女別参加型情報源は図表 26 及び図表 27 の通りである。 
男女それぞそれのグループ内での順位の必然性について、コクランＱ検定を行ったとこ


ろ、有意差があり、順位に必然的な差が認められた（男性：Ｑ＝714.603、df＝4、p＜0.01、
女性：Ｑ＝222.773、df＝4、p＜0.01）。参加経験がある高齢者が対象のため、「その他」


を除外してマクネマー検定によるライアン法で多重比較を行ったところ、男性の参加型情


報源の順位は、 
 


第１位「ボランティア等に関するセミナー等」、「ボランティア団体やＮＰＯの体験


イベント」 
第３位「ボランティア団体やＮＰＯの合同交流会」 
第４位「ボランティア団体やＮＰＯのホームページ」 


 


となった。女性も 
 


第１位「ボランティア等に関するセミナー等」、「ボランティア団体やＮＰＯの体験


イベント」 
第３位「ボランティア団体やＮＰＯの合同交流会」 
第４位「ボランティア団体やＮＰＯのホームページ」 


 


となり、順位は同様であった。ただし、女性では「ボランティア団体やＮＰＯの体験イベ


ント」と「ボランティア団体やＮＰＯの合同交流会」間の統計的な有意差はなかった。 
 「ボランティア等に関するセミナー等」と「ボランティア団体やＮＰＯの体験イベント」


は同程度に利用が多かったと言えるが、この情報源と他の２つの情報源の違いを考察する


と、学習的要素や知識などの習得するものがあるかどうかの違いだと思われる。参加型の


場合はもともと社会参加に積極的な意欲があるだろう、とも思われるが、もし学習的な要


素を求めてイベントに参加するのであれば、イベント参加が直接に社会参加へ結びつかな


い場合もあると思われる。イベント参加を社会参加へとつなぐには、一層の工夫が必要だ


ろう。 
 


４．社会参加への有効なきっかけ 


 ここでは、社会参加を促進する要素として、個人の態度及び社会参加についての情報源


についてみてきた。そこで明らかになったことを総括すると、①自ら進んで社会参加をす


るという積極性は非常に低く、身近な友人などからの誘いが社会参加を促進する有効な方


法である、②情報は本人の働きかけがなくても入手できる配布的な提供方法が好まれる、


③活動内容が本人の生活に関係している、④活動は社会や他者に貢献するだけでなく、本


人にとっても得るものがある、⑤情報の発信者が信頼できる、ということが言えるだろう。


しかし、社会参加への積極性が低いといっても、社会参加をしている高齢者の割合は半数
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を超えているのであるから、社会参加を拒絶しているというものではない。むしろ、条件


が整えば参加したいという意向のある高齢者を含むと、７割以上の高齢者は社会参加への


意欲を持っている。また現在社会参加をしていない高齢者においても社会参加の活動内容


には何らかの関心があると思われる高齢者は、男性約 85％、女性約 80％であった。単に


人間関係ができていない状態での広報のみで社会参加を求めるのではなく、高齢者が持っ


ている潜在的な意欲を引き出せるような人間関係づくりから始めることが大切であろう。 
 


Ⅶ．まとめ 


 社会参加がしやすくなるためには、どのようなことが必要かというテーマに基づいて、


社会活動団体の形態・機能と参加する側の高齢者やきっかけを軸に分析を行った。分析結


果をまとめると、社会活動団体の形態・機能では、①「町内会・自治会」や「老人クラブ」


への参加が多い、②「町内会・自治会」や「老人クラブ」は多様な活動を行っており、さ


らに活動内容等を参加者の希望に対応させることによって、一層の参加促進が望める、③


現在社会参加している高齢者の活動内容は、「地域の生活環境を守ったりイベントなどの


活動」や「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」が極めて多いが、今


後は個人それぞれの関心に応ずべく、活動の多様性が求められる、④活動の内容は、高齢


者本人の生活に関係している活動が参加されやすい、⑤社会参加を通して、高齢者は精神


的充実感や人間関係の満足感を得ている、⑥情報の発信者や社会活動団体の信頼性が重視


されている、ということが明らかになった。社会参加のきっかけについては、①身近な友


人などからのタイミングのよい誘いが参加を促進する有効な方法である、②情報は楽に入


手できる配布的な提供方法が好まれる、ということが明らかになった。参加する側の高齢


者が社会参加活動で求めることは、社会や他者への貢献だけでなく、自分にとってもプラ


スになることであり、特に、精神的な充実感や人間関係への満足感である、ということが


明らかになった。 
これら分析における社会参加する場合の所属団体について、「町内会・自治会」への所


属が多いのは、「町内会・自治会」への加入が半強制的で、団体内での役も地域によって


は半強制的に持たされることがあるかもしれず、当然の結果だともいえる。しかし、社会


参加していない高齢者にとっても「町内会・自治会」への関心は高く、また、活動内容で


も「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」に関心を寄せている。このことから、


最も身近な団体の１つである「町内会・自治会」の活動が半強制的な側面を持つだけでな


く、高齢者それぞれの関心に応じた活動がなされる側面が拡大されるならば、「町内会・


自治会」は一層有力な社会参加の場になると思われる。「町内会・自治会」での社会参加


が増えれば、コミュニティの形成・維持にも役立つだろう。ただ、「町内会・自治会」で


関心に応じた活動が組織される場合においても、社会参加のきっかけの多くが友人などか


らの誘いという高齢者が圧倒的に多かったことを考慮すると、自然発生的には組織化はな


されないと思われる。中心になる人物が積極的に働きかけることが必要であろうし、また、


「町内会・自治会」でのある程度の人間関係の構築も必要であろう。 
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 このように、高齢者の社会参加は社会への貢献と同時に、高齢者自身の社会生活にも役


立ったり、またコミュニティの形成・維持にも寄与するという側面を持っている。今回の


調査で高齢者が社会参加しやすくなるための要素を考察してきたが、今後は社会参加を進


めるにあたって、これらの要素をどのように取り入れていくかが課題となろう。特に、社


会活動団体の信頼性確認については、確認手段の制度的な方策が望まれる。 
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第５章 社会参加機会との出会い 


                           研究主幹  千保 喜久夫 


                           主任研究員 齋藤 博史 


Ⅰ．要旨 


 本章では、今後のシニア層による社会参加がより活発になるには、どのような環境や


条件が整えばよいのか、社会参加機会との出会いを一層円滑にするにはどのようなこと


が大切なのかを検討した。 
 まず、現在社会活動に参加している方々について、その活動の所属団体をみると、「町


内会・自治会」と「老人クラブ」への参加率が高いが、「学習教室など」や社会貢献的色


彩の濃い「ボランティア」等への参加もほぼ同程度に行われており、身近な地元地域で


の活動が中心となっている。また、社会参加の場を探したルート等では、「人的ネットワ


ーク」（友人・仲間、近隣の人々）が最も利用されたルートで、その後に、「公的な地域


情報」（回覧板や町内会・自治会の広報誌、地方自治体の広報誌、社会福祉協議会の広報


誌、役場や福祉会館等に置いてあるチラシや掲示板）、「マスメディア」（新聞、テレビ）


が続いた。これをみると、社会活動にかかわる情報ルートとしての重要性の順序は、人


的ネットワーク、そして公的な地域情報などといえよう。 
 次に、今後の社会活動への参加意向をみると、その実際の意欲の程度を別とすれば、


総じて参加意向は相当程度あるといってもよいようである。その場合、条件付参加の割


合が高いものの、現在社会参加していない方々でも、その半数近くが条件付参加の意向


をもっていることは注目される。この条件の中でも、「自分に合った活動があれば」、「き


っかけがあれば」、「仲間がいれば」とする方々は、そうしたきっかけしだいで社会活動


に参加する可能性が高いといえるかもしれない。 
このグループ（機会探求ケースと呼ぶ）の方々に社会参加を促すには、現在社会参加


している方々の経験、実情等から、次のことが言えそうである。すなわち、豊富な社会


参加情報が含まれる「友人・仲間」、「近隣の人々」との接触、「地方自治体の広報誌」、


「社会福祉協議会の広報誌」へのアクセスを高めることである。換言すれば、前者につ


いては、継続的な誘いを行うこと、後者であれば公的な地域情報を不断に伝達すること


等である。また、社会活動参加の地域がそれを求めていること、その大切さ、有用性等


を継続的にアピールしていくことも、社会的に整備が必要とされる問への回答から得ら


れる示唆である。 
 


Ⅱ．はじめに 


 シニアの方々が、地域活動やボランティアをはじめとする社会活動に参加する場合、


さまざまなきっかけが想定される。きっかけは、社会参加機会との出会いでもあるが、


それには主として、他の人々・団体からの誘い等と日ごろから目にする情報媒体等の２


つのルートがあるだろう。 
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 本章では、今後のシニア層による社会参加がより活発になるには、どのような環境や


条件が整えばよいのか、社会参加機会との出会いを一層円滑にするにはどのようなこと


が大切なのかを検討する。まず、現状における社会活動参加状況と基本属性の関わりを


確認した上で、現在社会参加を行っている方々のきっかけに関わる経験を整理し、これ


を参考に、これまで参加してこなかった人々に対していかにきっかけを提供していけば


よいかを考える。 
 なお本章内容は、本報告書第４章で行われた詳細な分析、また他の章の詳細分析を補


完するものとして合わせてみていただきたい。 
 


Ⅲ．社会活動参加者の基本属性 


シニアの社会活動への参加状況（「問５の「定期的に参加している」、「ときどき参加し


ている」、「以前に参加したことがある」、「参加していない」）と、基本属性との係わりは


次のようになっている。 
 


１．男女別にみた社会活動参加状況 


男女別に社会活動への参加率をみると、男性の参加率（67.2％）の方が女性のそれ


（56.5％）より高い。 
〔図表１〕問５の男女別回答状況 


人数（単位：人） 比率


男性 女性 男性 女性


問５ １．定期的に参加 558 110 41.1% 32.4%
２．ときどき参加 355 82 26.1% 24.1%
３．以前に参加 178 50 13.1% 14.7%
４．参加していない 268 98 19.7% 28.8%
合計 1,359 340 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%


67.2% 56.5%


32.8% 43.5%


 


 


２．年齢別にみた社会活動参加状況 


60 歳以上を 5 歳毎にみると、70 歳台前半が社会活動参加率のピークになる。 
年齢が上がるにつれ健康や意欲などの面から、社会参加率は低下せざるをえないと思 


〔図表２〕問５の回答と年齢の関係（60 歳から 84 歳までを 5 歳刻みで見た場合） 


60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～74歳 75歳～79歳 80歳～84歳


問５ １．定期的に参加 31 170 270 131 56
２．ときどき参加 35 139 138 79 40
３．以前に参加 14 58 67 40 30
４．参加していない 35 114 119 53 29


合計 1,648 115 481 594 303 155
問５ １．定期的に参加 27.0% 35.3% 45.5% 43.2% 36.1%


２．ときどき参加 30.4% 28.9% 23.2% 26.1% 25.8%
３．以前に参加 12.2% 12.1% 11.3% 13.2% 19.4%
４．参加していない 30.4% 23.7% 20.0% 17.5% 18.7%


- 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%


人数
(単位：人)


構成比
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われるが、表でみるかぎり、80 歳台前半までの低下度合いはゆるやかで顕著なものでは


ない。 
また、いわゆる前期高齢者（65 歳～74 歳）、後期高齢者（75 歳以上）という年齢階層


区分で参加率をみると、前期高齢者の参加率（66.7％）の方が後者のそれ（63.4％）よ


り高いものの、その差は 3.3％ポイントに過ぎない（図表３）。 
 


〔図表３〕問５の回答と年齢別の関係 


（「60 から 64 歳まで」、「65 歳から 74 歳まで」、「75 歳以上」の刻みで見た場合） 


人数（単位：人） 比率


６０歳から６４歳 ６５歳から７４歳 ７５歳以上 ６０歳から６４歳 ６５歳から７４歳 ７５歳以上


問５ １．定期的に参加 31 440 197 27.0% 40.9% 38.8%
２．ときどき参加 35 277 125 30.4% 25.8% 24.6%
３．以前に参加 14 125 89 12.2% 11.6% 17.5%
４．参加していない 35 233 97 30.4% 21.7% 19.1%


合計 1,698 115 1,075 508 100.0% 100.0% 100.0%  


 


３．健康状態と社会活動参加状況 


図表４のように、普通以上の健康状態との回答者の方が、健康ではない状態の回答者


に比べて参加率が高く、また、図表５でみると、定期的に参加している人が最も健康状


態が良好である。 
注目されることは、健康ではない状態の回答者（図表４）も、その半数近い方 （々47.4％）


が社会参加していることである。 
 


〔図表４〕問５の回答と健康状態との関係（健康状態毎の回答比率） 


人数（単位：人） 健康状態毎の回答比率


普通以上の
健康状態


健康では
ない状態


普通以上の健康状態 健康ではない状態


問５ １．定期的に参加 599 73 42.9% 23.4%
２．ときどき参加 365 75 26.1% 24.0%
３．以前に参加 159 70 11.4% 22.4%
４．参加していない 274 94 19.6% 30.1%
合計 1,397 312 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%


69.0% 47.4%


31.0% 52.6%


 
 


〔図表５〕社会参加状況別にみた健康状態 


人数（単位：人） 回答毎の健康状態の比率


普通以上の
健康状態


健康では
ない状態


普通以上の
健康状態


健康では
ない状態


合計


問５ １．定期的に参加 599 73 89.1% 10.9% 100.0%
２．ときどき参加 365 75 83.0% 17.0% 100.0%
３．以前に参加 159 70 69.4% 30.6% 100.0%
４．参加していない 274 94 74.5% 25.5% 100.0%
合計 1,397 312 81.7% 18.3% 100.0%  
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４．世帯構成と社会活動参加状況 


ひとり暮らしの場合、夫婦世帯等に比べて参加率が低い。 


 


〔図表６〕 問５の回答と世帯類型との関係（回答数） 


ひとり暮らし
自分たち
夫婦だけ


自分たち夫婦と
その他家族と同居 合計


問５ １．定期的に参加 49 295 314 658
２．ときどき参加 24 202 212 438
３．以前に参加 15 103 105 223
４．参加していない 53 169 141 363
合計 141 769 772 1,682  


 


〔図表７〕 問５の回答と世帯類型の関係（類型毎の回答比率） 


ひとり暮らし
自分たち
夫婦だけ


自分たち夫婦と
その他家族と同居 合計


問５ １．定期的に参加 34.8% 38.4% 40.7% 39.1%
２．ときどき参加 17.0% 26.3% 27.5% 26.0%
３．以前に参加 10.6% 13.4% 13.6% 13.3%
４．参加していない 37.6% 22.0% 18.3% 21.6%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%  


 


〔図表８〕 問５の回答と世帯類型の関係 


（世帯類型毎の回答「１」「２」合計と「３」「４」合計の比率） 


ひとり暮らし
自分たち
夫婦だけ


自分たち夫婦と
その他家族と同居 合計


問５ １．定期的に参加


２．ときどき参加


３．以前に参加


４．参加していない


合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%


48.2% 35.4% 31.9% 34.8%


51.8% 64.6% 68.1% 65.2%


 
 


Ⅳ．参加者の特徴 


より多くのシニアに社会活動へ参加する機会を提供するには、現に参加している方々


がどのような機会を得て参加したのか、またどのような経路で関連情報等を入手したの


か、そうした実情を探ることが１つの手がかりとなるだろう。したがって次に、現に社


会活動をしている方々（「問５の「定期的に参加している」と「ときどき参加している」


への回答者）に焦点を当て、所属団体、利用した情報ルート等を確認する。 
 


１．活動の所属団体 


社会活動の所属団体は、参加率でみると「町内会・自治会」、「老人クラブ」が上位２


つとなるが、ここでは便宜上、図表９のように、「町内会・自治会」、趣味的な要素を含
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む「老人クラブ」＋「学習教室など」、いわゆる社会貢献的色彩の濃い「ボランティア」


＋「NPO」＋「行政関連」の３つに括りなおしてみた。 
本図表によると、「町内会・自治会」の選択率が最も多く、次にわずかの差で趣味的要


素のグループとなる。ボランティア関連グループも、趣味的要素グループよりやや少な


いものの、それなりの選択率を得ているといってよいだろう。 
社会活動の多くがやはり身近な地元地域を中心に行われており、それだけ、社会参加


を促す観点からは、身近な情報手段・ルートの役割が大きくなるといえよう。 
 


〔図表９〕 同種グループごとにまとめた場合の各々の選択数 


項目 選択数 選択数総合計比


・町内会・自治会など 1,059 35.8%
・老人クラブ


・市町村の学習教室など


・公営施設・機関のボランティア団体


・民営施設・機関のボランティア団体


・ＮＰＯ法人


・行政関連の役割(民生委員等)


選択数総合計 2,958 -


925


745


31.3%


25.2%


 
 


２．情報ルートについて 


現在の参加者が活動の場を探すにあたって利用した情報源（問１４）については、「友


人・仲間」が断然多いが、これを図表１０のように、次の３つのタイプに分けてみた。


すなわち、マスメディア（新聞、テレビ）、人的ネットワーク（友人・仲間、近隣の人々）、


公的な地域情報（回覧板や町内会・自治会の広報誌、地方自治体の広報誌、社会福祉協


議会の広報誌、役場や福祉会館等に置いてあるチラシや掲示板から）である。 
これでみると、社会活動に「定期的に参加している」回答者にとっては「人的ネット


ワーク」が最も利用されたルートであった。次の公的な地域情報とマスメディアは選択


率が拮抗しており、利用の程度は同じレベルにある（一方、現在「参加していない」人


にとっては、より一般的ルートであるマスメディアが一番で、具体的な社会参加関連情


報をもつルートへのアクセスが相対的に少ない）。 
以上から、社会活動にかかわる情報ルートとしての重要性の順序は、人的ネットワー


ク、回覧板、自治体広報誌などの公的な地域情報、役場等のチラシなどといえよう。 
 


〔図表１０〕 問１４の各情報源をグループ分けした場合の選択率 


問５


１．定期的に参加 ２．ときどき参加 ３．以前に参加 ４．参加していない


問１４ マスメディア（１．新聞、２．テレビ） 35.3% 37.4% 44.8% 49.0%
人的ネットワーク（６．友人・仲間、８．近隣の人々） 57.2% 54.9% 42.3% 37.1%
公的な地域情報（９、１０、１１、１５） 36.5% 34.5% 34.0% 27.3%


注）選択率は、「問５の各回答の選択件数」×「各グループの情報源数」を分母とし、グループ分けした情報源の選択数の合計値を分子として計算。  
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Ⅴ．今後の社会活動への参加について 


１．どの程度の人が参加意向を持っているか 


以上、社会活動の現況を現に社会参加している方々を中心にみてきたが、それでは、


将来に向かっての社会活動への参加意向はどの程度あるのだろうか。 
今後のシニアの社会参加意向をみると（問１２）、どの属性でみても総じて高く、その


実際の意欲の程度を別とすれば、参加意向は相当程度あるといってもよいように思われ


る。第１章の図表１１-１でみたとおり、回答者全体でみると、シニアの社会活動参加意


向は 73.5％（「積極的に参加したい（参加を続けたい）」と「条件が整えば参加したい」


の合計）と総じて高い。 
さらに、図表１１から図表１５まで、男女別、健康状態別、世帯構成別に通覧しても


全て同様のことがいえる。 
 


〔図表１１〕 問１２の回答の男女別による特徴 


人数（単位：人） 比率


男性 女性 男性 女性


問１２ １．積極的に参加 502 98 37.0% 30.3%
２．条件が整えば参加 602 147 44.4% 45.5%
３．わからない 158 40 11.7% 12.4%
４．参加しない 93 38 6.9% 11.8%
合計 1,355 323 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%


81.5% 75.9%


18.5% 24.1%


 


 
〔図表１２〕 問１２の回答の各健康状態との関係 


回答数 比率


普通以上の
健康状態


健康ではな
い状態


普通以上の健康状態 健康ではない状態


問１２ １．積極的に参加 537 68 38.8% 22.2%
２．条件が整えば参加 622 132 44.9% 43.1%
３．わからない 146 54 10.5% 17.6%
４．参加しない 79 52 5.7% 17.0%
合計 1,384 306 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%


83.7% 65.4%


16.3% 34.6%


 
 
〔図表１３〕 問１２の回答と世帯類型との関係（回答数） 


ひとり暮らし
自分たち
夫婦だけ


自分たち夫婦と
その他家族と同居 合計


問１２ １．積極的に参加 43 253 295 591
２．条件が整えば参加 54 364 328 746
３．わからない 20 83 94 197
４．参加しない 20 60 50 130
合計 137 760 767 1,664  
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〔図表１４〕 問１２の回答と世帯類型の関係（類型毎の比率） 


ひとり暮らし
自分たち
夫婦だけ


自分たち夫婦と
その他家族と同居 合計


問１２ １．積極的に参加 31.4% 33.3% 38.5% 35.5%
２．条件が整えば参加 39.4% 47.9% 42.8% 44.8%
３．わからない 14.6% 10.9% 12.3% 11.8%
４．参加しない 14.6% 7.9% 6.5% 7.8%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%  


 
〔図表１５〕 問１２の回答と世帯類型の関係 


（類型毎の回答「１」「２」合計と「３」「４」合計の比率） 


ひとり暮らし
自分たち
夫婦だけ


自分たち夫婦と
その他家族と同居 合計


問１２ １．積極的に参加


２．条件が整えば参加


３．わからない


４．参加しない


合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%


70.8% 81.2% 81.2% 80.3%


29.2% 18.8% 18.8% 19.7%


 
 


２．現在の参加状況別にみた今後の参加予定 


現在の社会活動参加状況との関係で、今後の参加意向をみると、現在参加中の人は今


後もほとんどが活動を継続するつもりにある。 


 


〔図表１６〕 現在の参加状況（問５）と今後の参加意識（問１２）の関係（件数） 


問５


１．定期的に参加 ２．ときどき参加 ３．以前に参加 ４．参加していない


問１２ １．積極的に参加 422 136 18 12
２．条件が整えば参加 197 256 120 164
３．わからない 25 37 40 91
４．参加しない 7 8 38 76


1647 651 437 216 343  
 


〔図表１７〕 問５の回答毎の今後の参加意識（問１２）の関係（比率） 


問５


１．定期的に参加 ２．ときどき参加 ３．以前に参加 ４．参加していない


問１２ １．積極的に参加 64.8% 31.1% 8.3% 3.5%
２．条件が整えば参加 30.3% 58.6% 55.6% 47.8%
３．わからない 3.8% 8.5% 18.5% 26.5%
４．参加しない 1.1% 1.8% 17.6% 22.2%


100.0% 100.0% 100.0% 100.0%  
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一方、現在参加していない人の場合でも、その約半数が「条件が整えば参加したい」


と回答していることは注目されよう。 
なお、現在参加していない人のうち 22.2％は今後も参加しないとの回答であった。こ


の方々を「集団Ａ」（N＝114）として、その属性を全体との相対的な比較でみておくと


（図表１８～図表２０）、より高齢、健康状態がよくない、ひとり暮らしの傾向にある。 


 


〔図表１８〕 年齢構成における「集団Ａ」と「全体」との比較 


標本数
５０～
５４歳


５５～
５９歳


６０～
６４歳


６５～
６９歳


７０～
７４歳


７５～
７９歳


８０～
８４歳


８５～
８９歳


９０歳～ 無回答


集団Ａ 114 0.0% 0.0% 4.4% 12.3% 26.3% 21.1% 18.4% 10.5% 2.6% 4.4%


全体 1,900 0.1% 0.5% 6.3% 26.5% 32.9% 17.2% 9.0% 2.5% 0.5% 4.6%  


 


〔図表１９〕 健康状態における「集団Ａ」と「全体」との回答率の比較 


まったく健康 かなり健康 普通 あまり健康でない まったく健康でない 無回答


集団Ａ 6.1% 6.1% 45.6% 27.2% 10.5% 4.4%
全体 10.7% 20.3% 46.9% 16.4% 1.9% 3.8%  


 


〔図表２０〕 世帯類型における「集団Ａ」と「全体」との回答率の比較 


一人暮らし
自分たち夫婦


のみ
自分たち夫婦と


子や親等々 その他 無回答


集団Ａ 14.9% 44.7% 35.1% 0.9% 4.4%
全体 7.8% 43.2% 43.5% 1.5% 3.9%  


 


３．条件付参加の場合、その条件とはなにか 


（１）制約条件の２つのタイプ 


問１２において「２. 条件が整えば参加したい」へ回答した方々に焦点を当て、その


条件内容をみると、それが何らかの物理的な制約であるケース（時間、健康や体力、経


済的余裕、精神的ゆとりなど）と、物理的な制約等というより自分に合った活動が見つ


かれば参加等の機会探求のケース（自分に合った活動、きっかけ、仲間がいればなど）


に分けて考えることができるだろう。 
第１章の図表１２のとおり、条件付参加予定者では、全体との対比でみると、機会探


求のケースのうち「自分に合った活動があれば」への選択率が明瞭に高くなる。 
 


（２）「以前に参加したことがある」人（問５の３）からみた社会参加の制約 


以前に参加していたことがある人にとって、探したがみつからなかった等、社会参加


について問題となった要因を問１５への回答状況でみると、「自分の時間が制約されそ


う」、「気軽に参加できる雰囲気ではなかった」など、今日しばしば指摘される“気楽に


参加したい”との希望に対する裏返しの結果となった。 
さらに、「やりたいことがない」、「事前に考えていた内容と違っていた」が続く。 
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〔図表２１〕 問５の３を選択した方の問１５の回答結果 


5


12


13


13


14


27


32


43


69


0 10 20 30 40 50 60 70


責任のあるポジションにつけない


入退会に制約が多そう


意外に金銭的負担が多い


その他


メンバーとうまくやっていけそうな雰囲気でなかった


事前に考えていた内容と違っていた


やりたいことがない


気軽に参加できる雰囲気ではなかった


自分の時間が制約されそう


単位：件


※問５の３を選択し、問１５に回答している有効回答数１３３件のうちの件数を示します。


 
 


（３）今後、条件付参加とする人（問１３の６、７、８への回答者。機会探求のケー


ス）からみた社会参加の制約 


今後条件付参加とする人で機会探求のケースに当てはまる方の「問１５」への回答状


況をみると、回答数上位３つは「自分の時間が制約されそう」、「やりたいことがない」、


「気軽に参加できる雰囲気ではなかった」であった。 
 


〔図表２２〕 問１３の６，７，８の選択者の問１５の回答結果 


問１３


６．自分に合った活
動があれば


７．いっしょにやる仲
間がいれば


８．きっかけかつか
めれば


問１５ １、やりたいことがない 45 24 12
２．自分の時間が制約されそう 49 20 14
３．意外に金銭的負担が多い 13 5 5
４．入退会に制約が多そう 16 7 7
５．事前に考えていた内容と違っていた 17 7 8
６．気軽に参加できる雰囲気ではなかった 29 19 11
７．メンバーとうまくやっていけそうな雰囲気でなかった 12 5 4
８．責任のあるポジションにつけない 2 0 1
９．その他 2 0 1


問１３の各回答の選択者数　※ 111 56 32
※問５の「４」を選択した３８６件が問１３に回答する権限がある。問１３と問１５がともに有効回答
　となっている対象者の中で、問１３の６，７，８を選択した件数を示している。  
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４．機会探求のケースと情報ルート、きっかけ 


今後の社会活動への参加意向において、時間・健康や体力・経済的余裕などの物理的


制約があるとするケースよりも機会探求ケースの方が、社会活動に参加する可能性が高


いとみてよいかもしれない。そうした機会探求ケースの方々と現在社会参加している


方々とは、日ごろの情報ルート等でどのような違いあるだろうか。ここでは、機会探求


ケースのうち「問１３で「６．自分に合った活動があれば」」と回答した方々に着目する。 
 


（１）日ごろの情報ルート 


日ごろの情報ルート（問４）をみると、図表２３のとおり、今後「自分に合った活動


があれば」とする方々の場合、現在の参加者に比べて「友人・仲間」、「近隣の人々」、「地


方自治体の広報誌」、「社会福祉協議会の広報誌」への選択率が少なくなっている。こう


したルートに豊富な社会参加情報が含まれるため、これらへのアクセスを高めることが


大切となろう。 
 


〔図表２３〕 問１３の６の選択者と問５の１，２の選択者との日頃の情報ルートの比較 


問１３の「６」を選択 問５の「１」「２」を選択


選択数 選択率 選択数 選択率


問１５ １．新聞 180 95.7% 1,058 93.5%
２．テレビ 180 95.7% 1,050 92.8%
３．ラジオ 53 28.2% 350 30.9%
４．インターネット 33 17.6% 171 15.1%
５．携帯電話 22 11.7% 136 12.0%
６．友人・仲間 104 55.3% 846 74.7%
７．配偶者・家族 98 52.1% 588 51.9%
８．近隣の人々 67 35.6% 539 47.6%
９、回覧板 99 52.7% 619 54.7%
１０．地方自治体の広報誌 107 56.9% 743 65.6%
１１．社会福祉協議会の広報誌 37 19.7% 343 30.3%
１２．地元のタウン情報誌 31 16.5% 168 14.8%
１３．マリオン、サンケイリビング等 0 0.0% 3 0.3%
１４．役場や福祉会館等に置いてあるチラシや掲示板から 19 10.1% 221 19.5%
１５．その他 3 1.6% 43 3.8%  


 


（２）活動の場を探す場合のルート 


 機会探求ケースについて、活動の場を探す場合、より具体的な情報ルートとして何に


期待しているかをみると（問１４への回答状況）、マスメディアへの期待が最も高いが、


次には「回覧板や町内会・自治会の広報誌」、「友人・仲間」、「自治体の広報誌」、「近隣


の人々」と続き、現実的な実際に役立ちそうなルートを認識しているようにうかがわれ


る。 
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〔図表２４〕 問１３の６，７，８の選択者の問１４の回答結果 


問１３


６．自分に合った
活動があれば


７．いっしょにやる
仲間がいれば


８．きっかけかつか
めれば


問１４ １．新聞 106 44 25
２．テレビ 78 31 18
３．ラジオ 26 7 4
４．インターネット 18 3 5
５．携帯電話 4 1 2
６．友人・仲間 88 56 24
７．配偶者・家族 30 13 13
８．近隣の人々 55 32 16
９．回覧板や町内会・自治会の広報誌 98 34 24
１０．地方自治体の広報誌 83 32 20
１１．社会福祉協議会の広報誌 35 9 5
１２．会社のＯＢ会からの連絡 20 9 6
１３．地元のタウン情報誌 20 9 6
１４．マリオン、サンケイリビング等 1 0 0
１５．役場や福祉会館等に置いてあるチラシや掲示板から 22 6 5
１６．その他 1 0 1


問１３の各回答の選択者数　※ 184 90 47
※問５の「４」を選択した３８６件が問１３に回答する権限がある。問１３と問１４がともに有効回答
　となっている対象者の中で、問１３の６，７，８を選択した件数を示している。  
 


５．参加者の勧誘方法について 


今後、条件が整えば参加したい人（問１２の２）で、かつ「自分に合った活動があれ


ば」（問１３の６）への回答者（N＝110、以下「集団Ｂ」とする）は、参加へのきっか


け、きっかけづくりの場、社会的に整備すべきことにどう答えているだろうか。これら


を、現に参加している人との対比でみる。 
まず、社会参加へのきっかけになるもの（問１６）では、町内会を始めとする人的ネ


ットワークとされており、イベント等（問１７）ではセミナー・講習会への期待が最も


大きく、社会的に整備すべきこと（問１８）では、「地域活動の必要性を多くの人に知ら


せること」に次、「地域活動のための研修や講座をひらくこと」が挙げられている。 
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〔図表２５〕集団Ｂと現在社会参加しているグループとの比較（きっかけ） 


集団Ｂ 問５の「１」「２」選択の集団


選択件数 選択率 選択件数 選択率


問１６ １．ボランティア等の社会参加を始める気持ちになれば参加したい 44 43.6% 247 22.6%
２．既に所属している組織や団体からの新たな参加の誘い 11 10.9% 435 39.8%
３．家族、学生時代や元会社の同僚である友人からの誘い 27 26.7% 226 20.7%
４．町内会など地域のつながりからの誘い 59 58.4% 773 70.8%
５．社会福祉協議会など団体からの誘い 20 19.8% 256 23.4%
６．地域活動やボランティアからの誘い 29 28.7% 351 32.1%
７．地域活動やボランティアに関する情報を入手して 15 14.9% 108 9.9%
８．自治体(行政)の広報等から情報を入手して 22 21.8% 184 16.8%
９．マスメディア等の情報から社会参加の意義等に共感して 5 5.0% 34 3.1%
１０．社会参加の大切さを認識して 12 11.9% 279 25.5%
１１．その他 6 5.9% 24 2.2%
１２．わからない 1 1.0% 15 1.4%  


 


〔図表２６〕集団Ｂと現在社会参加しているグループとの比較（きっかけづくりの場） 


集団Ｂ 問５の「１」「２」選択の集団


選択件数 選択率 選択件数 選択率


問１７ １．ボランティア団体やNPOの合同交流会 22 24.7% 349 27.2%
２．ボランティア団体やNPOの体験イベントや説明会 43 48.3% 439 34.2%
３．ボランティア団体やNPOのホームページ 5 5.6% 59 4.6%
４．ボランティア等に関するセミナー、講習会 58 65.2% 506 39.5%
５．その他 1 1.1% 62 4.8%  


 


〔図表２７〕集団Ｂと現在社会参加しているグループとの比較（必要な社会的整備） 


集団Ｂ 問５の「１」「２」選択の集団


選択件数 選択率 選択件数 選択率


問１８ １．地域活動の必要性を多くの人に知らせること 72 80.9% 799 50.2%
２．リーダー（指導者）を養成すること 32 36.0% 458 28.8%
３．地域の関係団体が互いに協力しあうこと 35 39.3% 597 37.5%
４．住民のための集会場などの施設 22 24.7% 328 20.6%
５．地域活動のための研修や講座をひらくこと 56 62.9% 483 30.3%
６．地域活動の連絡調整を行う場所（ボランティアセンターなど） 22 24.7% 203 12.8%
７．器材の提供や金銭の援助を行うこと 18 20.2% 245 15.4%
８．その他 0 0.0% 8 0.5%
９．特に必要なことはない 0 0.0% 13 0.8%
１０．わからない 6 6.7% 29 1.8%  


 


 








 


はじめに 


 


ベビーブーマーがリタイアし始める時期を迎えたわが国において、今後とも高齢者が


健康でまた生きがいをもって暮らすには、社会貢献の意義をもつ地域活動やボランティ


アなどへの社会参加が１つの有力な生き方になるだろう。 


 財団法人 年金シニアプラン総合研究機構は、「サラリーマンの生活と生きがいに関


する調査」を平成３年度以降、５年ごとに４回実施してきた。同アンケート調査の対象


者は、厚生年金基金や企業年金基金、規約型確定給付企業年金などの加入者、受給者で、


その年齢層は幅広いものである。同調査では、日ごろの自由時間の使い方に関連し地域


活動やボランティアなどへの参加状況をも対象とし、「社会の役にたつこと」と生きがい


を「持っている」ことに一定の相関関係が認められている。 
そこで、本事業では、長寿化が進む中でのシニア層の社会参加を促進する条件等を探


るべく年金を受給しているシニア層を対象とし、日ごろの生活から社会活動への参加状


況、社会参加と生きがいや現役時代の経験との関係、今後さらに社会参加を促すことに


必要なきっかけづくり、求められる社会的整備等について調査研究を行ったものである。


このたび、その成果をとりまとめたのでここに公表するしだいである。 
 
 本調査研究は、独立行政法人福祉医療機構（長寿社会福祉基金）の交付金による財団


法人長寿社会開発センターの助成金を得て行ったものである。 
 また、アンケート調査の実施においては、全国厚生年金受給者団体連合会と５つの都


道府県年金受給者協会（連合会）に多大な協力をいただいた。 
 
 
平成 21 年 3 月 
 


財団法人 年金シニアプラン総合研究機構 
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第６章 社会参加を活発にするための社会的整備 


 


                          東京学芸大学教授 直井 道子 


Ⅰ．要旨 


１．目的 


社会参加を活発にするためにはどのようなことを社会的に整備するのがよいと考えられ


ているか（以下では社会的整備への要望とよぶ）をあきらかにし、それが対象者の社会的


属性、社会参加している活動の種類、参加団体の分野などによってどう異なるのかを明ら


かにする。 


 


２．方法 


社団法人全国厚生年金受給者団体連合会からの紹介を頂いた５つの県の年金受給者協会


の協力を得て行った調査の中の「社会参加を活発にするためにはどのようなことを社会的


に整備するのがよいか」という質問に対して、8つの選択肢をあげて複数回答してもらった


それぞれを被説明変数とする。性、年齢、居住地の都市規模、居住年数、学歴などの社会


的属性、社会参加している活動の分野や団体の種類などによって、どう要望が異なるのか


を主にクロス表によって分析する。なお、複数回答と複数回答のクロス表の表示は紙面を


とるので、多重クロス表として表示する。またこのうちいくつに回答したかという要望数


が上述した変数によってどう異なるのかも検討する。 
 


３．結果 


１）社会参加を活発にするための社会的整備についての質問の意味は、現在社会参加して


いる人と、していない人で異なるのかどうかを検討した。社会参加者のほうが「わからな


い」「特にない」以外のどの選択肢に対しても要望する比率が高いことがわかったが、要


望が非常に異なるとはいえなかった。２）参加者でも非参加者でも最も要望比率が高いの


が「地域活動の必要性を多くの人に知らせること」であった。ほかには社会参加・非参加


で若干順番は異なるが「地域の関係団体が互いに協力しあうこと」「リーダー（指導者）


を養成すること」「地域の関係団体が互いに協力しあうこと」などが続いている。３）現


に社会参加している人について、要望に有意な男女差が見られたのは、「地域活動の連絡


調整を行う場所」と「機材の提供や金銭援助」であり、男性の方が有意に高率であった。


おおむね、男性のほうが女性より集会場所、連絡場所などハードについての要望が高率で


あることがわかった。年齢による有意な差異はみられなかった。４）居住地の都市規模別


では参加者については、「地域団体の相互協力」は都市規模が小さいほど要望する比率が


有意に高い。５）以下は社会参加している人に限定して分析した。社会参加している活動


によって、社会的整備への要望がどう異なるかをみたところ、あまり目立った違いはなか


ったが、児童・青少年活動や「障害者・老人の手助け」のように地域中心の活動では「国
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際交流」のような地域を超えた活動よりも「地域活動の必要性の広報」が高率だった。６）


参加している団体の種類、性格によるちがいを見ると「市町村の学習教室」はいずれの要


望も比率が高いが、とくに「集会所などの施設」や「研修や講座」で高いのが目立つ。反


対に「町内会・自治会」や「老人クラブ」はどの要望比率も平均的だが「研修・講座」は


特に低い。「行政機関の役割」では「リーダーを養成」が特に高い。７）個人別にどのよ


うな種類の団体で社会参加しているのかのパターンを作ってみたところ、3種類以上（社会


貢献、学習教室など、町内会・自治会）の活動に参加している人の要望比率がおおむねど


の項目でも高かった。したがって、２）に掲げた上位4つのような要望にこたえていくこと


が高齢者の社会参加を活発にすることにつながるだろう。 
 


 


Ⅱ．目的と方法 


１．本章の目的 


この章では、社会参加を活発にするためにはどのようなことを社会的に整備するのがよ


いか（これを以下では社会的整備とよぶことにする）、どのようなことが要望されている


のかをあきらかにしたい。ただし、どのような社会的整備を望むのかは、その個人が置か


れている状況によって異なるだろうと思われる。そこで社会的整備の要望が １）現実の


社会参加の状況によって、２）人々の社会的属性によって ３）社会参加している活動の


種類によって ４）社会参加団体の種類によって、どう異なるのか、をあきらかにしてい


きたい。 
 


２．方法 


 全国厚生年金受給者団体連合会に紹介して頂いた５つの県の年金受給者協会の協力を得


て行った調査の中の「社会参加を活発にするためにはどのようなことを社会的に整備する


のがよいか」という複数回答の質問の答えをそれぞれ被説明変数とし、対象者の社会的属


性、社会参加度、参加活動分野、参加活動団体の種類などを説明変数として、主としてク


ロス表による分析を行う。以下で使用する質問項目について述べておく。 
 
(1)社会的整備の要望のとらえ方 


社会参加を活発にするための社会的整備について使用する質問は「問１８ 社会参加を


活発にするには、一般にどのようなことを社会的に整備する必要があると思いますか（○


はいくつでも）」という調査対象者全員に対する質問である。回答選択肢は８つあり、１．


地域活動の必要性を多くの人に知らせること、２．リーダー（指導者）を養成すること、


３．地域の関係団体が互いに協力しあうこと、４．住民のための集会場などの施設、５．


地域活動のための研修や講座をひらくこと、６．地域活動の連絡調整を行う場所（ボラン


ティアセンターなど）、７．器材の提供や金銭の援助を行うこと、８．その他、９．特に


必要なことはない、１０．わからない となっている。この質問は昭和63年、平成5年、平
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成10年、平成15年と４回行われてきた内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調


査」とほとんど同じ質問と選択肢であり、ちがいは、内閣府調査では質問のワーディング


が「地域社会のための奉仕的な活動を盛んにするためには・・・」となっている点のみで


ある。 
社会参加している人は参加の経験から必要だと感じた社会的整備のありかたを答えるだ


ろうし、参加していない人は一般論として答えると想定されるので、その違いには十分留


意する必要があるだろう。この質問には現に社会参加している人もしていない人も答える


ことを想定していたが、約200人は問に答えなかった。 
 
(2) 社会参加状況のとらえ方 


社会参加の状況については問５「あなたは、地域活動やボランティアなどに参加してい


ますか。何か社会に役立つ活動に参加されていますか。団体活動でも個人の活動でもかま


いません」と質問した。回答選択肢は、１．定期的に参加している、２．ときどき参加し


ている、３．以前に参加したことがある、４．参加していない の４つであって、現に参


加している人については参加が定期的かどうか、現に参加していない人は過去に参加して


いたかどうか、まったく経験がないかを一度に聞いたことになる。これを以下では「社会


参加度」と表現することにする。また現在参加しているか、いないかの二分法で分析する


こともあり、この場合は「社会参加・非参加」と呼ぶことにする。 
 
(3)社会参加分野のとらえ方 


どのような分野の活動に参加していたのかをとらえるのは問６の質問である。この質問


は現に社会参加している人には「どのような分野の活動ですか」と聞き、現に社会参加し


ていない人（過去に参加していた人も含む）には「どのような分野の活動に興味、関心を


お持ちですか」と聞いている。回答選択肢は、１．地域の生活環境を守ったりイベントな


どの活動、２．趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動、３．児童や青少


年活動の世話役としての活動、４．自然保護や環境保全の活動、５．障害者・老人の手助


け、ファミリーサポートなどの社会福祉活動、６．行政の委員、民生委員、保護司、人権


擁護委員等の活動、７．国際交流に関する活動、８．その他、９．興味・関心のあるもの


がない、となっている。いずれもいくつでも○をつけてもらっている。答えの意味すると


ころは、現に参加していない人の場合は「興味、関心」であるから注意を要する。 
 
(4)社会参加集団の種類のとらえ方 


社会参加している活動はどのような団体が行っているのかをとらえるのは問７の質問で


ある。選択肢は１．町内会・自治会など、２．老人クラブ、３．市町村の学習教室、４．


公営施設・機関のボランティア団体、５．民営施設・機関のボランティア団体、６．NPO
法人、７．当事者団体、８．行政関連の役割（民生委員等）となっていて、複数回答であ


る。 
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Ⅲ．社会的整備への要望の全体像と社会参加度によるちがい 


社会的整備への要望を聞いた質問では、現に社会参加している人は参加の経験から必要


だと感じた要望を回答するだろうし、参加していない人は一般論として答えるだろう。こ


の両者はかなり異なった質問への回答だとも考えられるので、最初に対象者を参加者と非


参加者（過去に参加していた人も含む）にわけて回答を検討してみる。8つの選択肢に複数


回答で回答した結果をまとめて図表１に示した。図表からあきらかなように、「特に必要


ない」「わからない」を除いては、どの項目でも参加者（黒いドット）のほうが高率に社


会的整備への要望を表明している。参加者でも非参加者でも最も高いのが「地域活動の必


要性を多くの人に知らせること」であり、ついで社会参加・非参加で多少比率の高い順番


が異なるが「地域の関係団体が互いに協力しあうこと」「研修や講座を開くこと」「リー


ダー（指導者）を養成すること」が僅差で続いている。 
社会参加者が非参加者より要望比率が高いという傾向は内閣府調査のうち、一般高齢者


調査と参加者調査としてまったく別に対象者を設定した平成10年の調査からも見て取れる。


やはりどの項目も参加者調査のほうが要望をあげた比率が高く、またその差は我々の調査


より大きくなっている。 
 
〔図表１〕社会参加・非参加別 要望する社会的整備 


 


 もう少し詳しい数値を図表２でみると、非参加者は参加者より要望する比率が10％から


20％ほど低い。とくに参加者・非参加者間で大きな差異がみられるのが「地域の関係団体


が互いに協力しあうこと」で、差が20％以上になっている。この項目は、活動してからの


ほうがその重要性に気がつく性格をもつのかもしれない。 
４回の内閣府調査でもこの４項目の要望が高い点は類似しているが、内閣府調査のほう
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はその数値が最も高い平成15年調査でも40％前後で、他の年度では30％前後と、我々の調


査のほうがその比率はだいぶ高い。内閣府調査は参加者も非参加者も合計した数値として


発表されているが、我々の調査の非参加者より低い数値である。すなわち、我々の調査の


対象者、全国厚生年金受給者団体連合会から紹介された回答者は社会的整備への要望が高


い人々だといえるだろう。 
 


〔図表２〕参加・非参加別 要望する社会的整備  ｛複数回答 ％｝ 


  


次に、この問いは複数回答であったので、参加者と非参加者の答え方がどのように異な


ったのかも検討しておきたい。そこで具体的な社会的要望を述べた7つの選択肢と「その他」


を含めた８つのうち、いくつに○をつけたかを調べた。その平均を今度は社会参加度（４


つの選択肢）別にその平均値を計算すると図表３のような結果になり、分散分析で有意な


差があった。参加度が高いほど要望数が多く、また過去に参加していた人はまったく参加


していない人よりは平均要望数が多い。 
 


〔図表３〕社会参加度別 社会的整備要望平均回答数 


社会参加について 平均値 度数 標準偏差


定期的に参加している 2.96 690 1.657


ときどき参加している 2.35 457 1.546


以前に参加したことがある 2.11 237 1.586


参加していない 1.58 386 1.491


合計 2.39 1770 1.67


p＝0.000 


さらに、社会的整備要望に一つも○をつけなかった人に注目してみよう。○を一つもつ


けなかった人は対象者の17.4%にあたる330人もいた。このちょうど３分の１程度が「参加


していない」人である。すなわち、何も参加していない人は回答はしたものの、何も要望


をあげなかった人も少なくないことになる。また、ここで数え上げなかった「特に必要な


い」「わからない」に注目してみよう。参加していない人のうち「特に必要ない」は18人
で、やや多い程度であったが、「よくわからない」は55人、17.8%で特に高率であった。 


結論的に、参加していない人に一般的な要望を聞いても、答えない人、よくわからない


人などがやや多くなっているといえる。要望については、参加している人と参加していな


い人を分けて考える必要があることが改めて確認された。 


  


地域活動


の必要性


の広報 


リーダー


を養成 


地域の団


体の相互


協力 


集会所な


どの施設


研修や講


座を開く 


連絡調整


を行う場


所 


器材の提


供や金銭


援助 


その他 
特に必要


ない 


わから


ない 


参加 75.0 43.0 56.1 30.8 45.4 19.1 23.0 0.8 1.2 2.7


非参加 59.5 31.2 33.7 18.1 36.3 16.7 15.0 0.6 4.9 12.7
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Ⅳ．社会的整備への要望の基本属性によるちがい 


１．男女差 


 要望への男女差を社会参加・非参加別に図表４に示した。現に社会参加している人につ


いて有意な男女差が見られたのは３項目で、「地域活動の連絡調整を行う場所」と「機材


の提供や金銭援助」は男性の方が有意に高率、「地域活動の必要性の広報」は女性のほう


が高率な傾向（p=0.058）であった。 
 ここであげられた要望をよく見ると２つの性格に大別できるように思われる。「地域活


動の必要性の広報」「地域の関係団体が互いに協力しあうこと」「リーダーを養成」の３


項目は、お金をかければすぐに達成される社会的整備ではなくて、ある程度時間をかけて


関係者の努力で達成されるような社会的整備であり、これを「ソフト」な社会的整備だと


分類しよう。他方、「住民のための集会場などの施設」「地域活動のための研修や講座を


ひらくこと」「地域活動の連絡調整を行う場所（ボランティアセンターなど）」「器材の


提供や金銭の援助を行うこと」の４項目は金銭をかければすぐにも実行できる。これを便


宜上「ハード」な社会的整備と分類してみよう。ハードは最高４点、ソフトは最高３点と


いうことになる。男女別に平均点を出してみると、参加者についても非参加者についても


ソフトについては性別に有意差はなかった（参加者男性1.64 女性1.65、非参加者男性1.09 
女性1.05）。ハードについては参加者についても非参加者についても有意な差があり、男


性のほうが高かった（参加者男性1.16 女性0.92 非参加者男性0.80 女性0.59）。男性


は集会場とか連絡調整の場所などハードな社会的整備を要望する傾向がある、とまとめる


ことができよう。 
 
〔図表４－１〕参加者・非参加者別 社会的整備への要望の男女差 ≪社会参加者≫
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〔図表４－２〕参加者・非参加者別 社会的整備への要望の男女差 ≪非参加者≫ 


 


  なお、年齢層によってはあまり違いが見られなかったので図表は省く。 


 


２．居住地の都市規模による差 


   ここでも 参加者と非参加者別に居住地の都市規模による差異をみていく。 


 


〔図表５－１〕居住地の都市規模別 社会的整備への要望の男女差 ≪社会参加者≫ 
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〔図表５－２〕居住地の都市規模別 社会的整備への要望の男女差 ≪非参加者≫ 
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参加者については「地域の関係団体の協力」、非参加者については「集会所などの施設」


についてのみ有意な差異が見られた。「地域団体の相互協力」は、都市規模が小さいほど


要望する比率が有意に高い。都市規模が小さければ相互協力も簡単に行えるかと思うのだ


が、実際には難しいのであろうか。非参加者の「集会所などの施設」は県庁所在地で要望


する比率が高い。大都市になると集会所が身近にないということも多いのかもしれない。 
参加者でも非参加者でも都市規模別でハードとソフトの要望数に有意な差異は見られなか


った。 
 


３．その他の社会的属性による要望数の差 


 その他の社会的属性について、要望数の平均値を求めて差異を検討した。居住地の居住


年数（４カテゴリー別）学歴、世帯の状況（５分類、または一人暮らしとそれ以外の２分


類）などについて有意な差異は見られなかった。 
 


Ⅴ．参加している活動による社会的整備要望のちがい 


 ここでは社会参加している活動によって、社会的整備への要望がどう異なるかを検討す


る。現在参加していない人については「興味・関心をもっている活動」を聞いているので、


その特徴はあまり出ないと考え、分析対象は現在参加している人に限定する。 
 参加している活動の種類によって社会的整備への要望にどのようなちがいがあったのか


を図表６で見た。表側も表頭も複数回答なので複雑で見にくく、また活動分野も同じ人が
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複数にまたがっているから、あまりそれぞれの特徴は出にくい。そこであえて特徴的なと


ころだけを指摘しておこう。「地域活動の必要性の広報」は「児童・青少年活動」や「障


害者・老人の手助け」に参加している人で８割以上が要望しているが、「国際交流」では


ずっと要望が低い。国際交流についての活動はどちらかというと地域を超えたところで行


われているのだろう。 
 
〔図表６〕参加している活動の種類別 社会的整備への要望（複数回答）％ 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 
 
「地域の団体の相互協力」は「障害者や老人の手助け」や「児童・青少年活動」「行政の


委員」などで高く、どちらも地域に根差した活動なのだろう。「リーダーを養成」は「児


童・青少年活動」「趣味・スポーツ」や「行政の委員」で高率である。このように、活動


の種類で要望は少し違うが、大きな違いとは言えない。 
なお、いくつの活動に参加しているかを求めて参加活動数とし、それと要望数の相関係


数をとったところ0.367とかなり高かった。たくさんの活動に加わっている人は多くの要望


を持っているという関連があることがわかる。 
 


Ⅵ．参加している団体の種類による社会的整備要望のちがい 


次に社会参加している人の団体の種類によって社会的整備要望にどういう違いがあるの


かを図表７でみてみた。ここでも対象は現に参加している人に限定する。団体の特徴のほ


うに注目すると「市町村の学習教室」では「集会所などの施設」「研修や講座」などが目


立って高率になっている。いずれも地域で趣味やスポーツを楽しむには切実に必要なもの
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地域の生活環境 79.7 41.8 62.5 32.3 47.4 18.9 22.7 1.1 1.1 2.1 


趣味・スポーツ 75.5 52.0 59.5 37.1 51.4 21.0 27.7 0.8 1.3 1.7 


児童・青少年活動 84.6 53.7 65.8 33.6 47.7 22.8 25.5 0.7 0.7 0.7 


自然保護や社会的保全 79.6 48.2 60.8 35.3 52.9 24.7 28.2 1.6 0.4 1.6 


障害者・老人の手助け 80.9 51.3 67.4 38.7 57.8 24.8 27.4 0.9 0.4 1.3 


行政の委員 78.1 52.5 66.7 36.1 53.6 26.2 29.0 0.0 0.5 1.6 


国際交流 66.7 44.4 44.4 33.3 55.6 44.4 22.2 0.0 5.6 0.0 


その他 75.0 53.3 45.8 36.7 50.0 19.2 23.3 3.3 0.8 2.5 


興味・関心のあるもの 100.0 50.0 75.0 50.0 0.0 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0 
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であろう。「公営機関のボランティア」では「地域団体の相互協力」が「民営機関のボラ


ンティア」より高いところに特徴がみられる。「民営機関のボランティア」や「ＮＰＯ法


人」では「リーダーの養成」への要望が高いところに特徴がある。また「ＮＰＯ法人」に


は「機材の提供や金銭援助」が高いのは、ふだんから公的な援助が少ないからであろう。


反対に「町内会・自治会」や「老人クラブ」はどの要望比率も平均的だが「研修・講座」


は特に低い。「行政機関の役割」では「リーダーを養成」が特に高い。 
 


〔図表７〕参加している活動の団体の種類別、社会的整備（複数回答）要望（％） 
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町内会・自治会など 78.5 43.4 59.0 32.2 46.1 18.8 25.1 0.7 0.9 2.0 


老人クラブ 75.8 47.9 57.9 36.1 47.2 17.9 25.7 0.5 1.5 3.1 


市町村の学習教室など 80.7 49.7 62.7 41.0 64.0 23.6 28.6 0.0 0.6 0.6 


公営施設・機関のボランティア 79.3 49.7 65.3 36.8 58.5 25.4 27.5 1.0 1.0 2.6 


民営施設・機関のボランティア 77.4 52.7 58.2 32.9 52.1 21.9 24.7 2.7 0.7 2.1 


ＮＰＯ法人 71.1 51.1 55.6 40.0 57.8 26.7 33.3 0.0 0.0 0.0 


当事者団体 76.3 51.4 60.1 32.4 54.9 26.0 24.9 1.7 1.2 1.2 


行政関連の役割 79.1 60.9 65.5 37.3 50.9 31.8 30.9 0.9 0.9 0.9 


  


以上から、活動がどのような団体で行われているか、通常の公的支援がどのくらいあるかな


どによって、要望も異なることがわかる。 


 この表は複数回答と複数回答の多重クロス表なので、その意味がわかりにくい。次に個人に


着目して、参加する団体の特徴と社会整備への特徴が関連するのかを見てみた。社会参加団体


の特徴としては第５章 社会参加機会との出会い の図表９の分類を使用した。図表９では、


１、多くの人が参加する町内・自治会 ２、趣味的な要素がある「老人クラブ」と「学習教室


など」 ３、社会貢献色が強い、「ボランティア」「ＮＰＯ」「行政関連」 の３つに分かれ


ていた。ここでは少し分類を変更して町内会・自治会と社会貢献の両方をやっている人も「社


会貢献」のほうに分類し、また図表５の３種類以上に参加している人を「３種類以上」という


新しいカテゴリーに入れた。また当初からあった「当事者団体」を別にたてた。この５分類に


属さない人は分析から落とした。したがってこの分類では１人の人は一つのカテゴリーにしか


属していないことになる。 


参加団体タイプと社会的整備の要望は図表８のようになった。 


 この図表から言えることは、まず「３種類以上」の社会参加をしている人（５番目の縦じま


のバー）は社会的整備への要望がどの項目でも他より高いという点である。いろいろな活動を 
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図表８ 個人の社会参加団体タイプと社会的整備への要望  ％ 


 


 


すればするほど、整備への要望が出てくるのだろう。また「町内会・自治会のみ」（黒のバー）


という人は消極的な社会参加なのかと思うとそうではなくて、やはり社会的整備への要望


はどの項目でも比較的高い。もしかすると、その地域に住んだために自動的に会員となる


一般の町内会・自治会の参加者というよりは、会の運営をになうリーダー格の人が多いの


かもしれない。これとは反対に「社会貢献のみ」の人（灰色のバー）は「研修や講座を開


く」については比較的高いものの、他の要望はおおむね低い。 
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 以上から、社会的整備への要望はどのようなタイプの社会参加かにかかわらずおおむね


「地域活動の必要性を多くの人に知らせる」や「地域の団体の相互協力」などが高率であ


るが、なかでも活動いろいろな団体にわたる人、参加頻度が高い人などが高率に要望して


いるとまとめられる。そのような要望にこたえていくことが、さらに高齢者の社会参加を


活発にすることにつながるだろう。 
 
参考文献 
内閣府 2004「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査結果」 
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会参加と生きがい」に関する調査研究を進めております。このアンケート調査
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持って取り扱い、結果は全て統計的に処理しますので、個人名やおひとりおひと


りの回答内容が公になることはありません。また、ご回答頂きましたものを、調


査以外の目的に使用することもございません。ご多忙中とは思いますが、是非ご


協力くださいますよう、よろしくお願い申し上げます。


○ 調査票へは下記の「記入上の注意」にご留意の上、ご記入いただき、調査票への
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◆ふだんの生活についておうかがいします。


≪全員におうかがいします≫


問１． あなたの現在の状況は次のどれですか？


　１．　就業している ⇒ 問２　へお進み下さい


　２．　就業していない ⇒ お仕事を完全に退かれてから、平成２０年９月末現在で、


約 年経過した。 ⇒ 問３　へお進み下さい


問２． 就業している方にお聞きします。


（１）あなたの就業形態は、次のどれですか。　


１． 正規の社員・従業員 ４． 内職


２． 派遣・嘱託・パートタイマーなど ５． シルバー人材センター（高齢者事業団）


３． 自営業・自由業・家族従業員 ６． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　）


（２）あなたの１週間の勤務日数


（週によって異なる場合は平均を四捨五入してください）


（３）あなたの１日の勤務時間（残業時間を含む）


（日によって異なる場合は平均を四捨五入してください）


≪全員におうかがいします≫


問３． 日頃の自由時間（仕事以外の時間）の使い方を次のように４つの領域に分けるとすると、


１日あるいは１週間の自由時間の平均的な時間配分はそれぞれどのような割合ですか。


◇ 個人的な活動


例) 庭いじりや家事など家庭内のこと。テレビ・ラジオやごろ寝。


趣味(読書、音楽・ビデオ鑑賞、スポーツ、ドライブ、習い事等) 割


◇ 配偶者や家族との活動


例) 行楽や家族サービス 割


◇ 家族以外の親しい人々との交流や活動


例) 友人や仲間と趣味・スポーツ。近隣の人々とのつきあい。 割


◇ 社会的な活動


例) 自治会等の活動やボランティア活動等の社会参加活動。 割


全体 　 割


問４． 日頃の生活情報などについて、おもに利用する媒体やルートは次のうちどれですか。


≪○はいくつでも≫


１． 新聞 ９． 回覧板


２． テレビ １０． 地方自治体の広報誌


３． ラジオ １１． 社会福祉協議会の広報誌


４． インターネット １２． 地元のタウン情報誌


５． 携帯電話 １３． マリオン、サンケイリビング等


６． 友人・仲間 １４． 役場や福祉会館等に置いてあるチラシや掲示板から


７． 配偶者・家族 １５． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


８． 近隣の人々


問１０． 問５で「１．」「２．」とお答えの方では、ボランティア活動等に参加して良かったことは何ですか。


日


時間


10
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≪全員におうかがいします≫


問５． あなたは、地域活動やボランティアなどに参加していますか。何か社会に役立つ活動に参加さ


れていますか。団体活動でも個人の活動でもかまいません。


１．定期的に参加している ３．以前に参加したことがある


２．ときどき参加している ４．参加していない


問６． 問５で「１．」「２．」とお答えの方では、どのような分野の活動ですか。


問５で「３．」「４．」とお答えの方では、どのような分野の活動に興味・関心をお持ちですか。


≪○はいくつでも≫


１． 地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動 ６． 行政の委員、民生委員、保護司、


２． 趣味・ｽﾎﾟｰﾂや学習ｸﾞﾙｰﾌﾟのﾘｰﾀﾞｰとしての活動 人権擁護委員等の活動


３． 児童や青少年活動の世話役としての活動 ７． 国際交流に関する活動


４． 自然保護や環境保全の活動 ８． その他


５． 障害者・老人の手助け、ファミリーサポート （具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　）


などの社会福祉活動 ９． 興味・関心のあるものがない


問７． 問５で「１．」「２．」とお答えの方では、その活動はどのような団体で行なっていますか。


問５で「３．」「４．」とお答えの方では、どのような団体に興味・関心をお持ちですか。


≪○はいくつでも≫


１． 町内会・自治会など ５． 民営施設・機関のボランティア団体


２． 老人クラブ ６． ＮＰＯ法人


３． 市町村の学習教室など ７． 当事者団体


４． 公営施設・機関のボランティア団体 ８． 行政関連の役割(民生委員等)


問８． 問５で「１．」「２．」とお答えの方では、退職後、どのくらい経過してから、社会活動を始めら


れましたか。あるいは、退職前から参加していた方は、何歳くらいから始められましたか。


退職後約 年経過してから。あるいは、退職前ほぼ 歳くらいから。


≪全員におうかがいします≫


問９． 問５で「１．」「２．」とお答えの方では、活動に参加した理由は何ですか。


問５で「３．」「４．」とお答えの方では、参加するとしたらどのようなことが理由となりそう


ですか。≪○はいくつでも≫


１． 地域や社会に貢献したい ７． 生活に張りあいを持たせたい


２． 以前に地域や社会に世話になったお返し ８． 身近な人に誘われて断れなかった


３． 社会貢献をすることは人として当然と思った ９． 将来に備えて


４． 自分の知識や経験を活かしたい １０． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　）


５． 社会や関心事への見聞を広げたい １１． わからない


６． 友人や仲間を増やしたり交流を深めたい


≪全員におうかがいします≫


問１４． 「活動の場」を探す（探した）場合に、利用したい（利用した）情報源は次のどれですか。
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問５で「３．」「４．」とお答えの方では、ボランティア活動等に参加して良いと思われることは何


ですか。≪○はいくつでも≫


１． 人の役に立っているとの実感 ５． 生活に張りあいができる


２． 自分の知識や経験を生かせる ６． 多少とも収入を得られる


３． 社会や関心事への見聞を広げられる ７． 自分の健康にプラスとなる


４． 友人や仲間を増やしたり交流を深められる ８． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　）


問１１． 新規メンバーの募集に有効な情報ルート・方法は何だとお考えですか。


３つまで挙げてください。


１． 口コミで勧誘する


２． 情報誌、タウン誌に募集を載せる


３． ホームページに募集を載せる


４． テレビ、ラジオから情報を流す


５． ボランティアセンターに依頼する


６． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


７． わからない
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問１２． 今後の地域活動やボランティアへの参加について考えをお聞かせ下さい。


１．積極的に参加したい（参加を続けたい） ３．わからない


２．条件が整えば参加したい ４．参加しない


問１３． これまで参加してこなかった方の場合、どのような条件が整えば地域活動やボランティアに参


加されますか。≪○は３つまで≫


１． 時間があれば参加したい ⇒ 現状、時間が取れない理由は何ですか。≪○はいくつでも≫


ａ． 家のこと・家事に時間を取られている


ｂ． 仕事で多忙


ｃ． 趣味で忙しい


ｄ． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　）


２． 経済的余裕があれば


３． 精神的なゆとりがあれば


４． 健康や体力に自身があれば


５． 家族など周囲の理解や協力が得られれば


６． 自分に合った活動があれば


７． いっしょにやる仲間がいれば


８． 何から始めるか、きっかけがつかめれば


９． 多少とも収入が得られれば


１０． 自分の勉強につながれば


１１． 社会貢献等として周りから認めてもらえるならば


１２． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


問１８． 社会参加を活発にするには、一般的にどのようなことを社会的に整備する必要があると


思いますか。≪○はいくつでも≫ 4ページ







１． 新聞 ９． 回覧板や町内会・自治会の広報誌


２． テレビ １０． 地方自治体の広報誌


３． ラジオ １１． 社会福祉協議会の広報誌


４． インターネット １２． 会社のＯＢ会からの連絡


５． 携帯電話 １３． 地元のタウン情報誌


６． 友人・仲間 １４． マリオン、サンケイリビング等


７． 配偶者・家族 １５． 役場や福祉会館等に置いてあるチラシや掲示板から


８． 近隣の人々 １６． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


問１５． 探したがみつからなかった、または参加してみたが自分に合わないと感じた場合、


　　　　　　　その理由は何ですか。≪○はいくつでも≫


１． やりたいことがない ６． 気軽に参加できる雰囲気ではなかった


２． 自分の時間が制約されそう ７． メンバーとうまくやっていけそうな雰囲気


３． 意外に金銭的負担が多い でなかった


４． 入退会に制約が多そう ８． 責任のあるポジションにつけない


５． 事前に考えていた内容と違っていた ９． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　）


≪全員におうかがいします≫


問１６． 社会参加への「きっかけ」になったこと、または、なると思われるものについてお聞かせ下さい。


≪○はいくつでも≫


１． ボランティア等の社会参加を始める気持ちになれば参加したい


２． 既に所属している組織や団体からの新たな参加の誘い


３． 家族、学生時代や元会社の同僚である友人からの誘い


４． 町内会など地域のつながりからの誘い


５． 社会福祉協議会など団体からの誘い


６． 地域活動やボランティアからの誘い


７． 地域活動やボランティアに関する情報を入手して


８． 自治体(行政)の広報等から情報を入手して


９． マスメディア等の情報から社会参加の意義等に共感して


１０． 社会参加の大切さを認識して


１１． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　


１２． わからない


問１７． 社会参加の活動の場を探したり、社会参加への「きっかけ」づくりについて、次の方法で有効と


思うものはどれですか。≪○はいくつでも≫


１． ボランティア団体やNPOの合同交流会


２． ボランティア団体やNPOの体験イベントや説明会


３． ボランティア団体やNPOのホームページ


４． ボランティア等に関するセミナー、講習会


５． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


≪全員におうかがいします≫


問２２． 定年までの職業生活(現役時代)を振り返ったとき、以下の（１）～（５）はそれぞれどの程度あて


はまりますか。あてはまる番号を１つだけ選び、○をつけて下さい。
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１． 地域活動の必要性を多くの人に知らせること ７． 器材の提供や金銭の援助を行うこと


２． リーダー（指導者）を養成すること ８． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　）


３． 地域の関係団体が互いに協力しあうこと ９． 特に必要なことはない


４． 住民のための集会場などの施設 １０． わからない


５． 地域活動のための研修や講座をひらくこと


６． 地域活動の連絡調整を行う場所（ボランティアセンターなど）


◆生活の満足度や生きがい、これまでの生き方などについて


≪全員におうかがいします≫


問１９． いま、あなたはご自分の生活に満足されていますか。


１． 十分満足している


２． まあ満足している


３． どちらともいえない


４． あまり満足していない


５． まったく満足していない


問２０． いま、あなたはどのようなことに生きがいを感じますか。（○は３つまで）


１． 仕事 ８． 子ども・孫・親などの家族・家庭


２． 趣味 ９． 友人など家族以外の人との交流


３． スポーツ １０． 自分自身の健康づくり


４． 学習活動 １１． ひとりで気ままにすごすこと


５． 社会活動 １２． 自分自身の内面の充実


６． 自然とのふれあい １３． その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


７． 配偶者・結婚生活 　


問２１． あなたは最近１年の間に、家族や親戚、友人、近所の人のために、次のようなことをどれ


くらいしましたか。（１）～（４）のそれぞれについて、お答えください。あてはまる番号を１つ


だけ選び、○をつけて下さい。


（１） よその家の家事や買い物を手伝った １ ２ ３ ４ ５ ６


（２） よその家の子どもの世話や遊び相手になった １ ２ ３ ４ ５ ６


（３） 自分の孫の世話や遊び相手になった １ ２ ３ ４ ５ ６


（４） 誰かの相談相手になったり愚痴を聞いてあげた １ ２ ３ ４ ５ ６


F４． 居住地


　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県　　　　　　　　　　　　市区町村


週
２
回
以
上


１
回
も
し
て
い
な
い


月
に
１
回
程
度


年
に
１
回
程
度


週
に
１
回
程
度


年
に
数
回
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（１） 仕事の技術や知識など、専門能力を高めるように努め


てきた １ ２ ３ ４


（２） 部下を指導・育成する能力を高めるよう努めてきた


　 １ ２ ３ ４


（３） チャンスがあれば転職や独立できるよう準備してきた


　 １ ２ ３ ４


（４） 会社や取引先などで幅広い人脈を築いてきた


　 １ ２ ３ ４


（５） 仕事以外のボランティアや地域活動にかかわってきた


　 １ ２ ３ ４


◆最後に、今までお聞きしたことを分析する上で必要な事項についておうかがいします。


≪全員におうかがいします。≫


Ｆ１． 性別： １．男　　　　　　２．女


年齢： 　平成２０年９月末時点


Ｆ２． 現在のあなたの健康状態をお聞かせ下さい。


１．まったく健康　　２．かなり健康　　３．普通　　４．あまり健康でない　　５．まったく健康でない


Ｆ３． 現在、ごいっしょにお住まいの世帯の構成


１． ひとり暮らし


２． 自分たち夫婦だけ


３． 自分たち夫婦（または自分）と未婚の子


４． 自分たち夫婦（または自分）と子ども夫婦（ほかに孫や未婚の子がいる場合を含む）


５． 自分たち夫婦（または自分）と親（ほかに子や孫がいる場合を含む）


６． その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


歳


あてはまる
ある程度
あてはまる


あまり
あてはまら


ない


全く
あてはまら


ない


7ページ







F５． 現在お住まいの地域（市区町村）に住んで何年になりますか。単身赴任で一時離れた場合も、


家族が継続して住んだ期間は年数に含めて下さい。


１． ５年未満 ３． １０年以上２０年未満 ５． ３０年以上


２． ５年以上１０年未満 ４． ２０年以上３０年未満 　


F６． あなたが最後に卒業された学校は、次のどれですか。


１． 小学校・高等小学校・新制中学校 ４． 旧制専門学校・大学・大学院


２． 旧制中学校・旧制高等女学校・ ５． 専門学校・専修学校


旧制実業学校・新制高等学校 ６． その他（　　　　　　　　　　　　　）


３． 旧制高等学校・高等師範学校・新制短大


　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県　　　　　　　　　　　　市区町村


　ご協力、どうもありがとうございました。
　ご記入いただきましたこのアンケートは、返信用封筒に封印しご投函下さい。
　お手数をお掛けし誠に恐縮でございますが、よろしくお願い申し上げます。
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序章 本調査の実施概要 


                            研究主幹 千保 喜久夫 


Ⅰ．本調査の目的 


 長寿化の進む中で、高齢者が健康でまた生きがいを持って暮らすことがますます重要と


なっている。これまでの当機構の調査によると、生きがいは、「熱中できる趣味」や「仕


事のはりあい」とともに、「社会に役立つ」といった社会貢献意識とも密接な関係をもっ


ている。同時に、そうした社会貢献意識は、地域活動やボランティアをはじめとする社会


活動への参加から生まれてくることが多いのである。 


 社会活動への参加、社会貢献意識、生きがいのそれぞれが深く関連しているとすれば、 


シニアが生き生きとした生活を営む上で、一層の社会参加が期待されるだろう。長寿化が


進む中では、生きがいのひとつの大きな要因である「仕事のはりあい」を離れた後の高齢


期における社会参加と生きがいの関係がますます大きな意味合いを持つとも考えられる。


しかし、社会活動に参加する人は少数に留まっているのが実態でもある。 


 本調査の目的は、当機構の調査を含むアンケート調査において示されることの多い社会


活動に参加しない理由のうち、「何から始めるか、きっかけがない」、「自分にあった活動


の場がない」といったケースに着目し、きっかけを作るには、あるいは活動の場を探すに


は、どのような条件等を整えればよいのか探ることである。 


この調査目的をさまざまな角度から検討するため、年金を受給するシニア層の方々に、


地域活動やボランティアなど社会参加の現況、社会参加と健康状態や生きがいとの関係、


現役時代における仕事との関係とともに、日頃の生活情報ルートについても幅広く確認し、


さらに今後の社会参加意欲や参加を促すための社会的に必要なこと、などに関するアンケ


ート調査を実施した。 


 


Ⅱ．調査の方法と研究体制 


１．方法 


 本調査研究を実施するにあたり、次項のとおり研究会を組成し、地域活動やボランテ


ィアの関係者、実践家によるレクチャーを受けるとともに、アンケート調査票の内容に


ついて検討を行い、実施した。アンケート調査票回収後、データを基に本調査目的に沿


った内容について協議し、その結果を分担執筆した。 


 


２．研究体制 


 次頁〔図表１〕研究体制のように研究会を組成し、事務局と一体的な研究体制とした。 


 


３．研究会・関係者レクチャーの開催実績、関係ヒアリング先 


 次頁〔図表２〕調査研究の経緯のように研究会を実施すると伴に、記載の関係先に対


してヒアリングを行なった。 
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〔図表１〕研究体制 


氏名 所属・役職 執筆章


座長 直井　道子 東京学芸大学　教育学部　教授 第６章


委員 西村　純一 東京家政大学　文学部　教授 第２章


前田　信彦 立命館大学　産業社会学部　教授 第３章


富樫　ひとみ 健康科学大学　健康科学部　准教授 第４章


福山　圭一 財団法人　年金シニアプラン総合研究機構　専務理事


千保　喜久夫 財団法人　年金シニアプラン総合研究機構　研究主幹 序章、第５章


事務局 齋藤　博史 財団法人　年金シニアプラン総合研究機構　主任研究員 第１章、第５章


寺田　浩貴 財団法人　年金シニアプラン総合研究機構　主任研究員  
 
〔図表２〕調査研究の経緯 


（１）研究会の実施経緯


　①第１回研究会　平成２０年８月　２日（土）　１３：００～１５：００


ａ） 研究会メンバー紹介


ｂ） 研究趣旨と研究内容、研究会スケジュールの説明


ｃ） アンケート調査票(たたき台)の内容について討議


　②第２回研究会　平成２０年８月２１日（木）　１５：００～１７：００


ａ） 講演会


講師：日野市三沢台ときわクラブ　前会長　木下　正次　様　


内容：老人クラブの運営について


ｂ） アンケート調査票　第２次案の内容について討議


　③第３回研究会　平成２０年９月２６日（金）　１５：００～１７：００


ａ） アンケート調査表　最終案の内容について討議


ｂ） 各委員の報告書執筆テーマについて意見交換


　④第４回研究会　平成２１年１月３０日（金）　１５：００～１７：００


ａ） 講演会


講師：社会福祉法人　目黒区社会福祉協議会


　　　めぐろボランティアセンター・区民活動センター


　　　ボランティア・区民活動係長　　八﨑　正朗　様


内容：ボランティア活動など社会参加活動への取り組みについて


ｂ） 調査結果にかかわる検討と各委員の報告書執筆テーマについて最終調整


　⑤第５回研究会　平成２１年２月２５日（金）　１８：００～１９：００


ａ） 各委員の報告書執筆内容と目次案等報告書の構成について


（２）関係ヒアリング先


　①　港区高輪地区総合支所


　②　白金台福祉会館


　③　港区役所　保健福祉支援部高齢者支援課


　④　東京ボランティア・市民活動センター


　⑤　社会福祉法人　目黒区社会福祉協議会　めぐろボランティア・区民活動センター  


 







 3


Ⅲ．アンケート調査の概要 


１．アンケート調査の対象者と標本について 


アンケート調査の対象者は、調査目的が「長寿化が進む中でのシニアの社会参加と生


きがい」であることから、年金を受給する高齢者とした。具体的には、社団法人全国厚


生年金受給者団体連合会の紹介による茨城県、静岡県、新潟県、長野県、及び長崎県の


各年金受給者協会（連合会）の会員である。 


各県協会（連合会）の会員は厚生年金受給者なので、その現役時代の職歴等は、男性、


女性とも、主に民間被用者であった方々である（当然のことながら、ある程度は、途中


転職等により自営業、公務員期間を含むケース等もあるだろう）。 


対象地域は、大都市圏ではなく、その近郊県と地方圏である。また回答者の現居住地


での在住期間が総じて長いことを考慮して、アンケート調査結果を検討する必要があろ


う。 


 対象者数は、この５つの県協会（連合会）が無作為に抽出した各 1 千名の計 5 千名で


ある。 


 


２．調査実施方法 


 郵送配布・郵送回収法（無記名） 


 


３．調査実施時期 


 平成２０年１０月２０日～平成２０年１１月１４日 
 


４．回収結果 


 発送数：５,０００件 
有効回収数：１,９００件（各県別有効回収数は下表のとおり） 
有効回収率：３８.０％ 


 
 有効回収率は 38.0％であるが、対象者の年齢が高いにもかかわらず有効回収数は 1 千


9 百件確保されており、“元民間被用者等である高齢者”のサンプル数として相当の水準


とみられる。したがって、同層の大まかな実態を反映しているとみなしてよく、そこか


ら導かれる内容は１つのエビデンスを有するものになり得るだろう。 
 


〔図表３〕アンケート発送地域と回収件数 


(単位：件) 茨城県 静岡県 新潟県 長野県 長崎県 不明 合計


回収件数 334 480 362 375 312 37 1,900  
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５．本報告書の用語について 


 本報告書の各論文等において、文脈上「シニア」と「高齢者」とを適宜使い分けているが、


両者はほぼ同意語として使用されている。 


 


６．アンケート調査回答者の基本属性 


（１） 男女別・年齢（Ｆ１－調査票の設問、以下同様） 
 性別では、男性の比率が 76.4％と高い。これは、アンケート調査の対象者が厚生年金


の受給者であることを反映しているものと思われる。男女計で年齢層別構成比をみると、


5 歳刻みでは 70 歳台前半が最多層（32.9％）で、次が 60 歳台後半層（26.5％)である。


また、70 歳以上が 62.1％を占めている。65 歳から 74 歳までのいわゆる前期高齢者層で


は 59.4％、75 歳以上の後期高齢者層は 29.2％となる。 
 


〔図表４〕男女別・年齢 


標本数
５０～
５４歳


５５～
５９歳


６０～
６４歳


６５～
６９歳


７０～
７４歳


７５～
７９歳


８０～
８４歳


８５～
８９歳


９０歳～
年齢性別無
回答


1,451 男 76.4% 0.1% 0.2% 4.4% 19.7% 26.9% 14.8% 7.8% 1.9% 0.5% 4.6%


362 女 19.1% 0.0% 0.3% 1.9% 6.7% 6.0% 2.3% 1.2% 0.6% 0.0% N=


1,813 合計 95.4% 0.1% 0.5% 6.3% 26.5% 32.9% 17.2% 9.0% 2.5% 0.5% 87


性別小計


 
 
（２）就業状況と年齢（問１、Ｆ１） 
 「未就業者」が全体の 73％を占めている。「就業者」は 19.4％だがそのうち 65 歳か


ら 74 歳までで 71.1％となっている。 
 


〔図表５〕就業状況と年齢 


標本数
５０～
５４歳


５５～
５９歳


６０～
６４歳


６５～
６９歳


７０～
７４歳


７５～
７９歳


８０～
８４歳


８５～
８９歳


９０歳～ 無回答等


369 就業 19.4% 0.0% 0.3% 2.8% 8.4% 5.4% 1.5% 0.8% 0.2% 0.1% 7.6%


1,387 未就業 73.0% 0.1% 0.2% 3.4% 17.9% 26.1% 15.1% 7.7% 2.1% 0.4% N=


1,756 合計 92.4% 0.1% 0.5% 6.2% 26.3% 31.5% 16.6% 8.5% 2.3% 0.4% 144


就業の有無


 


 


（３）就業形態（就業者のみ）（問２-（１）） 


 就業者の就業形態をみると、｢派遣・嘱託・パートタイマーなど」が 38.2％と最も高


く、その次に「自営業・自由業・家族従業員」、「シルバー人材センター」が続き、「正規


の社員・従業員」は 13.2％であった。 
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〔図表６〕就業形態（就業者のみ） 


1.3%


6.2%


13.2%


15.3%


25.8%


38.2%


0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%


内職


その他


正規の社員・従業員


シルバー人材センター


自営業・自由業・家族従業員


派遣・嘱託・パートタイマーなど


 
 
（４）現在の健康状態について（Ｆ２） 
 「まったく健康」、「かなり健康」、「普通」までの、概ね健康に問題が無いと思われる


方が約 8 割（77.9％）を占めている。 
 
〔図表７〕現在の健康状態について 


10.7% 20.3% 46.9% 16.4%
1.9%


3.8%


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


まったく健康 かなり健康 普通　　 あまり健康でない まったく健康でない 無回答等


 
 


（５）世帯構成について（Ｆ３） 
「自分たち夫婦だけ」が 43.2％と最も多い。次が、いわゆる三世代世帯とみられる「自


分たち夫婦（または自分）と子ども夫婦」が 19.5％である。これに僅差で「自分たち夫


婦（または自分）と未婚の子」（18.5％）が続き、「ひとり暮らし」は 7.8％である。 
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〔図表８〕 一緒にお住まいの方について 


7.8% 43.2% 18.5% 19.5%


5.5%


1.5%


3.9%


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


ひとり暮らし


自分たち夫婦だけ
自分たち夫婦（または自分）と未婚の子


自分たち夫婦（または自分）と子ども夫婦（ほかに孫や未婚の子がいる場合を含む）
自分たち夫婦（または自分）と親（ほかに子や孫がいる場合を含む）


その他
無回答等


 


 


（６）居住地域とその在住期間について（Ｆ４、Ｆ５） 


アンケート回答者の居住地の都市規模について、「県庁所在地」、「市区(県庁所在地


以外）」、「町村郡」の３区分に分けてみた。県庁所在地在住者は約４分の１を占め、


県庁所在地以外の市区在住者は 63.1％を占めた。 
 


〔図表９〕 居住地の都市規模 


24.6% 63.1% 7.9% 4.4%


0% 20% 40% 60% 80% 100%


県庁所在地 市区（県庁所在地以外) 町村郡 無回答


 


 


 現居住地における在住期間については、8 割程度の大部分が「３０年以上」であり、 
「２０年以上」とした場合は 9 割程度となる。 
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〔図表１０〕居住地での在住期間 


0.7%


1.8%


4.9%


10.2% 79.4% 2.9%


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


５年未満 ５年以上１０年未満 １０年以上２０年未満 ２０年以上３０年未満 ３０年以上 無回答等


 
 
（７） 最終学歴について（Ｆ６） 
「旧制中学校・旧制高等女学校・旧制実業学校・新制高等学校」卒までで 78.4％とな


っている。 
 


〔図表１１〕最終学歴について 


  


回答割合


小学校・高等小学校・新制中学校 31.7%
旧制中学校・旧制高等女学校・旧制実業学校・新制高等学校 46.7%
旧制高等学校・高等師範学校・新制短大 3.9%
旧制専門学校・大学・大学院 8.3%
専門学校・専修学校 4.8%
その他 0.5%
無回答等 4.1%  


 
 








Ⅱ．単純集計結果


【本人調査】


問１．現在の状況（就業しているか否か）


総数
就業して
いる


就業して
いない


無回答


1,900 383 1,435 82


※問１．就業していな場合の退職後経過年数


総数 １年未満
１年以上
５年未満


５年以上
１０年未満


１０年以上
１５年未満


１５年以上
２０年未満


２０年以上
２５年未満


２５年以上 無回答


1,435 25 249 422 372 151 114 69 33


問２（１）．就業形態


総数
正規の社員


・
従業員


派遣・
嘱託・


パートタイ
マーなど


自営業・
自由業・
家族従業員


内職
シルバー人材
センター(高
齢者事業団)


その他 無回答


383 49 142 96 5 57 23 11


問２（２）．１週間の勤務日数


総数 １日以内
１日超
２日以内


２日超
３日以内


３日超
４日以内


４日超
５日以内


５日超
６日以内


６日超
７日以内


無回答


383 17 47 82 41 116 51 16 13


問２（３）．１日の勤務時間


総数 １時間以内
１時間超
２時間以内


２時間超
３時間以内


３時間超
４時間以内


４時間超
５時間以内


５時間超
６時間以内


６時間超
７時間以内


７時間超
８時間以内


８時間超 無回答


383 2 14 32 47 43 46 45 107 22 25


問３．自由時間の使い方における平均的な配分割合　（単位：割)


総数 個人的な活動
配偶者や家族
との活動


家族以外の親
しい人々との
交流や活動


社会的な活動


10.0 4.2 2.0 2.4 1.5


問４．日常生活で利用する媒体やルート（複数回答）


新聞 テレビ ラジオ
インター
ネット


携帯電話 友人・仲間 配偶者・家族 近隣の人々 回覧板
地方自治体
の広報誌


社会福祉
協議会の
広報誌


地元の
タウン
情報誌


1,742 1,736 555 255 205 1,268 959 830 993 1,119 493 264


マリオン、
サンケイ
リビング等


役場や福祉会
館等に置いて
あるチラシや
掲示板から


その他


5 311 57


問５．地域活動やボランティアへの参加状況


総数
定期的に
参加


している


以前に
参加した
ことがある


ときどき
参加


している


参加して
いない


無回答


1,900 690 457 237 386 130


問６．地域活動やボランティアへ参加する場合の活動内容（複数回答）


地域の生活
環境を守った
りイベント
などの活動


趣味・ｽﾎﾟｰﾂ
や学習ｸﾞﾙｰﾌﾟ


のﾘｰﾀﾞｰ
としての活動


児童や青少年
活動の世話役
としての活動


自然保護や
環境保全の


活動


障害者・老人
の手助け、
ファミリーサ
ポートなどの
社会福祉活動


行政の委員、
民生委員、
保護司、


人権擁護委員
等の活動


国際交流に
関する活動


その他
興味・関心
のあるものが


ない


899 655 209 453 360 272 34 175 140


問７．地域活動やボランティアへ参加する場合の所属団体（複数回答）


町内会・
自治会など


老人クラブ
市町村の学習
教室など


公営施設・
機関の


ボランティア
団体


民営施設・機
関のボラン
ティア団体


ＮＰＯ法人 当事者団体
行政関連の


役割
(民生委員等)


1,059 633 292 287 219 79 229 160


問８．「問５」の｢１｣｢２｣の回答者の地域活動やボランティアへの参加時の退職後経過期間


有効数 １年以内
１年超
２年以内


２年超
３年以内


３年超
４年以内


４年超
５年以内


５年超
６年以内


６年超
７年以内


７年超
８年以内


８年超
９年以内


９年超
１０年以内


１０年超


689 294 87 81 17 97 18 13 15 6 39 22


1







問８．「問５」の｢１｣｢２｣の回答者の地域活動やボランティアへ退職前から参加していた方の参加時年齢


有効数 ２９歳以下
３０歳～
３４歳


３５歳～
３９歳


４０歳～
４４歳


４５歳～
４９歳


５０歳～
５４歳


５５歳～
５９歳


６０歳～
６４歳


６５歳～
６９歳


７０歳以上


363 11 25 12 31 21 65 91 73 20 14


問９．地域活動やボランティアに参加した、あるいは参加したい理由（複数回答）


地域や社会に
貢献したい


以前に地域や
社会に世話に
なったお返し


社会貢献をす
ることは人と
して当然と
思った


自分の知識や
経験を活かし


たい


社会や関心事
への見聞を広


げたい


友人や仲間を
増やしたり交
流を深めたい


生活に
張りあいを
持たせたい


身近な人に
誘われて


断れなかった
将来に備えて その他 わからない


1,045 418 688 530 431 986 797 262 102 41 51


問１０．ボランティア活動等に参加して良かったこと、参加して良いと思われること（複数回答）


人の役に
立っている
との実感


自分の知識や
経験を
生かせる


社会や関心事
への見聞を
広げられる


友人や仲間を
増やしたり
交流を


深められる


生活に
張りあいが
できる


多少とも
収入を
得られる


自分の健康に
プラスとなる


その他


994 631 644 1,153 837 93 866 23


問１１．新規メンバーの募集に有効と思われる情報ルート・方法（複数回答）


口コミで
勧誘する


情報誌、
タウン誌に
募集を
載せる


ホームページ
に募集を
載せる


テレビ、
ラジオから
情報を流す


ボランティア
センターに
依頼する


その他 わからない


1,318 859 289 632 394 91 198


問１２．今後の地域活動やボランティアへの参加についてどう考えているか


総数


積極的に
参加したい
(参加を続け


たい）


条件が整えば
参加したい


わからない 参加しない 無回答


1,900 621 775 209 137 158


問１３．これまで社会活動やボランティアに参加してこなかった方の場合、どのような条件が整えば参加するか。（複数回答）


時間が
あれば


参加したい


経済的余裕
があれば


精神的
なゆとり
があれば


健康や体力
に自身
があれば


家族など
周囲の理解や


協力が
得られれば


自分に
合った
活動が
あれば


いっしょに
やる仲間
がいれば


何から始める
か、きっかけ
がつかめれば


多少とも
収入が


得られれば


自分の
勉強に


つながれば


社会貢献等と
して周りから
認めても


らえるならば


その他


176 49 38 153 18 191 95 48 21 25 9 13


問１３「１」．時間があれば参加したいとの回答において、時間が取れない理由は何か。（複数回答）


家のこと・
家事に
時間を


取られている


仕事で
多忙


趣味で
忙しい


その他


82 52 67 18


問１４．「活動の場」を探す（探した）場合に利用したい（利用した）情報源は何か（複数回答）


新聞 テレビ ラジオ
インター
ネット


携帯電話 友人・仲間 配偶者・家族 近隣の人々


回覧板や
町内会・
自治会の
広報誌


地方自治体
の広報誌


社会福祉
協議会の
広報誌


会社の
ＯＢ会から
の連絡


829 592 189 124 60 1,137 316 661 1,014 734 374 183


地元の
タウン
情報誌


マリオン、
サンケイ
リビング等


役場や福祉会
館等に置いて
あるチラシや
掲示板から


その他


183 4 270 38


問１５．探したがみつからなかった、また参加してみたが自分に合わないと感じた場合、その理由は何か。（複数回答）


やりたいこと
がない


自分の
時間が


制約されそう


意外に
金銭的負担
が多い


入退会に
制約が
多そう


事前に
考えていた
内容と


違っていた


気軽に
参加できる
雰囲気


ではなかった


メンバーとう
まくやってい
けそうな雰囲
気でなかった


責任のあるポ
ジションにつ


けない
その他


177 383 112 92 166 233 97 22 43


問１６．社会参加の「きっかけ」になったこと、または、なると思われるものは何か。（複数回答）
ボランティア
等の社会参加
を始める気持
ちになれば参


加したい


既に所属して
いる組織や団
体からの新た
な参加の誘い


家族、学生時
代や元会社の
同僚である友
人からの誘い


町内会など
地域の
つながり
からの誘い


社会福祉
協議会など
団体からの


誘い


地域活動や
ボランティア
からの誘い


地域活動や
ボランティア
に関する
情報を


入手して


自治体(行政)
の広報等から


情報を
入手して


マスメディア
等の情報から
社会参加の意


義等に
共感して


社会参加の
大切さを
認識して


その他 わからない


442 531 352 1,100 357 478 155 284 50 365 45 92
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問１７．社会参加の活動の場を探したり、社会参加への「きっかけ」づくりについて、有効と思われるものは何か。（複数回答）


ボランティア
団体やNPOの
合同交流会


ボランティア
団体やNPOの
体験イベント
や説明会


ボランティア
団体やNPOの
ホームページ


ボランティア
等に関する
セミナー、
講習会


その他


480 667 95 764 93


問１８．社会参加を活発にするには、一般的にどのようなことを社会的に整備する必要があると思うか。（複数回答）


地域活動の
必要性を
多くの人に
知らせること


リーダー
(指導者)
を養成
すること


地域の関係
団体が互いに


協力
しあうこと


住民のため
の集会場
などの施設


地域活動の
ための


研修や講座を
ひらくこと


地域活動の
連絡調整を
行う場所


(ボランティア
センターなど)


器材の提供
や金銭の
援助を
行うこと


その他
特に必要な
ことはない


わからない


1,185 665 833 460 711 306 348 13 42 103


問１９．現在の自分の生活に対する満足度


総数
十分満足
している


まあ満足
している


どちらとも
いえない


あまり満足
していない


まったく
満足して
いない


無回答


1,900 384 1,069 218 115 23 91


問２０．現在のどのようなことに生きがいを感じるか（複数回答）


仕事 趣味 スポーツ 学習活動 社会活動
自然との
ふれあい


配偶者・
結婚生活


子ども・孫・
親などの
家族・家庭


友人など
家族以外の
人との交流


自分自身の
健康づくり


ひとりで
気ままに
すごすこと


自分自身の
内面の充実


その他


241 848 457 67 256 312 230 667 451 627 176 123 10


問２１．最近１年の間に家族や親戚、友人、近所の人のために行ったことについて


問２１（１）．よその家の家事や買い物を手伝った


総数
週２回
以上


週に
１回
程度


月に
１回
程度


年に
数回


年に
１回
程度


１回も
していない


無回答


1,900 67 77 103 246 85 537 785


問２１（２）．よその家の子どもの世話や遊び相手になった


総数
週２回
以上


週に
１回
程度


月に
１回
程度


年に
数回


年に
１回
程度


１回も
していない


無回答


1,900 59 67 90 228 115 525 816


問２１（３）．自分の孫の世話や遊び相手になった


総数
週２回
以上


週に
１回
程度


月に
１回
程度


年に
数回


年に
１回
程度


１回も
していない


無回答


1,900 276 202 233 292 51 276 570


問２１（４）．誰かの相談相手になったり愚痴を聞いてあげた


総数
週２回
以上


週に
１回
程度


月に
１回
程度


年に
数回


年に
１回
程度


１回も
していない


無回答


1,900 122 170 329 454 118 178 529


問２２．定年までの職業生活(現役時代)を振り返り、自分にあてはまるものはどれか。


問２２（１）．仕事の技術や知識など、専門能力を高めるように努めてきた


総数 あてはまる
ある程度
あてはまる


あまり
あてはまら


ない


全く
あてはまら


ない
無回答


1,900 681 600 132 68 419


問２２（２）．部下を指導・育成する能力を高めるよう努めてきた


総数 あてはまる
ある程度
あてはまる


あまり
あてはまら


ない


全く
あてはまら


ない
無回答


1,900 425 578 202 132 563
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問２２（３）．チャンスがあれば転職や独立できるよう準備してきた


総数 あてはまる
ある程度
あてはまる


あまり
あてはまら


ない


全く
あてはまら


ない
無回答


1,900 89 133 308 687 683


問２２（４）．会社や取引先などで幅広い人脈を築いてきた


総数 あてはまる
ある程度
あてはまる


あまり
あてはまら


ない


全く
あてはまら


ない
無回答


1,900 244 491 288 251 626


問２２（５）．仕事以外のボランティアや地域活動にかかわってきた


総数 あてはまる
ある程度
あてはまる


あまり
あてはまら


ない


全く
あてはまら


ない
無回答


1,900 234 368 333 374 591


【フェイスシート】


Ｆ１．性別


総数 男性 女性 無回答


1,900 1,454 363 83


Ｆ１．年齢（平成２０年９月末時点）


総数
５０歳～
５４歳


５５歳～
５９歳


６０歳～
６４歳


６５歳～
６９歳


７０歳～
７４歳


７５歳～
７９歳


８０歳～
８４歳


８５歳～
８９歳


９０歳以上 無回答


1,900 2 9 120 508 633 327 172 50 9 70


Ｆ２．現在の健康状態


総数
まったく
健康


かなり
健康


普通
あまり
健康で
ない


まったく
健康で
ない


無回答


1,900 203 385 892 311 37 72


Ｆ３．現在の住まいの世帯構成


総数
ひとり
暮らし


自分たち
夫婦だけ


自分たち夫婦
（または自
分）と
未婚の子


自分たち夫婦
（または自
分）と子ども
夫婦（ほかに
孫や未婚の子
がいる場合を


含む）


自分たち夫婦
（または自


分）と親（ほ
かに子や孫が
いる場合を
含む）


その他 無回答


1,900 149 821 351 371 105 28 75


Ｆ４．居住地≪県庁所在地、市区(県庁所在地以外)、町村郡、の３つに分けて集計≫


総数 県庁所在地
市区(県庁所
在地以外)


町村郡 無回答


1,900 467 1,199 151 83


Ｆ５．現時の居所の居住期間


総数
５年
未満


５年以上
１０年未満


１０年以上
２０年未満


２０年以上
３０年未満


３０年以上 無回答


1,900 14 35 93 194 1,508 56


Ｆ６．最後に卒業した学校について


総数
小学校・


高等小学校・
新制中学校


旧制中学校・
旧制高等女学
校・旧制実業
学校・新制高


等学校


旧制高等校
・高等師範学
校・新制短大


旧制専門校
・大学
・大学院


専門学校・
専修学校


その他 無回答


1,900 603 887 74 158 92 9 77
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第１章 アンケート調査の結果報告 


 


                            主任研究員 齋藤 博史 


 


Ⅰ．アンケート調査結果について 


 


１．アンケート調査結果 


（１）ふだんの生活について 


①日頃の自由時間の使い方（問３） 
 仕事以外の自由時間の全体を 10 割とした場合、平均的には、家事や趣味などの｢個人


的な活動｣の時間が 4.2 割を占めており最も大きい。次に｢家族以外の友人との活動｣、｢配


偶者や家族との活動｣と続き、｢社会的な活動｣に当てる時間は最も少なく 1.5 割となって 
いる。 
 


〔図表１〕自由時間の使い方                     （平均の単位：割） 


０割 ～１割 ～２割 ～３割 ～４割 ～５割 ～６割 ～７割 ～８割 ～９割 ～１０割 平均


個人的活動 5.1% 5.6% 14.1% 16.4% 12.9% 18.8% 9.9% 8.7% 5.1% 1.8% 1.6% 4.2
配偶者や家族との


活動 12.6% 25.7% 34.1% 15.9% 5.6% 3.7% 0.8% 1.0% 0.3% 0.2% 0.2% 2.0
家族以外の友人と


の活動 7.2% 24.5% 30.6% 19.3% 7.7% 6.6% 2.1% 1.1% 0.6% 0.1% 0.2% 2.4


社会的な活動 27.0% 36.1% 18.3% 9.5% 3.7% 3.2% 0.9% 0.7% 0.5% 0.1% 0.1% 1.5  
 
②日頃の生活情報などについておもに利用する媒体やルート（問４） 


 「新聞」、「テレビ」の利用は 9 割を超え、普遍的な情報源となっている。次に情報入


手のルートとして利用頻度の高いものが｢友人・仲間｣や｢地方自治体の広報誌｣、｢回覧板｣、


｢配偶者・家族｣、｢近隣の人｣である。「インターネット」や「携帯電話」を利用する回答


者はごく少数である。 
 以上を再整理してみると、新聞、テレビを除けば、生活情報の主たるルートは、人的


ネットワーク（「友人・仲間」、「配偶者・家族」、「近隣の人々」。いわば“口コミ”のル


ート）と公的機関等の発信情報（「地方自治体の広報誌」、「回覧板」、「社会福祉協議会の


広報誌」）とに大別できるようである。 
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〔図表２〕日頃の生活情報などについておもに利用する媒体やルート（複数回答） 


0.3%


3.1% 11.0%


13.7%


14.2%


16.7%
26.5%


29.8%


44.6%
51.5%


53.3%


60.1%


68.1%


93.2%


93.6%


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


マリオン、サンケイリビング等


その他


携帯電話


インターネット


地元のタウン情報誌


※チラシや掲示板から


社会福祉協議会の広報誌


ラジオ


近隣の人々


配偶者・家族


回覧板


地方自治体の広報誌


友人・仲間


テレビ


新聞


「※チラシや掲示板から」は、「役場や福祉会館等に置いてあるチラシや掲示板」を調査対象とした


 
 
（２）社会参加について 


①社会参加の経験について（問５） 
 「定期的に参加している」と「ときどき参加している」を合わせると 60％を超える状


況(60.4％)にあり、退職者を中心としたシニアの多くが何らかの社会活動に参加している。


しかし、約３分の１にあたる 32.8％は現在、社会参加をしていない。 
 
〔図表３〕地域活動やボランティアへの参加について 


36.3% 24.1% 12.5% 20.3% 6.8%


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


定期的に参加している ときどき参加している 以前に参加したことがある 参加していない 無回答等


 
 


②参加している社会活動、あるいは参加してみたい社会活動（問６） 


 現在の参加状況を聞いた問５で参加しているとする「１」、「２」への回答者でみると、


「地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動」と「趣味・スポーツや学習グループ


のリーダーとして活動」への参加が多い。問５で参加していないとする「３」、「４」へ


の回答者の場合は、参加してみたい社会活動との意味であり、これは｢興味・関心のある


ものがない｣の選択率が高いことを除けば、問５．「１」「２」への回答者と同様の傾向に


あるものの、その中で相対的には｢自然保護や環境保全の活動｣へ関心が高い。 
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〔図表４〕実施している社会参加活動・実施してみたい社会参加活動(複数回答) 


≪回答項目≫
Ａ． 地域の生活環境を守ったりイベントなどの活動
Ｂ． 趣味・ｽﾎﾟｰﾂや学習ｸﾞﾙｰﾌﾟのﾘｰﾀﾞｰとしての活動
Ｃ． 自然保護や環境保全の活動
Ｄ． 障害者・老人の手助け、ファミリーサポートなどの社会福祉活動
Ｅ． 行政の委員、民生委員、保護司、人権擁護委員等の活動
Ｆ． 児童や青少年活動の世話役としての活動
Ｇ． その他
Ｈ． 興味・関心のあるものがない
Ｉ． 国際交流に関する活動


2.3%


1.7%


1.9%


23.5%
0.4%


7.9%


6.0%
11.1%


9.9%


7.9%
13.8%


11.8%


11.2%


16.4%


15.3%


15.0%


22.2%


20.3%


27.1%


24.3%


25.5%


19.9%


44.8%


36.9%


31.8%


59.4%


50.7%


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%


Ｉ．


Ｈ．


Ｇ．


Ｆ．


Ｅ．


Ｄ．


Ｃ．


Ｂ．


Ａ．


回答者全体の選択率


問５の回答を「１」や「２」とした方の選択率


問５の回答を「３」や「４」とした方の選択率


 


 


 


 







 4


③社会参加を行っている所属団体、あるいは活動を行なう場合興味を持つ団体（問７） 


 問５．｢１｣、｢２｣への回答者でみると、｢町内会・自治会など｣や｢老人クラブ｣など身


近な地域にある団体へ所属している傾向にある。 


 


〔図表５〕社会参加を行っている所属団体、あるいは活動を行なう場合興味を持つ団体 


                                    (複数回答) 


項目 順位 選択率
問５の回答が


「１」と「２」の選択率


町内会・自治会など １位 62.1% 65.4%
老人クラブ ２位 37.1% 39.6%
市町村の学習教室など ３位 17.1% 14.9%
公営施設・機関のボランティア団体 ４位 16.8% 17.9%
民営施設・機関のボランティア団体 ６位 12.8% 13.9%
ＮＰＯ法人 ８位 4.6% 4.3%
当事者団体 ５位 13.4% 16.1%
行政関連の役割(民生委員等) ７位 9.4% 9.8%  


 
④社会活動に参加した時期（問８） 


 問５．｢１｣、｢２｣への回答者のうち退職後に社会活動へ参加をされた方の場合、退職


後｢１年｣以内が 43.5％を占めている。参加率は年月が経過するにつれて緩やかに伸びる


傾向にあり、退職後５年までの間に累計で 83.5％の方が社会活動に参加した。 


〔図表６〕社会参加した時期《退職後参加した場合の退職後経過年数》 


～１年 ～２年 ～３年 ～４年 ～５年 ～６年 ～７年 ～８年 ～９年 ～１０年 １０年超


退職後経過年数 43.5% 11.8% 11.6% 2.5% 14.1% 2.3% 2.0% 2.3% 0.9% 5.8% 3.2%


累積ウエイト 43.5% 55.3% 66.9% 69.4% 83.5% 85.8% 87.7% 90.0% 91.0% 96.8% 100.0%


N= 689  


 


⑤社会参加した年齢（問８） 
 退職前から社会活動に参加した方でみると、55 歳から 59 歳の従来の定年年齢を目前


に控えた時期に最も多くの方が社会参加を始めている(25.1％)。50 歳から 64 歳の間で


63.1％の方々が社会参加を始めている。 
〔図表７〕社会参加した時期《退職前参加した場合の参加年齢》 


～２９歳
３０～
３４歳


３５～
３９歳


４０～
４４歳


４５～
４９歳


５０～
５４歳


５５～
５９歳


６０～
６４歳


６５～
６９歳


７０歳超


退職前
社会参加年齢


3.0% 6.9% 3.3% 8.5% 5.8% 17.9% 25.1% 20.1% 5.5% 3.9%


累積ウエイト 3.0% 9.9% 13.2% 21.8% 27.5% 45.5% 70.5% 90.6% 96.1% 100.0%


N= 363  
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⑥社会的活動に参加した理由、参加するとしたらどの様な理由によるか（問９） 
 問５．｢１｣、｢２｣への回答者でみると、「地域や社会に貢献したい」が最も多い回答で


あった。これは、｢社会貢献をすることは人として当然と思った｣(選択率３位)を加えれ


ば、総じて現に社会活動に参加している方々の社会貢献意識の高さがうかがわれる。 
選択率２位は「友人や仲間を増やしたり交流を深めたい」、４位が｢生活に張り合いを


持たせたい｣であった。 
 


〔図表８〕社会的活動に参加した理由、参加するとしたらどの様な理由によるか(複数回答) 


　　　≪回答項目≫
Ａ． 地域や社会に貢献したい Ｇ． 以前に地域や社会に世話になったお返し


Ｂ． 友人や仲間を増やしたり交流を深めたい Ｈ． 身近な人に誘われて断れなかった


Ｃ． 生活に張りあいを持たせたい Ｉ． 将来に備えて


Ｄ． 社会貢献をすることは人として当然と思った Ｊ． わからない


Ｅ． 自分の知識や経験を活かしたい Ｋ． その他


Ｆ． 社会や関心事への見聞を広げたい
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42.8%


44.3%
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回答者全体の選択率
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問５の回答を「３」や「４」とした方の選択率
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⑦ボランティア活動に参加して良かったことや、良いと思われること（問１０） 
 回答者全体、社会活動参加の有無など、どのカテゴリーでみても｢友人や仲間を増やし


たり交流を深められる｣ことが第１位の選択率となっている。｢問５．｢１｣、｢２｣｣の回答


者でみると、｢人に役に立っているとの実感｣が第２位で、問９における社会貢献意識と


仲間づくりへの回答選択率順位が、本問では逆となった。｢自分の健康にプラスとなる」


など自分自身への効用を感じている傾向も見られる。｢多少とも収入を得られる｣の選択


率は低く、金銭的な面はあまり求めていないものと考えられる。 
 


〔図表９〕ボランティア活動に参加してよかったこと・良いと思われること(複数回答) 


≪回答項目≫
Ａ． 友人や仲間を増やしたり交流を深められる
Ｂ． 人の役に立っているとの実感
Ｃ． 自分の健康にプラスとなる
Ｄ． 生活に張りあいができる
Ｅ． 社会や関心事への見聞を広げられる
Ｆ． 自分の知識や経験を生かせる
Ｇ． 多少とも収入を得られる
Ｈ． その他
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⑧新規メンバーの募集に有効な情報ルート・方法は何と考えるか（問１１） 


「口コミで勧誘する」が約 8 割の選択率で、身近な人や直接のアプローチに効果を感


じているものと推測できる。｢情報誌、タウン誌に募集を載せる｣は身近なところからの


情報発信に期待するものであろう。｢ボランティアセンターに依頼する｣も一定の選択率


があった。 
〔図表１０〕新規メンバーの募集に有効な情報ルート・方法は何と考えるか(複数回答) 


5.5%


11.9%


17.4%


23.8%


38.1%


51.8%


79.5%


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%
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ホームページに募集を載せる


ボランティアセンターに依頼する


テレビ、ラジオから情報を流す


情報誌、タウン誌に募集を載せる


口コミで勧誘する


 
 


⑨今後の地域活動やボランティアへの参加について（問１２） 


 「積極的に参加したい」とする意欲的な方が 32.7％を占めるが、「条件が整えば参加


したい」とする回答が 40.8％と４割を超えている。これを｢問５．｢３｣、｢４｣｣の回答で


見ると｢条件が整えば参加したい｣への回答率は 50.8％となる。この層へのアプローチ如


何によって社会的活動の参加率の高まることが期待される。 
〔図表１１-１〕今後の地域活動やボランティアへの参加について 


32.7% 40.8% 11.0% 7.2% 8.3%


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


１．積極的に参加したい（参加を続けたい） ２．条件が整えば参加したい ３．わからない ４．参加しない 無回答等


 


〔図表１１-２〕今後の地域活動やボランティアへの参加について             


（「問５．「３」、「４」」の回答者） 


5.4% 50.8% 23.4% 20.4%


0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


１．積極的に参加したい（参加を続けたい） ２．条件が整えば参加したい ３．わからない ４．参加しない
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⑩これまで参加してこなかった方は、どのような条件が整えば地域活動やボランティ


アへ参加するか（問１３） 


 回答枝への選択率が高い順でみると、｢自分に合った活動があれば｣、｢時間があれば参


加したい｣、｢健康や体力に自信があれば｣である。｢問１２．｢２｣｣の回答者でみると、選


択率順位は全体の傾向とほぼ同じものの、相対的に｢何から始めるか、きっかけがつかめ


れば｣の選択率が高くなっている。 


〔図表１２〕これまで参加してこなかった方は、どの様な条件が整えば地域活動やボランティア


へ参加するか(複数回答) 


　　　　≪回答項目≫
Ａ． 自分に合った活動があれば Ｇ． 精神的なゆとりがあれば
Ｂ． 時間があれば参加したい Ｈ． 自分の勉強につながれば
Ｃ． 健康や体力に自身があれば Ｉ． 多少とも収入が得られれば
Ｄ． いっしょにやる仲間がいれば Ｊ． 家族など周囲の理解や協力が得られれば
Ｅ． 経済的余裕があれば Ｋ． その他
Ｆ． 何から始めるか、きっかけがつかめれば Ｌ． 社会貢献等として周りから認めてもらえるならば
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回答者全体の選択率


問１２の「２」を回答した方の選択率


 


 


⑪時間があればと回答したケースでの時間の取れない理由（問１３の１） 


 「家事に時間を取られる」とする回答と「趣味で忙しい」とする回答が多い。 


〔図表１３〕時間があればと回答したケースでの時間の取れない理由(複数回答) 


項目 順位 選択率
問１２の「２」を回答
した方の選択率


家のこと・家事に時間を取られている １位 49.4% 26.5%
趣味で忙しい ２位 40.4% 23.2%
仕事で多忙 ３位 31.3% 19.4%
その他 ４位 10.8% 5.2%  
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⑫「活動の場」を探す(探した)場合に利用したい(利用した)情報源は何か（問１４） 


｢問５．｢１｣、｢２｣｣の回答者でみると、「友人・仲間」が 71.0％と最も多く、次に｢回


覧板や町内会・自治会の広報誌｣、｢地方自治体の広報誌｣と続き、身近な友人や公的な情


報媒体を利用している傾向が強い。一方、｢問５．｢３｣、｢４｣｣の回答者では、｢回覧板や


町内会・自治会の広報誌｣の選択率はやはり第１位であるが、次が｢新聞｣そして｢テレビ｣


等で、マスコミュニケーションに頼る度合いが大きい。 
なお、全体でみると、｢配偶者・家族｣の選択率は低く、｢インターネット｣や「携帯電


話」は、この年齢層ではあまり利用されていない印象である。 
〔図表１４〕「活動の場」を探す(探した)場合に利用したい(利用した)情報源は何か 


                                    (複数回答) 


　　　　　≪回答項目≫
Ａ． 友人・仲間 Ｉ． 役場や福祉会館等に置いてあるチラシや掲示板から
Ｂ． 回覧板や町内会・自治会の広報誌 Ｊ． ラジオ
Ｃ． 新聞 Ｋ． 地元のタウン情報誌
Ｄ． 地方自治体の広報誌 Ｌ． 会社のＯＢ会からの連絡
Ｅ． 近隣の人々 Ｍ． インターネット
Ｆ． テレビ Ｎ． 携帯電話
Ｇ． 社会福祉協議会の広報誌 Ｏ． その他
Ｈ． 配偶者・家族 Ｐ． マリオン、サンケイリビング等
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⑬探したが見つからなかった、または参加してみたが自分に合わないと感じた理由（問


１５） 


「自分の時間が制約されそう」が 52.9％で最も高く、次に「気楽に参加でいる雰囲気


ではなかった」が続き、負担感の軽減、気楽さがポイントと考えられる。 
 


〔図表１５〕探したが見つからなかった、または参加してみたが自分に合わないと感じた理由 


                                     (複数回答) 
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⑭社会参加への「きっかけ」となったこと、またはなると思われることはなにか（問


１６） 


全体でみると「町内会など地域のつながりからの誘い」の選択率は 64.2％と最も高く、


２位と 30％ポイント強の差がある。他の回答状況からも身近な人や団体からの勧誘が最


も効果的であると考えられる。 
｢自治体(行政)の広報等から情報を入手して｣は、選択率順位は高くないものの、相応


のきっかけとなることがわかる。 
〔図表１６〕社会参加への「きっかけ」となったこと、またはなると思われることはなにか 


                                    (複数回答) 


　　　　　≪回答項目≫


Ａ． 町内会など地域のつながりからの誘い Ｇ． 家族、学生時代や元会社の同僚である友人からの誘い


Ｂ． 既に所属している組織や団体からの新たな参加の誘い Ｈ． 自治体(行政)の広報等から情報を入手して


Ｃ． 地域活動やボランティアからの誘い Ｉ． 地域活動やボランティアに関する情報を入手して


Ｄ． ボランティア等の社会参加を始める気持ちになれば参加したい Ｊ． わからない


Ｅ． 社会参加の大切さを認識して Ｋ． マスメディア等の情報から社会参加の意義等に共感して


Ｆ． 社会福祉協議会など団体からの誘い Ｌ． その他
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⑮社会参加活動の場を探したり｢きかっけ｣作りについて有効と思われる方法(問１７) 


｢ボランティア等に関するセミナー、講習会」が最も高く、次が｢ボランティア団体や


ＮＰＯの体験イベントや説明会｣となっている。どちらかといえば、交流会や体験イベン


トなどの行動が伴うものをイメージする行事より、まずは｢内容のレクチャーを受けた


い｣といった傾向がうかがえる。ホームページの有効性はかなり低いといった印象である。 
 


〔図表１７〕社会参加活動の場を探したり｢きっかけ｣作りについて有効と思われる方法 


                                    (複数回答) 


項目 順位 選択率


ボランティア等に関するセミナー、講習会 １位 56.6%
ボランティア団体やNPOの体験イベントや説明会 ２位 49.4%
ボランティア団体やNPOの合同交流会 ３位 35.6%
ボランティア団体やNPOのホームページ ４位 7.0%
その他 ５位 6.9%  
⑯社会参加を活発にするための社会的に整備する必要のあることは何か（問１８） 


「地域活動の必要性を多くの人に知らせること」が 70.1％と抜きん出て多く、２位と


約 20％ポイント差がある。次が｢地域の関係団体がお互いに協力しあうおと｣、｢地域活


動のための研修や講座をひらくこと｣である。 
｢住民のための集会場の設置｣、｢器財の提供や金銭の援助を行なうこと｣等、物的な整


備は、社会活動を行なう上では欠かせない要素であるが、それらの選択率順位は以上の


次となっている。 


 


〔図表１８〕社会参加を活発にするための社会的に整備する必要のあることはなにか 


                                   (複数回答) 
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 13


⑰生活への満足度（問１９） 


｢十分満足している｣と｢まあ満足している｣の合計が 8 割弱となっている。 
ただし、この合計値は｢問５．｢１｣、｢２｣｣回答者の方(85.3％)が、｢問５．｢３｣、｢４｣｣


回答者(71.2％)よりやや高い。 
 


〔図表１９〕生活への満足度 
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⑱どのようなことに対して「生きがい」を感じるか（問２０） 


 「趣味」が 51.5％で１位であり、｢子ども・孫・親など家族・家庭｣が 40.5％で２位と


なっている。｢自分自身の健康づくり｣が 38.1％で３位と関心が高く、これらの３つの項


目と結びつく内容の社会参加活動を企画することも社会的活動への参加者増加につなが


るのではないか。 
 


〔図表２０〕どのようなことに対して「生きがい」を感じるか(複数回答) 
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⑲家族や親類、友人、近所の人に過去１年でしてあげたこと（問２１） 


 よその家の家事や買い物の手伝い、子どもの世話などは低く、｢１年に１回もしていな


い｣が 50％近い数値となっている。反面、自分の孫に対する世話等は高い選択率で、「週


２回以上」が 20％を超えるなどその頻度も高い。また、誰かの相談相手になっている頻


度はある程度の水準にあり、世話をする等の行動を伴うものでなければ、お世話したい


との意識が比較的高いものと推察される。 
 


〔図表２１〕家族や親類、友人、近所の人に過去１年でしてあげたこと 
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⑳定年までの職業生活（現役生活）においてあてはまるものはなにか（問２２） 


 知識や技能において自分の専門性を高めたいとする意識が強く、その知識を後継者に


つないでいきたいとする人材育成の考えも強く見られる。また、会社や取引先での人脈


の構築には過半数の方がそれに努めていた。一方、転職に対する意識は低かった。 


 


〔図表２２〕定年までの職業生活(現役生活)においてあてはまるものはなにか 
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第２章  


自由時間の使い方からみた社会参加と生きがい 


 
                         東京家政大学教授 西村 純一 


 


Ⅰ．要旨 


本章では、退職後の生きがい・生活満足度を高めるための社会参加を検討するために


は、社会貢献・地域貢献を目指す公（おおやけ）の場の社会的活動だけではなく、私的


な個人的活動、インフォーマルな場の社会的活動（配偶者・家族との活動や気がおけな


い仲間との活動も小さくても実は大切な社会的活動）、そして仕事（いうまでもなく社会


的活動）も含めて相互関係のなかで検討していく必要がある、という立場に立っている。


ただし、後期高齢者を含む退職者を中心に調査する観点から、本調査では、自由時間（仕


事以外の時間）の使い方という切り口でこの問題を分析・検討することにした。すなわ


ち、自由時間を個人的活動、配偶者・家族との活動、親しい人々との活動、社会的活動


の４領域に分け、１日ないし１週間のおおまかな時間配分を調査し、退職後の自由時間


の使い方に影響する要因、社会参加と自由時間の使い方との関係、生活満足度や生きが


いと自由時間の使い方との関係というかたちで検討した。主な成果は、次の通りである。 
 


１．退職後の自由時間の使い方に影響する要因 


退職後の自由時間の使い方に影響する主たる要因は、年齢が高いこと、男性であるこ


と、健康であること、の３つである。第一に、年代が高いほど仕事・会社に対する執着


（現役志向）が薄れ、仕事以外の社会的活動にエネルギーを振り向けるようになる。第


二に、女性（サラリーマンとしてのキャリアをもつ退職女性である点に注意）は企業組


織でフォーマルな場での参加・貢献を制限されてきたため、その意欲や技術を減退させ


たかもしれない。また、子どもの頃から社会よりも家の内に関心を持つように教育され


てきた。そのため、男性に比べ、女性は社会参加意欲が弱い。第三に、健康を害すると


社会的活動に参加しようにもいろいろと制約がある。 
 


２．社会参加と自由時間の使い方との関係 


 定期的に社会参加している人と時々社会参加している人を合わせた人を社会参加して


いる人と呼び、その自由時間の使い方を検討した。社会参加している人は社会的活動が


多いのは当然であるが、個人的活動が少ないという特徴があった。したがって、個人的


活動の側面から社会参加について見直す必要もあるように思われた。他方、社会参加し


ていない人は、社会的活動が少ないことはもちろんであるが、親しい人々との活動も少


ないという特徴があった。社会参加していない人は社会的接触の乏しい人たちである可
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能性が高い。こうした人たちが閉じこりに陥らないよう、彼らの個人的活動を減らし、


親しい人々との活動や社会的活動を増やしていく対応が重要である。 
個人的活動の多い人は社会参加の動機づけが概して低い。親和動機は親しい人々との


活動を増やすことにつながっているが、親和動機だけでは社会貢献を目指す社会参加に


はつながりにくい。社会貢献を目指す社会参加は、価値観や信念に支えられている側面


が強い。また、「生活に張り合いをもたせる」などの生きがい動機も空回りしてしまい、


必ずしも社会参加につながらないこともある。「趣味で忙しい」人は親しい人々との活動


は増えるが、個人的活動を減らす傾向があった。また、「仕事で忙しい」人や「家のこと・


家事で忙しい」人は親しい人々との活動を減らす傾向があった。 
 


３．自由時間の使い方と生活満足度・生きがいとの関係 


個人的活動が多くなると、生活満足度が低下する傾向が示された。他方、親しい人々


との活動や社会的活動が多いほど、生活満足度が高い傾向が示された。なお、こうした


傾向は男性より女性において強かった。 
また、個人的活動を減らすことが生きがい対象をもつことにつながっていることが示


された。さらに、配偶者・家族との活動を増やすことが生きがい対象を持つことにつな


がっていることが示された。しかし、親しい人々との活動や社会的活動は必ずしも生き


がい対象の創出に結びつかないことが示された。他方、なんらかの生きがい対象をもつ


ことが生活満足度を高めることと関係していることが示された。 
 


Ⅱ．分析 


１．はじめに 


 「サラリーマンの生活と生きがい調査」（シニアプラン年金総合研究機構，2006）に


よれば、退職後「定期的に社会参加している人」と「ときどき社会参加している人」を


合わせた割合（以下、たんに社会参加している人の割合と呼ぶ）は、60 歳代前半男性で


27.9%、60 歳代前半女性で 23.9%、60 歳代後半男性で 38.0%、60 歳代後半女性で 34.4%、


70 歳代前半男性で 39.5%、70 歳代前半女性で 34.0%であった。したがって、サラリー


マンＯＢのうち社会参加する人の割合は概して少ないが、年代とともに増える傾向があ


った。また、どの年代も男性に比して女性の参加が少なかった。 
さらに、同調査では、なぜサラリーマンＯＢが社会参加していないのか、その主要な


理由を調査している。それによると、男性ＯＢは、１位が「何から始めるか、きっかけ


がつかめない」、２位が「自分に合った活動の場がない」、３位が「時間がない」であっ


た。また、女性ＯＢは、１位が「時間がない」、２位が「何から始めるか、きっかけがつ


かめない」、３位が「精神的ゆとりがない」であった。また、男性ＯＢの 62.2%、女性Ｏ


Ｂの 58.4%が条件付き参加の意志を表明していた。 
他方、同調査は、社会参加している人の方が、生活のゆとりに対する満足度、地域活


動・社会貢献の満足度、仕事や地位の満足度などの生活満足度が高い傾向を示していた。
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また、社会参加している人の方が、生きがいを持っている人が多い傾向を示していた。


したがって、サラリーマンＯＢの社会参加の割合を高めていくことが、退職後の生活満


足度と生きがいを高めていく上での、重要な方策であることが示唆された。また、同調


査では、条件付きで社会参加の意思を表明している人が少なくないことから、サラリー


マンＯＢの社会参加の割合を高める余地は十分にあると考えられた。本調査は、このよ


うな観点から意図されたものである。 
しかし、従来の調査で使われてきた「社会参加」とか「定期的参加」という用語は、


やや公の場の社会参加、あるいは社会貢献・地域貢献を目指した社会参加というニュア


ンスが強いように思われる。他方、従来の調査では、配偶者・家族との活動や気がおけ


ない仲間との活動は、インフォーマルな私的活動として、社会参加の範疇からは外れて


いたように思われる。配偶者・家族との活動や気がおけない仲間との活動を社会参加と


みるか否かは論が分かれると思われるが、それぞれ退職後のもっとも重要な社会的活動


であり、退職後の生活満足度や生きがいを考えた場合には、配偶者や家族、気がおけな


い仲間は小さくても大切な社会であることは疑う余地がない。 
先の生きがい調査や本調査では、男性のほうが女性よりも社会参加している人の割合


が多いわけであるが、これは多分に「社会参加」「定期的参加」という用語が回答に影響


を及ぼしている可能性がある。つまり、男性は社会貢献のニュアンスのある「定期的な


社会参加」に反応したのに対して、女性はそれにはあまり反応しなかったというだけの


ことかもしれないのである。しかし、その結果をもって、女性の社会参加の割合が少な


いととるのは少々狭い見方であり、女性は家族や仲間など気のおけない人々とのインフ


ォーマルな社会的活動により多くの時間を割いているということかもしれないのである。 
また、社会参加が多いか少ないかは、これまでのキャリアが影響している可能性があ


るかもしれない。同じサラリーマンであっても、男性は女性よりも企業組織のフォーマ


ルな場への参加の機会が多かったとみられる。そのことが、男性の退職後のフォーマル


な場への社会参加への意欲を高めたり、そうした類の社会参加のスキルを磨いたりする


ことにつながっていたかもしれない。それに対して、女性の多くは企業組織のフォーマ


ルな場への参加を制限されてきたとみられる。そのために、女性は退職後、フォーマル


な場への社会参加への意欲を喪失しているのかもしれない。また、反面、そのことが家


族や気がおけない仲間との活動へとつながっていったのかもしれない。 
いずれにしても、これまでの社会参加の調査方法は、フォーマルな社会活動とインフ


ォーマルな社会活動の違いをさほど明確に区別してこなかった。もしくは、インフォー


マルな社会的活動については私的活動であって、そもそも社会的活動であるという認識


はあまりなかった。しかし、退職後の生活満足や生きがいの問題を考えていく上では、


インフォーマルな社会的活動がきわめて重要であると考えられる。 
そこで、本調査では、従来どおりのフォーマルな社会貢献的色彩の強い社会的活動の


ほかに、私的な個人的活動、配偶者・家族との活動や気のおけない友人・仲間との活動


などのインフォーマルな社会的活動を加えて、多角的に社会参加の問題を検討すること


を意図している。もとより、仕事も重要な社会参加であるが、後期高齢者を含む退職者
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が中心的な対象であることを考慮し、仕事以外の自由時間を個人的活動、配偶者・家族


との活動、家族以外の親しい人々との活動、社会的活動の４領域に分けてそのおおまか


な時間配分から退職者の社会参加の実態により迫ることを狙いとしている。そのなかで、


個人的活動、インフォーマルな社会的活動、フォーマルな社会的活動それぞれの相互関


係についても明らかにしていくことを意図している。 
以下、退職後の自由時間の使い方に影響を及ぼす要因、社会参加と自由時間の使い方


との関係、自由時間の使い方と生活満足度・生きがいとの関係、の３つのパートに分け


てみていくことにしたい。また、これらの分析結果の理解を助けるために、ここに自由


時間に関する質問の具体的内容を示しておく。なお、結果の記述に際しては、「個人的な


活動」「配偶者や家族との活動」「家族以外の親しい人々との交流や活動」「社会的な活動」


をそれぞれ「個人的活動」「配偶者・家族との活動」「親しい人々との活動」「社会的活動」


と簡略化して表記する。 
 


自由時間の使い方に関する質問内容 


 


日頃の自由時間（仕事以外の時間）の使い方を次のように４つの領域に分けるとすると、


１日あるいは１週間の自由時間の平均的な時間配分はそれぞれどのような割合ですか。 


◇個人的な活動 


例）庭いじりや家事など家庭内のこと。テレビ・ラジオやごろ寝。 


趣味（読書、音楽・ビデオ鑑賞、スポーツ、ドライブ、習い事等）・・・・・・・・・・・・・    割 


◇配偶者や家族との活動 


  例）行楽や家族サービス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・    割 


◇家族以外の親しい人々との交流や活動 


例）友人や仲間と趣味・スポーツ。近隣の人々とのつきあい。・・・・・・・・・・・・    割 


◇社会的な活動 


例）自治会等の活動やボランティア活動等の社会参加活動・・・・・・・・・・・・・・     割 


 


  全体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １０割   


 
 


２．退職後の自由時間の使い方に影響する要因 


（１）年齢による自由時間の使い方の違い 


本調査の回答者の年齢範囲は最小 50 歳、最大 95 歳、平均 72.1 歳、標準偏差 6.0 歳で


あった。また、年齢構成比は、65 歳未満 6.9%、60 歳代後半 26.7%、70 歳代前半 33.3%、


70 歳代後半 17.2%、80 歳代以上 15.8%であった。従来の調査に比べて、後期高齢者の


結果を含む点が本調査のひとつの特色である。表１と図１は、年齢区分別に４領域の平


均的時間配分を示したものである。全体としては、第１位は個人的活動で 4.2 割、第２


位は親しい人々との活動で 2.4 割、第３位は配偶者・家族との活動で 2.0 割、第４位は
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社会的活動で 1.5 割であった。時間配分としては個人的活動が圧倒的に多く、次いで親


しい人々との活動、配偶者・家族との活動、社会的活動の時間はもっとも少なかった。 
年齢的に見ると、個人的活動は年齢と共に減少するが、80 歳代以上は逆に増えた。こ


れは、80 歳代以上になると加齢による心身機能の低下が大きくなり、社会的な活動の範


囲を縮小するようになるためと推測される。配偶者・家族との活動は 60 歳代後半にピー


クがあり、その後は年代と共に減少した。親しい人々との交流や活動は 70 歳代に増える


が、80 歳代以上は減少した。社会的活動は年代と共に増えるが、70 歳代後半にピーク


に到達するとみられる。 
 


表１ 年齢と 4領域の平均的時間配分（単位：割）との関係 


年齢区分 個人的活動 配偶者・家族との活動 親しい人々との活動 社会的活動 


65 歳未満 4.8 1.9 2.2 1.1 


60 歳代後半 4.4 2.2 2.2 1.3 


70 歳代前半 4.1 2.0 2.4 1.5 


70 歳代後半 3.9 1.9 2.5 1.7 


80 歳代以上 4.3 1.8 2.3 1.6 


合計 4.2 2.0 2.4 1.5 
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図１　年齢と4領域の平均的時間配分
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（２）性別による自由時間の使い方の違い 


本調査の性別構成比は、男性 80%、女性 20%であった。男性が圧倒的多数を占めてい


る。したがって、全体的傾向は女性よりも男性の傾向を強く反映している点に留意して


みていく必要がある。 
表２と図２は、性別に４領域の平均的時間配分を示したものである。男性は女性に比
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べて社会的活動時間がやや多い傾向があった。逆に、男性は女性に比べて親しい人々と


の活動や個人的活動はやや少ない傾向があった。 


 


表２ 性別と 4領域の平均的時間配分（単位：割）との関係 


性別 個人的活動 配偶者や家族との活動 家族以外の人々との活動 社会的活動


男 4.2 2.0 2.3 1.5 


女 4.5 1.9 2.5 1.2 
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図２　性別と4領域の平均的時間配分
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（３）健康状態による自由時間の使い方の違い 


本調査の回答者の健康状態別構成比は、「まったく健康」10.7%、「かなり健康」20.3%、


「普通」46.9%、「あまり健康でない」17.0%、「まったく健康でない」1.9%であった。


概ね「普通」以上の健康状態を保持している人が 8 割弱、「健康でない」状態の人が 2
割弱であった。 


表３と図３は、健康状態別に４領域の平均的時間配分を示したものである。健康状態


の良好なほど社会的活動や親しい人々との活動は多くなる傾向がある。また、健康状態


の良好なほど個人的活動は少ない傾向がある。したがって、健康状態がよくないと社会


的活動や親しい人々との活動が制約されることを示唆している。また、個人的活動の多


い人のなかには、健康状態のよくない人が少なからず含まれているとみられる。 
 


表３ 健康状態と 4領域の平均的時間配分（単位：割）との関係 


健康状態 個人的活動 配偶者や家族との活動 家族以外の人々との活動 社会的活動 


まったく健康 3.5 2.0 2.6 1.9 


かなり健康 3.9 1.9 2.5 1.7 


普通 4.3 2.1 2.3 1.4 


あまり健康でない 4.9 1.9 2.2 1.1 


まったく健康でない 4.9 2.4 1.7 1.1 
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図３　健康状態と4領域の平均的時間配分
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（４）同居状態による自由時間の使い方の違い 


本調査の回答者の同居状態の構成比は、「一人暮らし」7.8%、「自分たち夫婦だけ」43.2%、


「自分たち夫婦（または自分）と未婚の子」18.5%、「自分たち夫婦（または自分）と子


ども夫婦（ほかに孫や未婚の子がいる場合）」19.5%、「自分たち夫婦（または自分）と


親（ほかに子や孫がいる場合）」5.5%であった。 
表４は、同居状態別に４領域の平均的時間配分を示したものである。同居状態は社会


的活動とはほとんど関係なかった。ただし、個人的活動や親しい人々との活動は一人暮


らしに多く、配偶者・家族との活動は夫婦だけに多い傾向があった。 
 


表４ 同居状態と 4領域の平均的時間配分（単位：割）との関係 


同居状態 個人的活動 配偶者や家族との活動 家族以外の人々との活動 社会的活動


ひとり暮らし 4.7 0.7 3.1 1.5 


自分たち夫婦だけ 4.2 2.3 2.2 1.4 


自分たち夫婦（または自分） 


と未婚の子 


4.3 1.9 2.4 1.5 


自分たち夫婦（または自分） 


と子ども夫婦（他に孫や未 


婚の子がいる場合） 


4.0 2.0 2.5 1.6 


自分たち夫婦（または自分） 


と親（他に子や孫がいる場 


合を含む） 


4.5 1.9 2.2 1.4 


その他 4.7 1.7 2.2 1.3 
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（５）居住地域による自由時間の使い方の違い 


本調査の回答者の居住地域の構成比は、県庁所在地 25.4%、県庁所在地以外の市区


66.1%、町村郡 8.4%であった。したがって、本調査の回答者は県庁所在地以外の市区に


居住している人々が圧倒的多数を占めている。 
表５は、居住地域別に４領域の平均的時間配分を示したものである。居住地域も自由


時間の使い方とあまり関係なかった。ただし、県庁所在地や町村郡に比べて県庁所在地


以外の市区は個人的活動の時間がやや少ない傾向がある。なお、居住年数は自由時間の


使い方とほとんど関係が認められなかった。 


 


表５ 居住地域と 4領域の平均的時間配分（単位：割）との関係 


居住地域 個人的活動 配偶者や家族との活動 家族以外の人々との活動 社会的活動


県庁所在地 4.4 2.1 2.2 1.4 


市区（県庁所在地以外） 4.1 2.0 2.4 1.5 


町村郡 4.4 2.0 2.3 1.3 


 


（６）最終学歴による自由時間の使い方の違い 


本調査の回答者の最終学歴の構成比は、「小学校・高等小学校・新制中学校」29.0%、


「旧制中学・旧制高等女学校・旧制実業学校・新制高等学校」27.5%、「旧制高等学校・


高等師範学校・新制短大」4.3%、「旧制専門学校・大学・大学院」9.6%、「専門学校・専


修学校」5.2%であった。 
表６は最終学歴別に 4 領域の平均的時間配分を示したものである。それによると、社


会的活動は最終学歴とほとんど関係なかった。ただし、個人的活動は「旧制中学・旧制


高等女学校・旧制実業学校・新制高等学校」に多かった。配偶者・家族との活動は比較


的高学歴に多かった。親しい人々との活動は「旧制専門学校・大学・大学院」で少なか


った。 
 


表６ 最終学歴と 4領域の平均的時間配分（単位：割）との関係 


最終学歴 個人的 


活動 


配偶者や家族 


との活動 


家族以外の人々 


との活動 


社会的 


活動 


小学校・高等小学校・新制中学校 4.1 1.8 2.7 1.4 


旧制中学・旧制高等女学校・旧制実業学校・


新制高等学校 


4.3 2.0 2.2 1.5 


旧制高等学校・高等師範学校・新制短大 4.2 2.0 2.3 1.6 


旧制専門学校・大学・大学院 4.2 2.2 2.1 1.6 


専門学校・専修学校 4.1 2.2 2.3 1.4 


その他 6.4 1.4 1.4 0.9 
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（７）就業状況による自由時間の使い方の違い 


本調査の回答者の就業状態の構成比は、就業 21.1％、未就業 78.9％であった。 
 表７は、就業状態と４領域の平均的時間配分との関係を示したものである。就業状態


は社会的活動の時間や個人的活動の時間とは関係なかった。ただし、就業者は未就業者


よりも配偶者・家族との活動が多い傾向があった。逆に、就業者は未就業者よりも親し


い人々との活動が少ない傾向があった。 
 なお、未就業者に限定すると、社会参加の退職後年数（平均 3.5 年、標準偏差 4.2 年）


と社会的活動との間に 0.058、配偶者・家族との活動との間に－0.076、それぞれ統計的


に有意な相関があった。これは、退職後年数が多いほど社会的活動時間が増加し、配偶


者・家族との活動時間が減少する傾向があることを示している。退職後年数が多いほど


社会的活動が増えるのは、仕事がなくなった分、そのエネルギーを社会的活動に振り向


けるようになるためと推察される。この傾向は、年齢が高いほど社会的活動が増えると


いう傾向と基本的に同じものと考えられる。 
 


表７ 就業状況と 4領域の平均的時間配分（単位：割）との関係 


就業状況 個人的活動 配偶者や家族との活動 家族以外の人々との活動 社会的活動 


就業 4.3 2.2 2.1 1.4 


未就業 4.2 1.9 2.4 1.5 


 


（８）小括 


 ここで退職後の自由時間の使い方に影響する要因の結果を整理しておく。本調査の社


会的活動は例示などからフォーマルな場への社会参加を表していると考えられるが、そ


うした意味での社会的活動の時間配分を増加させる要因としては、年代が高いこと、男


性であること、健康であること、の３つを指摘することができる。逆にいうと、社会的


活動の時間配分を減少させる要因としては、年代が若いこと、女性であること、健康で


ないこと、の３つを指摘することができる。 
 年代が高いほど、社会的活動の時間配分が高まるのは、年代が高いほど仕事・会社に


対する執着（現役志向）が薄れ、仕事以外のフォーマルな場の社会参加にエネルギーを


振り向けるようになるためと考えられる。2007 年問題として大量退職する団塊の世代の


地域デビューが話題に上ったが、実際には、団塊の世代は 2007 年には地域デビューし


なかった。まだまだ、現役として仕事・会社を継続していきたいというのが団塊の世代


の本音であったとみられる。したがって、団塊の世代の地域デビューはまだ先のことで


はあるが、社会的活動の時間配分の年代的増加傾向に鑑みるに、団塊の世代の多くが地


域社会に参入してくるのは 70 歳代以降にずれ込むと予想される。 
また、女性より男性の方が社会的活動の時間配分が多いが、こうした傾向は、「サラリ


ーマンの生活と生きがい調査」（2006）の結果と一致している。もともと現役のときか


ら男性の方が女性よりも企業組織のフォーマルな社会的活動に参加する機会が多く、そ


うしたフォーマルな社会的活動の場への参加意欲、そのために磨いてきたスキルを退職
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後も活かして生きたいと考える人が多いためと思われる。さらに、遡って考えると、こ


の年代の場合には、子どもの頃から、男性は社会的に活躍することに関心をもつように


育てられてきているのに対して、女性は家庭的であることが好ましいとして育てられて


きたことも影響しているとみられる。したがって、退職後の社会的活動の割合を全体と


して高めていくためには、男性もさることながら女性の社会参加を促進することが課題


になってくると思われる。逆に、男性はもっと配偶者・家族との活動や親しい人々との


活動などインフォーマルな社会的活動に参加することがあっていいのかもしれない。 
さらに、健康であるほうが健康でないほうに比べて社会的活動の時間配分が多いのは、


健康を害すると社会的活動に参加しようにもいろいろと制約が出てきてしまうためと考


えられる。健康長寿、心身機能の維持の上からも社会的活動が重要であるということで


あろう。 
 


３．社会参加と自由時間の使い方との関係 


（１）社会参加の状況による自由時間の使い方の違い 


 先の生きがい調査においても本調査においても、社会参加している人の割合は、男性


67.2%、女性 56.5%であり、男性が女性より多かった。また、社会参加している人の割


合は、年代別にみると、60歳代前半は 57.4%、60歳代後半は 64.2%、70歳代前半は 68.7%、


70 歳代後半は 69.3%、80 歳代前半は 61.9%であり、70 歳代後半にピークがあった。そ


こで、こうした社会参加しているか、否かに関する意識が自由時間の使い方とどのよう


な関係にあるか、職業的活動による社会参加から隔離して検討すべく、未就業者に限定


して分析してみた（表８）。 
 


表８ 社会参加の状況別にみたと 4領域の平均的時間配分（単位：割，カッコ内は度数） 


            定期的に参加 ときどき参加 以前に参加 参加していない   F 値 有意性 


個人的活動        3.3(504)       4.3(291)    5.0(153)     5.7(228)      79.4  *** 


配偶者・家族との活動    1.8(504)       2.0(291)    2.0(153)     2.0(228)       1.4  NS 


親しい人々との活動      2.6(504)       2.5(291)    2.2(153)     1.9(228)       9.1    *** 


社会的活動              2.4(504)       1.3(291)    0.8(153)     0.3(228)     162.7    ***  


                                         *** p<.001    ** p<.01   * p<.05 


 


 それによると、定期的に参加しているほど、個人的活動が少なく、社会的活動が多い


傾向が明瞭であった。また、社会参加していない人は、社会的活動が少ないことはもち


ろんであるが、親しい人々との活動も少なかった。社会参加していない人々は個人的活


動が顕著に多く、配偶者・家族との活動がやや多い傾向があった。それゆえ、社会参加


しないことの原因の一端は個人的活動にあると思われる。家事や家庭内のことに縛られ


ている、テレビ・ラジオやごろ寝など無為に時間を過ごしている、などの可能性が考え


られる。したがって、個人的活動をなんらかの方法で減らすことができれば、社会参加


の余地が広がると思われる。 
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（２）活動分野による自由時間の使い方の違い 


活動分野（複数回答の％）は、１位が「地域の生活環境を守ったり、イベントなどの


活動」（59.4%）、２位が「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」（44.8%）、


３位が「自然保護や環境保全の活動」（24.3%）、４位が「障害者・老人の手助け、ファ


ミリーサポートなどの社会福祉活動」（22.2%）であった。したがって、「地域の生活環


境を守ったり、イベントなどの活動」と「趣味・スポーツや学習グループのリーダーと


しての活動」の二つが他の分野に比して圧倒的に多かった。 
そこで、こうした活動分野によって、自由時間の使い方に違いが生じるのか、活動分


野と自由時間の使い方との相関を分析してみた（表９）。 
 


表９ 社会参加の分野と 4領域の時間配分との相関係数 


             個人的活動  配偶者・家族との  親しい人々との  社会的活動 


                       活動         活動 


地域の生活環境を守る      -.014          -.001               -.013            .033 


趣味・スポーツ・学習 


グループのリーダー            -.193 **        -.022               .209 **         .064 * 


自然保護や環境保全              -.008            .040              -.029            .006 


障害者・老人の手助け 


などの社会福祉活動            -.137 **         .028              -.070 *          .222 ** 


行政の委員、民生委員等          -.118 **        -.017              -.087 **         .256 ** 


児童・青少年の世話役            -.091 **        -.016              -.002            .132 ** 


国際交流                        -.010            .024              -.051            .040 


 


 


活動分野と個人的活動との相関についてみると、すべて負の相関を示した。これは、


どの分野であれ、参加することによって個人的活動が減ることを意味している。とくに


「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」や「障害者・老人の手助け、


ファミリーサポートなどの社会福祉活動」などの分野に参加している人は個人的活動が


少ない傾向が示された。また、どの分野も配偶者・家族との活動とはほとんど関係なさ


そうである。活動分野と親しい人々との活動との相関についてみると、「趣味・スポーツ


や学習グループのリーダーとしての活動」とは正の相関が示されたが、「行政の委員、民


生委員、保護司、人権擁護委員等の活動」や「障害者・老人の手助け、ファミリーサポ


ートなどの社会福祉活動」とは負の相関が示された。これは、「趣味・スポーツや学習グ


ループのリーダーとしての活動」の分野に参加すると親しい人々との活動が増えるが、


逆に「行政の委員、民生委員、保護司、人権擁護委員等の活動」や「障害者・老人の手


助け、ファミリーサポートなどの社会福祉活動」の分野に参加すると親しい人々との活


動が減ることを意味している。どの分野も社会的活動とは正の相関を示しており、どの


分野に参加しても社会的活動が増えることを意味している。とくに「行政の委員、民生
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委員、保護司、人権擁護委員等の活動」や「障害者・老人の手助け、ファミリーサポー


トなどの社会福祉活動」の分野に参加すると社会的活動が顕著に増える傾向があった。 
 


（３）参加活動団体による自由時間の使い方の違い 


参加活動団体は、１位が「町内会・自治会」（62.1%）、２位が「老人クラブ」（37.1%）、


３位が「市町村の学習教室」（17.1%）、４位が「公営施設・機関のボランティア団体」


（16.8%）であった。したがって、「町内会・自治会」と「老人クラブ」のふたつが他の


団体に比して圧倒的に多かった。 
そこで、こうした参加活動団体によって、自由時間の使い方に違いが生じるのか、参


加活動団体と自由時間の使い方との相関を分析してみた（表１０）。 
 


表１０ 社会参加の団体と 4領域の時間配分との相関係数 


             個人的活動  配偶者・家族との  親しい人々との  社会的活動 


                       活動         活動 


町内会・自治会など       -.090 **         .043                .054            .031 


老人クラブ                -.162 **         -.059               .235 **         .042 


市町村の学習教室など           -.064 *           .067 *             .007            .023 


公営施設・機関のボラン 


ティア団体              -.086 **         -.009              -.071 *          .184 ** 


当事者団体                      .020            -.095 **             .018            .037  


民営施設・機関のボラン 


ティア団体               -.037            -.002              -.059            .105 ** 


行政関連の役割                 -.047            -.038              -.099 **         .191 ** 


ＮＰＯ法人                     -.084 **          .017              -.019            .120 ** 


 


 


参加活動団体と個人的活動との相関についてみると、すべて負の相関を示した。これ


は、どの活動団体に参加しても、参加することによって個人的活動が減ることを意味し


ている。また、配偶者・家族との活動は、市町村の学習教室とは正、当事者団体とは負


の相関があった。これは、市町村の学習教室に参加する人は配偶者・家族との活動が多


いのに対して、当事者団体に参加する人は配偶者・家族との活動が減る傾向にあること


を示している。同様にして、老人クラブに参加する人は親しい人々との活動が増えるが、


公営施設・機関のボランティア団体や行政関連の役割を持つ人は親しい人の活動が減る


傾向にあることが示された。どの活動団体も社会的活動との相関は正であり、団体に参


加することによって社会的活動が増加する傾向を示している。とくに公営施設・機関の


ボランティア団体や行政関連の役割に参加することは社会的活動が増えることを示して


いる。これは、公営施設・機関のボランティア団体や行政関連の役割に参加することに


よって親しい人々との活動が減ることと連動していると考えられる。 







 13


（４）社会参加の理由による自由時間の使い方の違い 


社会参加の理由（複数回答の％）は、１位が「地域や社会に貢献したい」（65.0%）、


２位が「友人や仲間を増やしたり、交流を深めたい」（58.4%）、３位が「社会貢献する


ことは人として当然と思った」（45.5%）、４位が「生活にはりあいをもたせたい」（42.8%）


であった。ここからいえることは、やはり「社会参加」という言葉には、社会や地域へ


の貢献という意味が強く、多くの人たちが、そうした意味に反応しているということで


ある。また、「友人や仲間を増やしたり、交流を深めたい」という理由が２位を占めたと


いうことは、社会貢献という動機づけは、友人や仲間を求める動機づけと決して矛盾し


ておらず、近い関係にあることを示しているといえる。したがって、友人や仲間を増や


す延長線上に社会参加を考えていけば、比較的無理なく社会参加への道が開けてくるの


ではないかとも考えられる。女性は男性に比べて社会参加が少ないわけであるが、女性


は男性に比べて友人や仲間は多いとみられ、そのあたりに女性の社会参加を促進する鍵


があるように思われる。また、「生活にはりあいをもたせたい」が上位に食い込んでおり、


このことは社会参加が生きがいをもたらす重要な活動のひとつであることを示している


といえよう。 
そこで、こうした社会参加の理由が、自由時間の使い方とどのように関係しているか、


相関を分析してみた（表１１）。 
社会参加の理由と個人的活動との相関についてみると、すべて負の相関を示した。こ


れは、社会参加に対する前向きの理由は、個人的活動とまったく逆の方向性をもってい


ることを意味している。したがって、個人的活動が多い場合には、社会参加の動機づけ


は概して低いと推察される。社会参加の理由は、配偶者・家族との活動とはほとんど関


係なさそうである。社会参加の理由と親しい人々との活動との相関についてみると、唯


一、友人・仲間を増やしたいとの間に相関があった。親しい人々との活動はこうした親


和動機が根底にあると考えられる。社会参加の理由と社会的活動との相関についてみる


と、概して、正の相関であり、個人的活動の場合とは対照的である。なかでも、「社会貢


献は人として当然」「地域や社会に貢献したい」との相関が顕著であり、フォーマルな社


会的活動はこうした価値観に支えられている側面が強いといえよう。他方、「友人・仲間


を増やしたい」「生活に張り合いをもたせる」などは、意外と社会的活動と相関が低いこ


とが示された。女性の社会参加を増やすひとつの道筋として、女性の親和動機をベース


として社会参加に発展させていくやり方があるのではないか、という可能性を指摘した


が、この結果は、親和動機だけを発展させて社会的活動に結びつけることは、現実には


なかなか困難であることを示しているように思われる。また、社会的活動から生きがい


が生まれる可能性があると思われるが、「生活に張り合いをもたせる」という理由が社会


的活動とあまり関係ないという結果も考えさせられる。したがって、「生活に張り合いを


持たせたい」という動機があっても、そうした動機が空回りして必ずしも社会的活動に


つながっていないとこともあるということを認識しておく必要がある。 
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表１１ 社会参加の理由と 4領域の時間配分との相関係数 


             個人的活動  配偶者・家族との  親しい人々との  社会的活動 


                       活動         活動 


地域や社会に貢献したい     -.149 **         .035                .014            .172 ** 


友人や仲間を増やしたい          -.154 **         .023                .178 **         .021 


社会貢献は人として当然          -.163 **        -.002                .012            .225 ** 


生活に張り合いを持たせる        -.010           -.001                .011            .003 


自分の知識や経験を活かしたい    -.103 **         .014               -.001            .141 ** 


地域や社会に恩返ししたい        -.089 **        -.033                .013            .151 ** 


見聞を広げたい                  -.059 *          .013               -.007            .082 ** 


身近な人に誘われた              -.022           -.008               -.026            .074 ** 


将来に備えて                    -.073 **        -.036                .045            .096 ** 


 


（５）社会参加の時間がとれない理由による自由時間の使い方の違い 


 時間があれば社会参加したいと考えている人について、時間がとれない理由によって


自由時間の使い方にどのような違いがあるのか、多忙な意識と時間の使い方との相関を


分析してみた（表１２）。 
   


表１２ 時間がとれない理由と 4領域の時間配分との相関係数 


             個人的活動  配偶者・家族との  親しい人々との  社会的活動 


                       活動         活動 


家のこと・家事で忙しい      .041            .104               -.171 *         -.013 


仕事で忙しい                .060            .161               -.184 *         -.092 


趣味で忙しい               -.195 **        -.061                .335 **        -.030 


 


個人的活動との関連についてみると、「趣味で忙しい」という理由との間に負の相関が


認められた。これは、趣味で忙しい人ほど、家事・家庭内のこと、テレビ・ラジオ・ご


ろ寝などの個人的活動の時間がとれないことを意味している。配偶者・家族との活動は、


どの時間がとれない理由ともあまり関係がなかった。親しい人との活動は、「仕事で忙し


い」「家のこと・家事で忙しい」とは負、「趣味で忙しい」とは正の関係を示した。した


がって、「仕事で忙しい」「家のこと・家事で忙しい」場合には親しい人々との活動が減


る傾向にあるのに対して、「趣味で忙しい」場合には親しい人々との活動が増えることを


示している。とりわけ、「趣味で忙しい」と親しい人との活動との相関は比較的高く、親


しい人々との活動はかなり趣味に関連していると推察される。他方、社会的活動は意外


にもどの理由とも関係していないことが示された。これは、どのように考えればよいの


か一概にいえないが、社会的活動は決して時間的な理由ではなく、やはり社会参加に対


する価値観なり考え方なりが影響しているように思われる。 
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（６）小括 


 社会参加している人は当然のことではあるが、社会的活動が多いことが確認された。


他方、社会参加している人は個人的活動が少ないことも確認された。従来、社会参加や


不参加の理由を考える際に、社会参加の側面からのみ考えることが多く、個人的活動の


側面から社会参加について考えることをしないできたが、実は社会参加を増やしていく


ためには個人的活動の側面から読み解くこともきわめて重要であるように思われる。そ


うした観点からは、社会参加が増えない理由は個人的活動のなかに存在している可能性


があり、なぜ家事や家庭内のことが多いのか、なぜテレビ・ラジオやごろ寝などが多い


のか、あらためて検証してみることがいま求められているように思われた。 
いまひとつ、社会参加していない人は、社会的活動が少ないことはもちろんであるが、


親しい人々との活動も少なかった。このようなことを考え合わせると、社会参加してい


ない人はフォーマルな場の社会的活動だけでなくインフォーマルな場の社会的活動も少


なく、要するに社会的接触の乏しい人たちであると推測される。したがって、こうした


社会的接触の乏しい人たちが閉じこりに陥ることなく、社会参加していける支援策が地


域社会で求められているように思われる。 
 どんな活動であれ、社会参加するということは個人的活動を減らし、親しい人々との


活動や社会的活動を増やす上で有効である。とくに多くの人々にとって、「趣味・スポー


ツや学習グループのリーダーとしての活動」や「障害者・老人の手助け、ファミリーサ


ポートなどの社会福祉活動」などの活動が社会参加を促進する効果が高いことが示され


た。したがって、こうした「趣味・スポーツや学習グループのリーダーとしての活動」


や「障害者・老人の手助け、ファミリーサポートなどの社会福祉活動」などを起点とし


て、社会参加を広げていく働きかけが重要であると考えられる。他方、「趣味・スポーツ


や学習グループのリーダーとしての活動」に参加することは親しい人々との輪を広げる


ことにつながっていることが示されたが、反面「行政の委員、民生委員、保護司、人権


擁護委員等の活動」や「障害者・老人の手助け、ファミリーサポートなどの社会福祉活


動」の分野に参加すると親しい人々との活動が減ることも示された。これは、社会参加


がすべてハッピーというわけではなく、多少の犠牲も含んでいることに注意する必要が


ある。 
参加活動団体によっても自由時間の使い方にいくつか違いがみられた。市町村の学習


教室に参加する人は配偶者・家族との活動が多いのに対して、当事者団体に参加する人


は配偶者・家族との活動が減る傾向にある。老人クラブに参加する人は親しい人々との


活動が増えるが、公営施設・機関のボランティア団体や行政関連の役割を持つ人はフォ


ーマルな社会的活動が増える反面、親しい人々との活動が減る傾向が認められた。 
社会参加に対する前向きの理由は、すべて個人的活動とは負の関係があった。見方を


変えると、個人的活動が多いということは、社会参加の動機づけが概して低いと推察さ


れる。社会参加の理由は、配偶者・家族との活動とはほとんど関係なかった。友人・仲


間を増やしたいという親和動機は、当然のことながら親しい人々との活動につながって


いると考えられる。前向きの社会参加の理由はすべて社会的活動の増加につながる傾向
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を示していたが、とくに「社会貢献は人として当然」「地域や社会に貢献したい」は社会


参加を促進する動機として重要視すべきである。フォーマルな社会的活動はこうした価


値観に支えられている側面が強いと考えられる。他方、「友人・仲間を増やしたい」とい


う親和動機だけではフォーマルな社会参加にはつながりにくいこと、「生活に張り合いを


もたせる」などの動機もそれが空回りして必ずしも社会参加につながっていない現状が


あることも再認識された。 
「趣味で忙しい」「家のこと・家事で忙しい」「仕事で忙しい」など社会参加できない


ことの理由に時間的理由をあげる人が少なくない。そこで、こうした時間的理由と自由


時間の使い方との関連をみてみたわけであるが、興味深い事実がいくつか浮かび上がっ


てきた。「趣味で忙しい」についていえば、親しい人々との活動は増える反面、個人的活


動は減るということである。したがって、趣味をたくさんやりたい人は、個人的活動を


ある程度、犠牲にせざるをえないようである。「仕事で忙しい」「家のこと・家事で忙し


い」場合には親しい人々との活動が減る傾向にあり、ある程度親しい人々との活動を犠


牲にせざるをえないようである。男性の場合、退職後もなんらかのかたちで仕事を継続


する人が多いわけであるが、どうしても親しい人々との活動は減少すると思われる。職


場の仕事仲間と親しい人間関係を維持できればそれなりに楽しい人生になるが、そうで


ないと寂しい人生になりかねない。また、社会的活動はどの時間的理由とも関係してお


らず、やはり社会参加に対する価値観なり考え方が強く影響していると考えられる。 
 


４．自由時間の使い方と生活満足度・生きがいとの関係 


（１）生活満足度による自由時間の使い方の違い 


本調査の生活満足度は、「十分満足している」（20.2%）、「まあ満足している」（56.3%）、


「どちらともいえない」（11.5%）、「あまり満足していない」（6.1%）、「まったく満足し


ていない」（1.2%）であった。そこで、こうした生活満足度が自由時間の使い方とどの


ように関係しているか、相関を分析した（表１３）。なお、相関の算出に際しては、「十


分満足している」、「まあ満足している」、「どちらともいえない」、「あまり満足していな


い」、「まったく満足していない」の選択肢にそれぞれ 5，4，3，2，1 の素点を与えた。 
その結果、個人的活動は男女とも生活満足度と負の相関があり、個人的活動が多くな


ると生活満足度が低下する傾向が示された。この傾向は、男性よりも女性において強い。


配偶者・家族との活動も男女とも生活満足度と負の相関であり、配偶者・家族との活動


が増えると生活満足度が低下する傾向が示された。しかしこれらの傾向は統計的には有


意ではないので、個人的活動の場合ほど明瞭ではない。親しい人々との活動は男女とも


生活満足度と正の相関があり、親しい人々との活動が多いほど、生活満足度が高い傾向


が示された。この傾向は、男性よりも女性において強い。社会的活動も男女とも生活満


足度と正の相関があり、社会的活動が多いほど、生活満足度が高い傾向が示された。こ


の傾向も、男性よりも女性において強い。しかも、社会的活動は親しい人々との活動以


上に生活満足度との相関が高かったが、これは、インフォーマルな親しい人々との活動


以上にフォーマルな社会的活動が生活満足度に関係していることを示していると考えら
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れる。 
 


表１３ 生活満足度と 4領域の時間配分との相関係数 


 個人的活動  配偶者・家族との  親しい人々との  社会的活動 


          活動        活動 


男性    -.137 **          -.019             .064 *          .152 ** 


女性    -.206 **          -.081             .159 **         .230 ** 


全体  -.145 **          -.034             .083 **         .161 ** 


 


 


また、生活満足度は個人的活動、親しい人々との活動、社会的活動いずれとも関係し


ていることが示されたわけであるが、いずれも男性よりも女性においてその関係が強い


という結果も注目に値する。このことは、男性以上に女性において個人的活動を減らし、


親しい人々との活動や社会的活動を増やしたいという要求が高まっていることを感じる


と同時に、相関係数が高いということはそれだけ女性における要求の格差が広がってい


ることの証左でもあり（表１４：生活満足度の水準の男女差はないが、標準偏差は男性


よりも女性が大きい）、考えさせられる。 
 


表１４ 生活満足度の男女差 


  度数   平均値  標準偏差  Ｆ値 有意性 


男性     1419   2.08   .812    2.07    NS 


女性      346    2.01    .894  


全体   1765    2.07    .829  


 


（２）生きがい対象による自由時間の使い方の違い 


本調査の生きがい対象（複数回答）の選択率を前回（2007 年）の生きがい調査と比較


してみた（表１５）。なお、前回の対象者は、65 歳以上 75 歳未満とした（前回調査には


もともと後期高齢者は含まれていない）。そうした年齢範囲が異なる点をふまえて結果を


みていく必要がある。西村（2005）によると、比較的上位にある「趣味」、「子ども・孫・


親などの家族・家庭」、「健康づくり」、「スポーツ」などはいずれも根底に心身の健康へ


の要求がある点で類似している。ただし、「趣味」、「健康づくり」、「スポーツ」は根底に


気楽に楽しみたいという要求が存在しているのに対して、「子ども・孫・親などの家族・


家庭」は根底に責任感と愛情があるとみられる。先の生きがい調査と比べて本調査で順


位が上がったものとして「スポーツ」や「社会活動」があげられる。順位が下がったも


のとしては、「仕事」、「配偶者・結婚生活」、「自然とのふれあい」があげられる。こうし


た順位変動の理由としては、先の生きがい調査は 75 歳未満であったのに対して、本調査


では後期高齢者が含まれており、そうした対象者の違いが影響したと考えられる。 
そこで、生きがい対象が自由時間の使い方とどのように関係しているか、相関を分析
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した（表１６）。その結果、個人的活動はすべての生きがい対象と－0.07～－0.06 台の


負の相関を示した。これは、なんらかの生きがい対象をもつことが個人的活動を減らす


ことにつながっていることを意味している。また、配偶者・家族との活動はすべての生


きがい対象と 0.05 台の統計的に有意な正の相関を示した。これも、なんらかの生きがい 
 


表１５ 本調査と前回調査(2007)のサラリーマンＯＢの生きがい対象の 


選択率（％）の比較（複数回答） 


                    本調査     前回調査 


趣味                    51.5①     51.3① 


子ども・孫・親などの家族・家庭         40.5②          48.0② 


自分自身の健康づくり                   38.1③          32.0③ 


スポーツ                               27.8④          15.3⑧ 


友人など家族以外の人々との交流         27.4⑤          21.2⑥ 


自然とのふれあい                       19.0⑥          21.7④ 


社会活動                               15.6⑦          12.6⑨ 


仕事                                   14.6⑧          21.4⑤ 


配偶者・結婚生活                       14.0⑨          19.0⑦ 


ひとり気ままにすごすこと               10.7⑩           9.4⑪ 


自分自身の内面の充実                    7.5⑪          12.2⑩ 


学習活動                                4.1⑫          8.2⑫ 


                     ＊ まる数字は順位 


 


対象をもつことが配偶者・家族との活動を増やすことにつながっていることを意味して


いる。しかし、なんらかの生きがい対象をもつということは、親しい人々との活動や社


会的活動とはわずかな正の相関をもつが、統計的には有意でなかった。これは、なにか


生きがい対象をもつことが親しい人々との活動や社会的活動を増やすことにはあまりつ


ながらないことを意味している。「友人など家族以外の人々との交流」のような生きがい


対象は、親しい人々との活動との間に相関があるのではないか、あるいは「社会活動」


のような生きがい対象は社会的活動との間に相関があるのではないか、といった期待が


あったが、いずれもほとんど関係ないことが示された。したがって、「友人など家族以外


の人々との交流」「社会活動」といった生きがい対象をもつからといって、それらが直線


的に親しい人々との活動や社会的活動につながるわけではない。退職者の生きがいには、


退職に伴ういろいろな喪失感の補償作用という側面があり、そうした補償作用が複雑に


からんで表れてくる可能性がある（西村，2009）。 
興味深いのは、すべての生きがい対象は個人的活動と有意な負の相関をもつが、その


程度が生きがい対象の内容を問わずほぼ一定であるということである。同様に、すべて


の生きがい対象は配偶者・家族との活動と有意な正の相関をもつが、その程度が生きが


い対象の内容を問わずほぼ一定であった。さらに、データは割愛するが、すべての生き
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がい対象は生活満足度と有意な正の相関（0.06 台）をもつが、その程度も生きがい対象


の内容を問わずほぼ一定であった。しかし、なぜこのような結果になるのかということ


については、現時点では、一概に言えない。ともかく、なんらかの生きがい対象を持っ


ているということが、個人的活動、配偶者・家族との活動、さらには生活満足度に一定


のプラスの効果をもたらしていることは確かである。 
 


表１６ 生きがい対象の選択と 4領域の時間配分との相関係数 


             個人的活動  配偶者・家族との  親しい人々との  社会的活動 


                       活動         活動 


趣味               -.071 **    .054 *              .015              .040 


子ども・孫・親などの家族・家庭    -.072 **        .056 *              .012              .042 


自分自身の健康づくり              -.071 **        .054 *              .013              .042 


スポーツ                          -.075 **        .053 *              .019              .042 


友人など家族以外の人々との交流    -.073 **        .052 *              .017              .043 


自然とのふれあい                  -.070 **        .054 *              .012              .042 


社会活動                          -.075 **        .056 *              .014              .046 


仕事                              -.071 **        .055 *              .012              .042 


配偶者・結婚生活                  -.072 **        .056 *              .012              .042 


ひとり気ままにすごすこと          -.069 **        .054 *              .012              .041 


自分自身の内面の充実              -.071 **        .053 *              .013              .043 


学習活動                          -.072 **       .054 *              .013              .043 


   


（３）小括 


生活満足度と自由時間の使い方との関係を分析した結果、個人的活動が多くなると、


生活満足度が低下する傾向が示された。これは、個人的活動が多いということが必ずし


も個人の充実した時間を意味しておらず、家庭内のことが増えて、家庭外の活動が制限


されたり、テレビやラジオ、ごろ寝で無為に過ごす時間が増えたりする可能性があると


推察される。また、親しい人々との活動や社会的活動が多いほど、生活満足度が高い傾


向が示された。これは、親しい人々との活動や社会的活動には楽しい活動が多く、充実


感を味わえるためと考えられる。したがって、退職後の生活満足感を高めるためには、


親しい人々との活動や社会的活動を発展させることが重要であるが、前者より後者との


相関が高いことから、親しい人々との活動以上に社会的活動の役割が大きいと考えられ


る。なお、個人的活動、親しい人々との活動、社会的活動それぞれと生活満足度との関


係は、いずれも男性より女性において強い関係が示された。これは、個人的活動を減ら


し、親しい人々との活動や社会的活動を増やしたいという要求が男性より女性の方が強


いことを反映しているように思われる。 
また、生きがい対象と自由時間の使い方との関係を分析した結果、個人的活動を減ら


すことが生きがい対象をもつことにつながっていることが示された。これは、個人的活







 20


動を減らすことは、家庭外での活動を経験する機会を増やし、より有為な生活をするよ


うになるためと考えられる。家庭外のいろいろなことを経験し、有為な生活をすること


から新たな生きがい対象を見出す可能性が高まるといえよう。また、配偶者・家族との


活動を増やすことが生きがい対象を持つことにつながっていることが示された。これは、


配偶者・家族は社会的責任と愛情の対象であり、生きがいの源泉となる傾向が強いこと


を意味している。しかし、親しい人々との活動や社会的活動は必ずしも生きがい対象の


創出に結びついていない。したがって、生きがい対象と親しい人々との活動や社会的活


動との結びつきは単純ではないが、なんらかの生きがい対象をもつということが、個人


的活動や配偶者・家族との活動、さらには生活満足度に一定のプラスの作用をもつとい


う結果が示されたといえる。 
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第３章 職業生活と定年後の社会参加 
 
                          立命館大学教授 前田 信彦 
 


Ⅰ．要旨 


 
高齢期の社会参加に対して、定年退職までに蓄積してきた「職業生活習慣」あるいは


「職業能力」の影響をみることが本章の目的である。これまで高齢期における地域参加


やボランティア活動などの社会参加に対して、性別、年齢、健康といった属性変数が一


定の影響力をもつことが社会学、社会老年学などの分野において明らかにされてきた。


しかし、定年退職までの職業生活習慣や長い職業人生で培われた職業能力が、定年後の


社会参加にどのように影響するかについてはほとんど明らかにされていない。本章では、


職業人生の積み重ねが（職業キャリアの蓄積が）定年後の地域参加、ボランティア活動


を規定する要因の一つであろう、というひとつの仮説をもとに分析を行うことにしたい。


つまり、職業人生で得てきたもの（スキルなど）および職業生活の習慣（長い職業キャ


リアで形成されてきた生活習慣）を総合的に「職業生活能力」として位置づけ、それが


定年後の地域参加やボランティア活動への参加にどのような影響を及ぼしているかを


探った。 
その結果、シニア期の社会参加はそれまで培ってきた職業生活能力に強く規定される


ことが明らかとなった。特に会社からの独立志向よりも、会社の人脈作りや、部下の育


成など、人間関係の構築に関するスキルを涵養してきたものほど、定年後は積極的に社


会参加にかかわっていることが明らかとなった。つまり地域コミュニティの活性化は、


企業の人材育成とも密接にかかわっているといえる。また企業内での職業キャリアのあ


りようのみならず、定年退職にいたるまでの長い職業人生で、定年前から地域活動やボ


ランティア活動にかかわることが重要であり、「職業生活習慣」あるいは対人関係構築


のスキルを含めた広い意味での「職業能力」をどのように身につけてきたのかが、定年


後の社会参加にとってきわめて重要であることが確認できるといえるだろう。 
「定年退職後の社会参加」とは言っても、「昨日まで企業人、今日から地域人」とい


う具合にライフスタイルを急激に変化させることは難しい。現役時代からの長い生活習


慣やスキルの構築があってはじめて、退職後の社会参加が可能になるといえる。その点


においても、高齢期の社会参加のありようは、若い時期からの社会とのかかわり方に大


きく左右されるのであり、長期的なライフコースの視点から高齢期の地域参加・社会参


加のための施策を検討することが必要であろう。 
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Ⅱ．分析結果 


 
１. はじめに 


  
 高齢期の社会参加に対して、定年退職までに蓄積してきた「職業生活習慣」あるいは


「職業能力」の影響をみることが本章の目的である。これまで高齢期における地域参加


やボランティア活動などの社会参加に対して、性別、年齢、健康といった属性変数が一


定の影響力をもつことが社会学、社会老年学などの分野において明らかにされてきた


（前田,2006,直井,2001,古谷野,2008）。しかし、定年退職までの職業生活習慣や長い職


業人生で培われた職業能力が、定年後の社会参加にどのように影響するかについてはほ


とんど明らかにされていない。 
 数少ない先行研究の中で、ライフコース論の視点から地域社会への参加について研究


したクローセン（Clausen,J）によれば、一般にキャリアが順調であればあるほど、地


域社会のさまざまな組織に加入する率も高まるという（Clausen,1986.,Wilensky,1961）。
一方、日本においては、これまで男性の多くが企業サラリーマンとして働いており、青


年期から中高年期にまでに企業内での職業人生を送っている。長い企業内キャリアの構


築は同時に、仕事に必要な専門能力や企業の人脈づくりの知識・技術などの蓄積につな


がっており、定年前後は相当の職業能力を持っていることが想定できるであろう（前


田,2006）。例えば、NPO（非営利組織での活動）やコミュニティ・ビジネスは企業の


職業能力を生かしたところで発展することがこれまでの事例研究においても指摘され


ている。そのためシニア期の社会参加は、それまでの職業人生と無関係ではなく、むし


ろ企業での職業能力の蓄積の有無が、定年退職後の社会参加への積極性や地域コミュニ


ティ活動におけるリーダーシップの発揮にも結びついているのではないか、と推測でき


るのである。 
本章では、職業人生の積み重ねが（職業キャリアの蓄積が）定年後の地域参加、ボラ


ンティア活動を規定する要因の一つであろうというひとつの仮説をもとに分析を行う


ことにしたい。つまり、職業人生で得てきたもの（スキルなど）および・職業生活の習


慣（長い職業キャリアで形成されてきた生活習慣）を総合的に「職業生活能力」として


位置づけ、それが定年後の地域参加やボランティア活動への参加にどのような影響を及


ぼしているかを探ってみたい。 
 なお、本章では分析対象を定年退職者の65歳以上の男性とする。女性はサンプルが少


ないこと、職業経験のない割合も高いことが予想されるため、本章の分析では男性のみ


を対象として分析を行うことにしたい。以下の分析で用いるサンプル特性は本報告書の


基本分析で明らかにされているが、基本的には厚生年金受給者であるため、ほとんど雇


用労働者であり、また多くは正社員として勤務経験あることが想定される。以下では、
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対象となる65歳以上の男性の多くは、企業サラリーマンとして職業人生を送ってきたこ


とを前提として分析を行う。 


 
２. 職業生活能力の分布と要因分析 


 
（１） 職業生活能力の分布 


 
 最初に職業生活能力の分布をみてみよう。本調査では「定年までの職業生活（現役時


代）を振り返ったとき、それぞれどの程度あてはまりますか」という問を設定し、職業


生活能力の実態を把握した。これは以下の 5 つの項目によって測定されている。これら


の項目の分布を示すと表 1-1から表 1-5のようになる。ここで「仕事の技術や知識など、


専門能力を高めるように努めてきた」（表 1-1）は「専門的職業能力の蓄積」を表し、「部


下を指導・育成する能力を高めるように努めてきた」（表 1-2）は「部下の育成能力の


蓄積」、「チャンスがあれば転職や独立できるよう準備してきた」（表 1-3）は「会社と


の距離・独立志向」、「会社や取引先などで幅広い人脈を築いてきた」（表 1-4）は「会


社人脈の構築と蓄積」、「仕事以外のボランティアや地域活動にかかわってきた」（表 1-5）
は「生活感覚の維持とワーク・ライフ・バランス（WLB）志向」を測定する項目とな


っている。 
 まず表 1-1 で、「専門的職業能力の蓄積」をみてみよう。これをみると「あてはまる」


と回答したものが 47.3%、「ある程度あてはまる」は 40.9%となっており、おおよそ 9
割が「仕事の技術や知識など、専門能力を高めるように努めてきた」と答えている。つ


まり、定年退職までの職業人生の中でほとんどの男性は「専門的職業能力を蓄積してき


ている」といえるだろう。 
 


表１－１ 職業生活能力（専門的職業能力の蓄積）の分布 


 


仕事の技術や知識など、専門能力を高めるように努めてきた（専門的職業能力の蓄積）  


 


            N （％） 


 


  あてはまる                               ５２５（ ４７．３） 


ある程度あてはまる                       ４５４（ ４０．９） 


  あまりあてはまらない                       ９３（  ８．４） 


  全くあてはまらない                         ３９（  ３．５） 


  計 １１１１（１００．０） 
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次に表1-2で、「部下の育成能力の蓄積」をみてみよう。これをみると「あてはまる」


と回答したものが34.8%、「ある程度あてはまる」は45.9%となっており、おおよそ8割
が「部下を指導・育成する能力を高めるように努めてきた」と答えている。 
これら二つの職業生活能力、すなわち「専門的職業能力」と「部下の育成能力」をみ


ると、今回の調査対象となった男性の多くが、定年前の現役時代に企業内で専門職ある


いは管理職を経験してきた可能性が高いことを示している。 
 


表１－２ 職業生活能力（部下の育成能力の蓄積）の分布 


 


部下を指導・育成する能力を高めるように努めてきた（部下の育成能力の蓄積） 


 


            N （％） 


 


  あてはまる                               ３５７（ ３４．８） 


ある程度あてはまる                       ４７１（ ４５．９） 


  あまりあてはまらない                     １３１（ １２．８） 


  全くあてはまらない                         ６８（  ６．６） 


  計                                     １０２７（１００．０） 


 


 


次に表 1-3 で「会社との距離・独立志向」をみてみよう。これをみると、「チャンス


があれば転職や独立できるように準備してきた」という割合は、他の職業生活能力の項


目の分布とは対照的である、つまり、「あてはまる」（7.7%）、「ある程度あてはまる」


(12.6%)と、独立志向の割合は低い値となっている。終身雇用のもとで会社との距離を


とりながら、いずれ独立しようという起業家精神（アントレプレナーシップ）は、少な


くとも調査時点(2008 年)で 65 歳以上の世代ではあまり見られない、といえるだろう。


また、日本の男性の多くが正規社員として安定した終身雇用のもとで職業人生を送って


きたため、転職や独立開業のようなリスクの高い働き方への志向が弱かったものと推測


できる。 
表 1-4 において「会社人脈の構築と蓄積」の分布をみてみよう。これによると「あて


はまる」と答えたものは 20.2%、「ある程度あてはまる」と答えたものは 41.6%であり、


約 6 割の男性は「会社や取引先などで幅広い人脈を築いてきた」と回答している。この


傾向は表 1-1 の「専門的職業能力の蓄積」あるいは表 1-2 の「部下の育成能力の蓄積」


と同様の傾向であり、半数以上の男性が現役時代（定年退職前）に「会社人脈の構築と


育成」という職業生活能力を有していることがわかる。 
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表１－３ 職業生活能力（会社との距離・独立志向）の分布 


 


チャンスがあれば転職や独立できるよう準備してきた（会社との距離・独立志向） 


 


              N （％） 


 


  あてはまる    ７１（  ７．７） 


ある程度あてはまる                       １１７（ １２．６） 


  あまりあてはまらない      ２３９（ ２５．８） 


  全くあてはまらない  ４９８（ ５３．８） 


  計 ９２５（１００．０） 


 


 


最後に、「仕事以外のボランティアや地域活動にかかわってきたかどうか」を尋ねた


回答を表 1-5 でみると、「あてはまる」（16.9%)、「ある程度あてはまる」(29.5%)であり、


半数に満たない割合である。つまり、生活感覚の維持と WLB（ワーク・ライフ・バラ


ンス）志向を持ちながら働いてきた者はそう多くはないといえるだろう。これはこれま


でみてきた職業生活能力項目の「専門的職業能力の蓄積」、「部下の育成能力の蓄積」、


「会社人脈の構築と育成」とは対照的な傾向である。先のこれら三つの項目はどれも高


い割合で「あてはまる」あるいは「ある程度あてはまる」と回答していたが、「生活感


覚の維持と WLB 志向」に該当する割合は少ない。日本的雇用慣行の中で男性サラリー


マンが、会社での職業キャリアを積み重ねながら職業能力を身につけてきたという実態


とともに、会社中心のライフスタイルが主流であったことが推測される。 
 


表１－４ 職業生活能力（会社人脈の構築と蓄積）の分布 


 


会社や取引先などで幅広い人脈を築いてきた（会社人脈の構築と蓄積） 


 


              N （％） 


 


  あてはまる                              １９６（ ２０．２） 


ある程度あてはまる                      ４０４（  ４１．６） 


  あまりあてはまらない                    ２１０（ ２１．６） 


  全くあてはまらない                      １６２（ １６．７） 


  計 ９７２（１００．０） 
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表１－５ 職業生活能力（生活感覚の維持と WLB 志向）の分布 


 


仕事以外のボランティアや地域活動にかかわってきた（生活感覚の維持と WLB 志向） 


 


              N （％） 


 


  あてはまる                              １６７（ １６．９） 


ある程度あてはまる                      ２９２（  ２９．５） 


  あまりあてはまらない      ２６６（ ２６．９） 


  全くあてはまらない  ２６５（ ２６．８） 


  計 ９９０（１００．０） 


 


 


次に職業生活能力の総合指標を作成するため、各項目を加算した合計得点を算出して


みよう。ここでは、「あてはまる」を 4 点、「ある程度あてはまる」を 3 点、「あまりあ


てはまらない」を 2 点 「全くあてはまらない」を 1 点とした。合計得点の高いほど、


職業生活能力の高いことを示している。職業生活能力の各項目の平均値と標準偏差、お


よび職業生活能力の総合指標をまとめると表 1-6 のようになる。 
 


表１－６ 職業生活能力変数の概要 


 
 平均値  標準偏差 


 


１ 仕事の技術や知識など、専門能力を高めるように努めてきた（専門的職業能力の蓄積）   3.32     0.77 


２ 部下を指導・育成する能力を高めるように努めてきた（部下の育成能力の蓄積） 3.09     0.86 


３ チャンスがあれば転職や独立できるよう準備してきた（会社との距離・独立志向） 1.74     0.95 


４ 会社や取引先などで幅広い人脈を築いてきた（会社人脈の構築と蓄積） 2.65     0.98 


５ 仕事以外のボランティアや地域活動にかかわってきた（生活感覚の維持と WLB 志向） 2.36     1.05 


 


職業能力総合指標（１～５までの項目を加算した得点）                                     12.94     2.78 


 


注 設問は「定年までの職業生活（現役時代））を振り返ったとき、それぞれどの程度あてはまりますか」とした。各項


目のスコアは、「あてはまる=4」「ある程度あてはまる=3」「あまりあてはまらない=2」「全くあてはまらない=1」と換算


した。 
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表 1-6 においては、平均値が高いほど職業生活能力の高いことを示している。１～５


の各項目の最高点は 4 点、最低点は 1 点としている。そのため「１ 仕事の技術や知識


など、専門能力を高めるように努めてきた（専門的職業能力の蓄積）」（3.32）、および


「２ 部下を指導・育成する能力を高めるように努めてきた（部下の育成能力の蓄積）」


（3.09）の二つの項目において、対象者となった男性の職業生活能力の高いことがわか


る。逆に、「３ チャンスがあれば転職や独立できるよう準備してきた（会社との距離・


独立志向）」（1.74）は低いことを示し、「４ 会社や取引先などで幅広い人脈を築いて


きた（会社人脈の構築と蓄積）」（2.65）、「５ 仕事以外のボランティアや地域活動にか


かわってきた（生活感覚の維持と WLB 志向）」（2.36）はその中間に位置するといえる。


これらの 5 つの項目を加算した「職業能力総合指標（１～５までの項目を加算した得


点）」は平均値が 12.94 となっている。 
これらの職業生活能力の各項目の相関係数を表 2-1 でみてみよう。ここでは「あては


まる」を 4 点、「ある程度あてはまる」を 3 点、「あまりあてはまらない」を 2 点、「全


くあてはまらない」を 1 点として、職業生活能力の高さに関する項目ごとの相関を示し


ている。これをみると概ね各項目とも有意な正相関を示す。一つの項目で職業生活能力


が高い場合、その他の職業生活能力も高いことを示している。逆に有意な相関を示さな


い項目は「専門的職業能力の蓄積」と「会社との距離・独立志向」(r=.043)、および 「専


門的職業能力の蓄積」と「生活感覚の維持と WLB 志向）」(r=.048)の二つである。つま


り、「専門的職業能力の蓄積」は、「会社との距離」あるいは「地域活動へかかわり」と


は異なったタイプの職業生活能力であることが推測される。つまり、5 つの項目はいく


つかの次元で職業生活能力のタイプ分けが可能であることを示唆している。 
 


表２－１ 職業生活能力項目の相関係数 


 
専門的職業能力 部下の育成能力 会社との距離 人脈の構築 生活・WLB 志向 


専門的職業能力      -             .546**      .043       .298**      .048 


部下の育成能力                            -           .072*      .473**      .170** 


会社との距離 -           .196**      .070* 


人脈の構築  -             .256** 


生活・WLB 志向 - 


 


注） 有意水準 ** 1%水準で有意  * ５％水準で有意 
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(２) 職業生活能力の要因 


 
ここで「職業生活能力」が年齢、学歴などによって異なるかどうかを探ってみよう。


表 2-2 は、年齢別にみた職業生活能力を一元配置分散分析によって明らかにしたもので


ある。各項目の数字は「あてはまる」を 4 点、「ある程度あてはまる」を 3 点、「あまり


あてはまらない」を 2 点、「全くあてはまらない」を 1 点としたスコアで示したもので


ある。そのため数字の高いほど職業生活能力の高いことを示している。結果を見ると、


年齢によって異なる項目は「会社との距離・独立志向」と「生活感覚の維持と WLB 志


向」で、これら二つの項目は 65～69 歳という比較的若いシニア層においてスコアが高


くなっている。つまり、会社との距離をおいて独立開業を志向したり、あるいは会社以


外の地域活動・ボランティア活動をしてきたものは、比較的年齢コーホートの若い世代


であり、逆に 70 歳より上の世代はそのような志向が弱かったことがよみとれる。しか


しそれ以外の項目は年齢によって差が見られず、また職業能力総合指標をみても差がな


いことから、職業生活能力は年齢（世代）によって大きな相違がないといえるだろう。 
 


表２－２ 年齢別にみた職業生活能力（一元配置分散分析） ( )内はケース数を示す 


                           


                      年齢 


            65-69 歳   70-74 歳     75 歳以上   Ｆ値 


                                      


専門的職業能力の蓄積              3.28(352)      3.29(428)      3.39(331)    2.18    N.S. 


部下の育成能力の蓄積              3.06(337)      3.05(402)      3.17(288)     1.88    N.S. 


会社との距離・独立志向            1.87(334)      1.70(372)      1.61(219)    5.71    ** 


会社人脈の構築と蓄積              2.73(336)      2.61(389)      2.61(247)    1.70    N.S. 


生活感覚の維持と WLB 志向          2.27(333)      2.34(391)      2.52(266)    4.27    * 


職業能力総合指標                13.18(323)     12.79(357)     12.81(208)    1.93    N.S. 


 


注１）有意水準はＦ検定による ** 1%水準で有意  * ５％水準で有意 


注２）職業生活能力の各項目は「あてはまる」を 4 点、「ある程度あてはまる」を 3 点、「あまりあてはまらない」を


2 点、「全くあてはまらない」を 1 点としたスコアで示している。 


 


表 2-3 は、学歴別にみた職業生活能力を一元配置分散分析によって明らかにしたもので


ある。表 2-2 と同様に、各項目の数字は「あてはまる」を 4 点、「ある程度あてはまる」


を 3 点、「あまりあてはまらない」を 2 点、「全くあてはまらない」を 1 点としたスコ


アで示したものである。そのため数字の高いほど職業生活能力の高いことを示している。


結果を見ると、学歴よって異なる項目は「専門的職業能力の蓄積」「部下の育成能力の
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蓄積」「会社人脈の構築と蓄積」の 3 項目である。これらは学歴の高いほどスコアも高


まっていることから、学歴と職業生活能力との間には一定の相関があることを示してい


る。得点を加算した「職業能力総合指標」をみると、中学校卒業(12.19)、「高校・専門


学校卒業」 (13.23)、 「大学卒業以上」(12.96)となっており、高校・専門学校卒業以


上か否かで、職業生活能力に大きな差が出ることがわかる。 


 


表２－３ 学歴別にみた職業生活能力（一元配置分散分析） ( )内はケース数を示す 


                            


                    学歴 


               中学校卒業   高校・専門学校卒業  大学卒業以上   Ｆ値 


                    


専門的職業能力の蓄積   3.18(311)      3.34(637)      3.51(124)    9.04  ** 


部下の育成能力の蓄積 2.87(268)      3.18(603)      3.14(125)   13.31  ** 


会社との距離・独立志向 1.73(223)      1.76(568)      1.69(109)    0.31  N.S. 


会社人脈の構築と蓄積 2.43(244)      2.73(584)      2.71(117)    8.23  ** 


生活感覚の維持と WLB 志向         2.42(252)      2.37(591)      2.18(118)    2.25  N.S. 


職業能力総合指標 12.19(211)     13.23(547)     12.96(107)   11.01  ** 


 


注１）有意水準はＦ検定による ** 1%水準で有意  * ５％水準で有意 


注２）職業生活能力の各項目は「あてはまる」を 4 点、「ある程度あてはまる」を 3 点、「あまりあてはまらない」を


2 点、「全くあてはまらない」を 1 点としたスコアで示している。 


 
調査票で現役時代の職業情報が得られていないため、職種による職業能力の違いにつ


いては解明できないが、高等教育を経て入職した場合、専門職あるいは管理職になる可


能性も高いことから、学歴によって職業生活能力に差が出ることが推測できる。しかし、


この場合の職業生活能力は「専門的職業能力の蓄積」「部下の育成能力の蓄積」「会社人


脈の構築と蓄積」という 3 項目であり、企業に限定的な、いわば企業特殊的な職業能力


である。「会社との距離・独立」あるいは「生活感覚の維持と WLB 志向」といった、


広い意味での職業生活の能力は学歴に規定されていない点にも着目すべきであろう。 
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３. 職業生活能力と社会参加 


 
以下では、これまでみてきた「職業生活能力」が、定年後の社会参加（地域参加やボ


ランティア活動）とどのようなかかわりを持っているかを明らかにしてみよう。 
 表 3-1 は職業生活能力のうち、「専門的職業能力の蓄積」と社会参加との関連を示し


ている。これをみると「仕事の技術や知識など、専門能力を高めるように努めてきたか


どうか」に対して「あてはまる」とするものほど、地域活動・ボランティア活動などへ


定期的に参加している割合が高まる(45.5%)。また「全くあてはまらない」というもの


ほど、地域活動・ボランティア活動などに「参加していない」という回答も多くなる


(55.6%)。つまり、「専門的職業能力の蓄積」が高いほど、地域活動・ボランティア活動


などへの参加が積極的であることがわかる。換言すれば、「専門的職業能力の蓄積」と


「社会参加」とは有意に関連しており、定年までに培った「専門的職業能力の蓄積」が


定年後の社会参加に影響力を持っているといえる。 
 


表３－１  職業生活能力（専門的職業能力の蓄積）と現在の地域参加    ％(N) 


 
                    地域活動・ボランティア活動などへの参加（社会参加） 


専門的職業能力の蓄積       参加していない   時々参加  定期的に参加   計      有意水準 


    全くあてはまらない              55.6(20)           25.0(9)       19.4(7)      100.0(36)    * 


    あまりあてはまらない 37.1(33)           22.5(20)      40.4(36)     100.0(89)  


ある程度あてはまる               31.7(136)          28.0(120)     40.3(173)    100.0(429) 


あてはまる                       29.8(147)          24.7(122)     45.5(225)    100.0(494) 


 


 注１）「仕事の技術や知識など、専門能力を高めるように努めてきた」という問による    


 注２）「参加していない」には「かつて参加していた（現在は参加していない）」を含む。 


注３）有意水準はカイ自乗検定による ** 1%水準で有意  * ５％水準で有意 


 


 表 3-2 は「部下の育成能力の蓄積」と社会参加との関連を示している。これをみると


「部下を指導・育成する能力を高めるように努めてきたか」に対して「あてはまる」と


するものほど、地域活動・ボランティア活動などへ定期的に参加している割合が高まる


(52.4%)。また「全くあてはまらない」というものほど、地域活動・ボランティア活動


などに「参加していない」という回答も多くなる(54.5%)。つまり、「部下の育成能力の


蓄積」があるものほど、定年後の地域活動・ボランティア活動などへの参加が積極的で


あることがわかる。換言すれば、「部下の育成能力の蓄積」と「社会参加」とは有意に


関連しており、先の「専門的職業能力の蓄積」と同様に、定年までに培った「部下の育


成能力の蓄積」が定年後の社会参加に影響力を持っている、といえるであろう。 
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表３－２  職業生活能力（部下の育成能力の蓄積）と現在の地域参加    ％(N) 


 
                    地域活動・ボランティア活動などへの参加（社会参加） 


部下の育成能力の蓄積       参加していない   時々参加  定期的に参加   計   有意水準 


    全くあてはまらない               54.5(36)           21.2(14)      24.2(16)      100.0(66) **  


    あまりあてはまらない             37.3(47)           31.0(39)      31.7(40)      100.0(126)  


ある程度あてはまる 29.6(132)          27.6(123)     42.8(191)     100.0(446) 


あてはまる                     26.9(91)           20.7(70)      52.4(177)     100.0(338) 


 


注１）「部下を指導・育成する能力を高めるように努めてきた」という問による 


注２）「参加していない」には「かつて参加していた（現在は参加していない）」を含む。 


注３）有意水準はカイ自乗検定による ** 1%水準で有意  * ５％水準で有意 


 


 表 3-3 は、「会社との距離・独立志向」と社会参加との関連を示している。これをみ


ると両者は有意な関連を示していない。先の「専門的職業能力の蓄積」あるいは「部下


の育成能力の蓄積」という職業生活能力とは異なり、「会社との距離・独立志向」とい


う変数の定年後の社会参加への影響力は確認できない。 
 


 


表３－３  職業生活能力（会社との距離・独立志向）と現在の地域参加    ％(N) 


 


                    地域活動・ボランティア活動などへの参加（社会参加） 


会社との距離・独立志向      参加していない   時々参加  定期的に参加   計  有意水準 


    全くあてはまらない  33.8(161)      23.1(110)     43.2(206)     100.0(477)   N.S.  


    あまりあてはまらない 30.8(69)       27.2(61)      42.0(94)      100.0(224)  


ある程度あてはまる 25.2(28)       29.7(33)      45.0(50)   100.0(111) 


あてはまる    32.8(22)       29.9(20)   37.3(25)      100.0(67) 


 


注１）「チャンスがあれば転職や独立できるよう準備してきた」という問による 


注２）「参加していない」には「かつて参加していた（現在は参加していない）」を含む。 


注３）有意水準はカイ自乗検定による ** 1%水準で有意  * ５％水準で有意 


 


 表 3-3 は職業生活能力のうち、「会社人脈の構築と蓄積」と社会参加との関連を示し


ている。これをみると「会社や取引先などで幅広い人脈を築いてきたか」に対して「あ


てはまる」とするものほど、地域活動・ボランティア活動などへ定期的に参加している


割合が高まる(52.8%)。また「全くあてはまらない」というものほど、地域活動・ボラ
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ンティア活動などに「参加していない」という回答が多くなる(45.6%)。つまり、「会社


人脈の構築と蓄積」が高いほど、地域活動・ボランティア活動などへの参加が積極的で


あることがわかる。このことから、定年までに培った「会社人脈の構築と蓄積」は定年


後の社会参加に影響力を持っているといえるだろう。 
 


表３－４  職業生活能力（会社人脈の構築と蓄積）と現在の地域参加    ％(N) 


 
                    地域活動・ボランティア活動などへの参加（社会参加） 


会社人脈の構築と蓄積      参加していない   時々参加  定期的に参加   計  有意水準 


    全くあてはまらない  45.6(72)         24.1(38)      30.4(48)    100.0(158)   **  


    あまりあてはまらない 32.7(65)         26.1(52)      41.2(82)    100.0(199)  


ある程度あてはまる 31.1(120)        25.4(98)      43.5(168)   100.0(386)  


あてはまる    22.8(41)         24.4(44)      52.8(95)    100.0(180) 


 


注１）「会社や取引先などで幅広い人脈を築いてきた」という問による 


注２）「参加していない」には「かつて参加していた（現在は参加していない）」を含む。 


注３）有意水準はカイ自乗検定による ** 1%水準で有意  * ５％水準で有意 


 


表３－５  職業生活能力（生活感覚の維持と WLB 志向）と現在の地域参加    ％(N) 


 
                    地域活動・ボランティア活動などへの参加（社会参加） 


生活感覚の維持とWLB志向      参加していない   時々参加  定期的に参加   計    有意水準 


    全くあてはまらない                   49.0(126)       21.0(54)      30.0(77)    100.0(257)   ** 


    あまりあてはまらない                 34.5(89)        31.4(81)      34.1(88)    100.0(258)   


ある程度あてはまる                   19.3(52)        26.7(72)      54.1(146)   100.0(270) 


あてはまる                           15.0(23)        15.0(23)      69.9(107)   100.0(153) 


 


注１）「仕事以外のボランティアや地域活動にかかわってきた」という問による 


注２）「参加していない」には「かつて参加していた（現在は参加していない）」を含む。 


注３）有意水準はカイ自乗検定による ** 1%水準で有意  * ５％水準で有意 


 


 表 3-5 は「生活感覚の維持と WLB 志向」と社会参加との関連を示している。これを


みると「仕事以外のボランティアや地域活動にかかわってきたか」に対して「あてはま


る」とするものほど、地域活動・ボランティア活動などへ定期的に参加している割合が


高まる(69.9%)。また「全くあてはまらない」というものほど、地域活動・ボランティ


ア活動などに「参加していない」という回答が多くなる(49.0%)。つまり、「生活感覚の
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維持と WLB 志向」が強いものほど、定年後の地域活動・ボランティア活動などへの参


加が積極的であることがわかる。換言すれば、「生活感覚の維持と WLB 志向」が定年


後の社会参加に影響力を持っている、といえる。 
 このように、職業生活能力として測定した 5 項目のうち「専門的職業能力の蓄積」、


「部下の育成能力の蓄積」、「会社人脈の構築と蓄積」、「生活感覚の維持と WLB 志向」


という 4 つの項目が定年後のコミュニティ活動への参加を促す要因であることが明ら


かとなった、逆に「会社との距離・独立志向」、すなわち「チャンスがあれば転職や独


立できるよう準備してきた」という職業生活習慣は、定年後の社会参加を促す要因とは


なっていないといえるだろう。 
 


表３－６  職業生活能力の総合得点と現在の社会参加（一元配置分散分析）     


 


地域活動・ボランティア活動などへの参加       職業生活能力の総合得点        


                       平均   （標準偏差）    Ｎ       有意水準 


 参加していない            １１．９０ （２．８７）   ２６９           ＊＊ 


 時々参加                              １２．８７  （２．６９）   ２１３ （Ｆ値=32.20） 


定期的に参加                          １３．６４  （２．５９）   ３６６ 


 


 計                 １２．９０   (２．８０)       ８４８ 


    


注１） 有意水準はＦ検定による ** 1%水準で有意  * ５％水準で有意 


注２）職業生活能力得点は各項目ごとに「あてはまる」を 4 点、「ある程度あてはまる」を 3 点、「あまりあてはまら


ない」を 2点、「全くあてはまらない」を 1点として加算した得点を示している。 


 


これらの職業生活能力の項目を加算した総合得点と社会参加との関連を、一元配置分


散分析によってみたものが表 3-6 である。地域活動・ボランティア活動などへの参加程


度を「参加していない」「時々参加している」「定期的に参加している」の三つのカテゴ


リーに分けて、それぞれのカテゴリーごとに職業生活能力の総合得点を表したものであ


る。これによると、「参加していない」者の職業生活能力は平均値が 11.90 であり、ま


た「時々参加」の場合 12.87、「定期的に参加」の場合 13.64 となっている。つまり、


地域活動・ボランティア活動などへ定期的に参加している高齢者は、職業生活能力が有


意に高い（Ｆ値=32.20）。このことから、職業生活能力と定年後の社会参加との間には


一定の関連性があることが確認できる。 
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４. 職業生活能力、社会参加および生活満足度との関連 


 


最後に、「年齢」、「学歴」、「社会参加」、「職業生活能力」との関連を相関係数でみた


ものが表 4 である。ここでは高齢者の生活の質との関連も確認するために、「健康」お


よび「生活満足度」という二つの変数との関連も示している。 
 


表４ 年齢、学歴および社会参加と職業生活能力との関連 


 


年齢     学歴    社会参加   健康   生活満足度  


年齢 ―      -.194**    -.063*  -.180**    .089** 


学歴                              ―        .051      .118**    .074** 


社会参加                                      ―       .219**    .248** 


健康 ― .278** 


生活満足度 ― 


 


専門的職業能力            .032    .129**     .098**     .101**    .156** 


部下の育成能力            .029       .129**     .172**     .156**    .188** 


会社との距離             -.110**    -.004       .011      -.015     -.096** 


人脈の構築               -.045       .107**     .153**     .117**    .168** 


生活・WLB 志向             .072*     -.062       .317**     .075*     .180** 


職業生活能力得点         -.078*      .113**     .266**     .150**    .192** 


  


注１） 有意水準 ** 1%水準で有意  * ５％水準で有意 


 
 ここで職業生活能力と社会参加との関連を確認してみると、「専門的職業能力」


(r=.098)、「部下の育成能力」(r= .172)、「会社人脈の構築」(r=.153)、「生活・WLB 志


向」(r=.317) の四つが有意な相関を示している。一方「会社との距離」(r= .011)は有意


な相関を示していない。これらの結果は、先のクロス表による分析と同傾向であり、ま


た「職業生活能力得点 」(r= .266)の傾向からみても、定年までの職業人生で培ってき


た「職業生活能力」が定年後の「社会参加」を強く規定していることがわかる。 
 また高齢期における生活の質を表す「生活満足度」をみると、職業生活能力あるいは


社会参加と有意な関連が見られる。「職業生活能力得点」と「生活満足度」は相関係数


において有意であり(r=.192)、また「社会参加」と「生活満足度」との関連も有意であ


る(r=.248)。これらの変数間の因果関係については、さらなる分析によって明らかにす


べきであるが、これらの分析結果をまとめて仮説モデルとして示すと図１のようになる。 
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図１ シニア期の生活の質と社会参加、職業生活能力 


 


注） 実線は r=.15 以上を示し、破線は r=.10 以上の相関を示している。 


 
 
５． まとめ 


 
本章の目的は、企業でのキャリアおよび職業能力の形成が、社会参加とどのような関


係にあるかを明らかにすることであった。その結果、シニア期の社会参加はそれまで培


ってきた職業生活能力に強く規定されることが明らかとなった。特に会社からの独立志


向よりも、会社の人脈作りや、部下の育成など、人間関係の構築に関するスキルを涵養


してきたものほど、定年後は積極的に社会参加にかかわっていることが明らかとなった。


つまり地域コミュニティの活性化は、企業の人材育成とも密接にかかわっているといえ


る。また企業内での職業キャリアのありようのみならず、定年退職にいたるまでの長い


職業人生で、定年前から地域活動やボランティア活動にかかわることが重要であり、そ


の意味では、広い意味での職業生活習慣をどのように身につけてきたのかが、定年後の


社会参加にとってきわめて重要であることが確認できるといえるだろう。「定年退職後


の社会参加」とは言っても、「昨日まで企業人、今日から地域人」と、ライフスタイル


を急激に変化させることは難しい。現役時代からの長い生活習慣やスキルの構築があっ


てはじめて、定年退職後の社会参加が可能になるといえる。その点においても、高齢期


年齢 


学歴 


職業生活能力


シニア期の生活の質 


（生活満足度） 
社会参加 


健康 
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の社会参加のありようは、若い時期からの社会とのかかわり方に大きく左右されるので


あり、長期的なライフコースの視点から高齢期の地域参加・社会参加のための施策を検


討することが必要であろう。 
 本章では 65 歳以上の男性のみを分析対象としたが、今後はジェンダーの視点から女


性の職業能力の構築と社会参加との関連を分析することが課題となるだろう。ジェンダ


ーの視点から見ると、女性の企業内キャリアが量的に多くないことから、現在はコミュ


ニティは男性（企業をリタイアした男性労働者）の自治会活動によるところが大きい。


しかし、コーホートが若いほど女性の就業率が高いこともあり、今後はリタイアしたシ


ニアの女性の地域参加も増えることが予想される。一方で、女性はパートタイム労働な


どの非正規雇用も多いことから、部下を育成・監督したり、幅広い人脈を形成したりと


いう高度な職業能力を正規社員経験者は持つが、パートタイムや派遣労働などの非正規


社員は持たない場合が多いだろう。つまり女性の場合、男性に比べて雇用形態の違いに


よる職業能力を持つものと持たないものとの格差が存在する可能性が高い。 
本章の男性を対象とした分析結果の傾向が女性にもあてはまると仮定するならば、正


規雇用であった管理職経験のある女性労働者ほど、地域コミュニティでのリーダーシッ


プ発揮の機会は増大すると推測される。この観点から見ても、これからのコミュニティ


は、女性の職業キャリアの形成や職業能力形成のありようと密接にかかわることになる


だろう。したがって、社会参加と職業生活能力との関連を、ジェンダーの視点から分析


することが今後の一つの研究課題となるであろう。 
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